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論文要旨 
 
21 世紀にふさわしい豊かな生活環境の実現のためには、地球温暖化に代表される「環境
問題」、阪神淡路大震災や東日本大震災に代表される「建物の耐震性の問題」を解決する
ことが不可欠である。 
環境問題では、21 世紀は「環境の世紀」といわれ、20 世紀に増大した大量生産、大量
消費、大量廃棄の時代から資源を無駄使いしない持続可能な地域資源循環型社会の構築が
求められている。2005 年 2 月 16 日には京都議定書が発効され、わが国も温室効果ガスの
削減が義務付けられた。目標達成には環境負荷が小さく資源循環系を形成可能な木材や、
3 年から 5 年で建築材料となる竹などの森林、里山資源の有効利用が不可欠である。従前
は、伝統構法による家屋に構造材料や下地として利用されてきたが、近年の伝統構法によ
る家屋の減少などから、地域の現状は間伐されずに放置された森林や異常増殖した竹林が
スギやヒノキの植林地や、生活に密着した里山を侵食するなど多くの問題を抱えている。
そこで、筆者は竹材と未利用となっている中径木の有効利用の一案として、意匠デザイン
に趣のある籠目編みされた竹材（割竹）をスギの枠組み（枠材）に接着するだけの簡単な
工法で製作可能なユニット（以下、籠目ユニットと呼ぶ）を考案した。 
また、建物の耐震性については、木造戸建て住宅のストック 2543 万戸のうち、耐震性
が不足していると推計される住宅が 1150 万戸と約半数に耐震性に問題があるとされてい
る。特に伝統構法による家屋は現行の壁量による耐震診断方法では大半が耐震性不足とな
る。その一案として、籠目ユニットを構造材として伝統構法による木造軸組耐震壁（以下、
籠目耐震壁と呼ぶ）への応用を試みた。そして、籠目ユニットを構造材として利用するた
めには、材料となる割竹と枠材が構造用材料としての品質が確保されていることが必要不
可欠であり、籠目耐震壁を耐震壁として利用するためには、実用可能な耐震性能を有して
いることを確認する必要がある。 
本研究は、籠目ユニットを構造材として利用するため、そもそも規格が無い割竹と「告
示第 1083 号 製材の日本農林規格」（以下、JAS と呼ぶ）規格が適用できない枠材につ
いての規格の提案と籠目耐震壁が耐震壁として実用性のある耐震性能を有していることの
確認を目的とする。割竹には京都周辺産の真竹（竹齢 3 年から 5 年）を枠材には和歌山県
産 80 年生スギの中径材から製材された平割材を使用した。籠目耐震壁は、木造の軸組み
に籠目ユニットを 3 体取り付けた壁タイプと、耐震補強材としての利用も想定し中央に開
口を持つ籠目ユニットを 2 体取り付けた開口タイプの 2 タイプを対象とした。本論文は５
章からなっている。 
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１章では、開発の背景および竹材、スギ中径材の構造用材料としての利用に関する既往
の研究状況を概説し、籠目耐震壁の開発に至った経緯と最終目標を述べ、そして、本研究
での目的と方法を述べた。 
２章では、籠目ユニットの耐力の主要な発源である竹材の引張特性について、実大の割
竹を対象に引張試験をおこない、形状（厚さ、節の有無）、ロットおよび地上高さの違い
を考慮し引張特性を明らかにした。また、外観的指標や機械的指標による等級区分が有用
であることを示し、それに基づき実用的な品質管理方法としての一規格を提案し、その特
性値を示した。 
３章では、籠目ユニットが十分な耐力を発揮するためには、竹材の破壊より以前に、枠
材が破壊するのを防止しなければならないため、枠材の強度を把握しておくことは不可欠
である。しかし、籠目ユニットに使用する枠材は、4 番玉以上の原木丸太から製材された
平割材を平使い（フラットワイズ）しており、4 番玉以上の小中径材は、強度低下を招く
とされる節を多く含み、また JAS 規格による等級区分もおこなわれていないことから構造
用材料として利用できないのが現状である。そこで、和歌山県産 80 年生スギの中径材か
ら製材された平割材について、JAS の曲げ試験に準じて平使いにした実大曲げ試験をおこ
ない曲げ特性を明らかにした。また、JAS 規格の機械等級区分が有用であることを示し、
それに基づき実用的な品質管理方法としての一規格を提案し、その基準特性値を示した。
さらに、国内で一般化している動的ヤング係数を指標とする曲げヤング係数の推定方法が
平使いへも利用可能なことを示した。 
４章では、まず籠目ユニットについて面内繰り返しせん断試験をおこない耐震性能を評
価した。次に籠目耐震壁についても同様に、面内繰り返しせん断試験をおこない耐震性能
を評価し、一つの評価方法である壁倍率が実用的な値を有していることを示した。 
５章では、本研究で得られた結論をまとめた。 
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１章  序論 
 
21 世紀にふさわしい豊かな生活環境の実現のためには、地球温暖化に代表される「環境
問題」、阪神淡路大震災や東日本大震災に代表される「建物の耐震性の問題」を解決する
ことが不可欠である。 
環境問題では、21 世紀は「環境の世紀」といわれ、20 世紀に増大した大量生産、大量
消費、大量廃棄の時代から資源を無駄使いしない持続可能な地域資源循環型社会の構築が
求められている。2005 年 2 月 16 日には京都議定書が発効され、わが国も温室効果ガスの
削減が義務付けられた。目標達成には環境負荷が小さく資源循環系を形成可能な木材や、
3 年から 5 年で建築材料となる竹などの森林、里山資源の有効利用が不可欠である。 
竹は、昔から我が国において身近な里山資源として利用されてきた。特に割竹は、土壁
の下地材、籠などの生活用具や外観の美しさから日用工芸品など幅広い分野で使用されて
きたが、プラスチックの台頭や近年の伝統構法による家屋の減少などから、地域の現状は、
異常増殖した竹林がスギやヒノキの植林地や、生活に密着した里山を侵食するなど多くの
問題を抱えている。 
木材も、竹と同様にプラスチックの台頭や近年の伝統構法による家屋の減少などから、
特に間伐材や小中径木の需要が減少し、間伐されずに放置された森林が大水や山崩れとい
った自然災害をもたらす危険性が指摘されている。ところで、これらの小中径木を構造用
材料として利用できれば、筆者の地元である和歌山県の場合、スギの素材蓄積量が 35810
千m3（和歌山県 平成 19 年度森林・林業および山村の概況より）で、その内 4 番玉以上
の中径材が約 10%と推定され、それらの用途開発が喫緊の課題となっており、構造用材料
として利用されれば、歩留まりを 50%とし、製材の材積単価を 46 千円/m3（H17 年の全
国平均価格、農林水産省統計より）とすると約 823 億円の価値があることになり、林業経
営の安定化を図り、延いては森林整備につながり大水や山崩れといった自然災害から国民
生活を守ることになる。 
建物の耐震性については、1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震による阪神淡路
大震災では犠牲者が 6400 人を超え、約 25 万棟の家屋が全半壊した。その犠牲者の 8 割弱
は建物の倒壊や家具の転倒などによる圧迫死や窒息死であったと報告されている（厚生省
による）。特に生活の拠点である住宅に高い耐震性が求められているが、現状は、南海地
震と東南海地震について、今後 30 年以内に起きる確率は南海地震が約 60%、東南海地震
が約70%とされているにもかかわらず、木造戸建て住宅のストック2543万戸（総務省「H20
年住宅・土地統計調査」による）のうち、耐震性が不足していると推計される住宅が 1150
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万戸（内閣府による）と約半数に耐震性に問題があるとされている。 
一方、竹の力学的性能に関して、井口の、竹材の力学的性能やボード類への加工に関す
る基礎研究を主体に、竹材の材料としての可能性について述べた報告書1.1)の中で、「竹材
の物性に関する研究は古くからなされている」と記述されており、筆者の調べた書物1.2)に
も、宇野氏「宇都宮大報」1932、などによると記されて圧縮強さ、引張強さおよび引張ヤ
ング係数が竹の種類別に掲載されている。また「一般に成竹に達した 4 年生から 6 年生ま
での竹材が力学的性能は安定しているといわれている」とも述べており、竹の力学的性能
は古くから研究され一定の成果が得られているようである。 
引張特性に関しては、尾田は、モウソウ竹を対象として、材料組織的観点から解析し、
特に維管束鞘の分布が外表面部に密集した組織となっていることに着目し、半径方向の数
箇所から厚さ約 1mmの板状試験片を切り出して引張試験をおこない、その結果、内周部
のヤング係数は外周部のそれの約 1/6 であり、引張強さは 1/5 から 1/10 であると報告して
いる1.3)。中馬らもモウソウ竹を対象として維管束の分布に着目し、半径方向に分割した厚
さ 1.5mmの板状試験片を切り出して引張試験をおこなっている。中馬らは、維管束の分布
を体積率の変化で評価し、維管束の体積率、密度およびヤング係数が内皮から外皮に向け
て増加しているという結果から、維管束の体積率と密度、ヤング係数および引張強さとの
間に正の相関関係があることを明らかにし、維管束の体積率をパラメータにヤング係数と
引張強さの推定評価式を提案している1.4)。天田は、傾斜機能材料の観点から尾田、中馬ら
と同様の試験をおこない考察している1.5)。なお、いずれの試験も節を含まない試験片によ
るものである。 
実大の割竹の研究としては、井上らは、竹材の引張強度試験法が確立されておらず、試
験方法の違いによりその強度性能に影響があると考えられることから、大分県産の真竹を
対象に、竹材の引張強度試験法と強度性能との関係の把握を目的に引張試験をおこなって
いる1.6)。また、竹繊維そのものの引張特性に関しては、柴藤らは、真竹の機械的に粉砕さ
れた市販の竹チップを解繊して得られた竹維管束あるいは維管束鞘部分の引張試験をおこ
ない、比重、ヤング係数および引張強度を求めている1.7)。 
製材の規格としては、「告示第 1083 号 製材の日本農林規格」（以下、JASと呼ぶ）
で「目視等級区分」および「機械等級区分」が制定されているが、縦使い（エッジワイズ）
を想定したもので、標準の試験体寸法に比べ「標準の梁せい(150mm)に比べて極端に梁せ
いが小さい製材」や「梁せいに比べ幅の大きい使用方法（平使い（フラットワイズ））」
にそのまま適用するには問題がある。このように今までの規格が適用できない製材に対し
て、日本建築学会は「木質構造設計規準・同解説」の 2002 年の改定で、「材料の強度特
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性値に関する実験値に基づいた設計用強度特性値決定プロセスを規定化し、その方法に準
じて評価することにより強度特性値を定めることができる」としている1.8)。ISO法では、
原則的にそれぞれの寸法ごとに実験をおこなうこととしている。仮にこの規定にしたがう
なら、たとえばJAS規格の標準寸法（166 種類）のすべてについておこなう必要がある。 
4 番玉以上も含めたスギ丸太を対象とした研究としては、小泉、飯島らのグループによ
る一連の秋田県産スギ丸太とそれから採材されたひき板の材質との関連を動的ヤング率と
静的曲げヤング率の関係を中心に調べたものがある。その結果から、ひき板の小荷重積載
法による静的曲げヤング率が丸太の外観的指標のみからも統計的には有意なレベルで推定
可能であり、さらに丸太の動的ヤング率を測定することによって実用的に十分な精度で推
定できることが報告されている1.9)～1.11)。これらのことは、4 番玉以上のスギ丸太からの製
材についても、原木段階で製材の一定の性能が保証された原木が選別できることで合理的
な品質管理が可能であり、規定化された強度特性値評価方法を用いることで、構造用材料
として利用可能であることを示唆している。 
このような社会的背景および既往研究の成果から、筆者は竹とスギの未利用中径木の有
効利用の一案として、竹からは強じんな表皮側部分と美しさも残している工芸用割竹（写
真 1.1 参照）に着目し、意匠デザインに趣のある籠目編みの面材を作成し、スギの未利用
中径木からはその面材を取り付ける枠組（枠材）を作成した。そして、その面材を枠組に
接着するだけの簡単な工法で製作可能なユニット（以下、籠目ユニットと呼ぶ。写真 1.2
参照）を考案した。籠目ユニットの特徴は、竹や木材といった自然素材で環境負荷が小さ
いこと、また竹を編んでいることから軽くて（600g 土塗り壁は 30kg）光や風を通すこ
とがあげられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 写真 1.1 工芸用割竹 写真 1.2 籠目ユニット 
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また、木造戸建て住宅の耐震性不足に対しては、現行の壁量による耐震診断方法では大
半が耐震性不足となる伝統構法による家屋を対象に、伝統構法による家屋の特徴である開
放的で明るく通気性が良いという機能を大きく損なうことなく耐震性の向上を目的として、
光や風を通す特徴を活かして籠目ユニットの伝統構法による家屋の耐震壁（以下、籠目耐
震壁と呼ぶ）への応用を試みた。これらを通じて、本開発の最終目標は、自然素材による
健康的で、環境にやさしくかつ耐震性能に優れた住宅の実現に資することと、地場産材を
用いることによる地場の木材関係産業（林業、製材業、住宅産業等）の発展に寄与する事
により図 1.1 に示すような「地域資源循環型社会」を構築することである。 
 
 
図 1.1 地域資源循環型社会 
  -5- 
ところで、籠目耐震壁が耐震要素として利用できるためには、主要な耐震要素である籠
目ユニットが構造材でなければならない。そのためには、材料となる割竹と枠材が構造用
材料としての品質が確保されていることが必要不可欠である。また、籠目耐震壁が実用可
能な耐震性能を有していることも確認する必要がある。そこで本研究は、開発の基礎であ
る、そもそも規格が無い割竹と JAS 規格が適用できない枠材についての規格の提案と籠目
耐震壁が実用性のある耐震性能を有していることの確認を目的とする。割竹には京都周辺
産の真竹（竹齢 3 年から 5 年）を枠材には和歌山県産 80 年生スギの中径材から製材され
た平割材を使用する。籠目耐震壁は、木造の軸組みに籠目ユニットを 3 体取り付けた壁タ
イプと、耐震補強材としての利用も想定し中央に開口を持つ籠目ユニットを 2 体取り付け
た開口タイプの 2 タイプを対象とする（写真 1.3 参照）。 
 
  
2 体取り付けた開口タイプ 3 体取り付けた壁タイプ 
写真 1.3 籠目耐震壁 
 
具体的な開発方法について以下に述べる。 
まずは、籠目ユニットの耐力の主要な発源である竹材の引張特性について、実大の割竹
162 本を対象に引張試験をおこない、形状（厚さ、節の有無）、ロットおよび地上高さを
パラメータに統計的手法により引張特性を明らかにする。また、外観的指標や機械的指標
による等級区分が統計的に有用であることを示し、それに基づき実用的な品質管理方法と
しての一規格を提案し、その特性値を統計的手法1.12)により求める。 
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次に、籠目ユニットが十分な耐力を発揮するためには、竹材の破壊より以前に、枠材が
破壊するのを防止しなければならないため、枠材の強度、主に割竹の引張力による曲げが
作用することから曲げ強度を把握しておくことは不可欠である。しかし、籠目ユニットに
使用する枠材は、4 番玉以上の原木丸太から製材された平割材を平使いしており、4 番玉
以上の小中径材は、強度低下を招くとされる節を多く含み、またJAS規格による等級区分
もおこなわれていないことから構造用材料として利用できないのが現状である。そこで、
実大の枠材（標準寸法：45×90mmの平使い）78 本を対象に、JASの曲げ試験に準じて平
使いにした実大曲げ試験をおこない統計的手法1.12)により曲げ特性を明らかにする。また、
JAS規格の機械等級区分が統計的に有用であることを示し、それに基づき実用的な品質管
理方法としての一規格を提案し、その基準特性値を統計的手法1.12)により求める。さらに、
国内で一般化している動的ヤング係数を指標とする曲げヤング係数の推定方法が平使いへ
も利用可能なことを示し、回帰式からその推定式を提案する。最後に、機械等級区分の指
標として動的ヤング係数および小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数の適用性
およびJASの曲げ試験方法の測定精度について考察する。 
そして、規格を満足する材料から籠目ユニットと割竹を筋交いとしたユニットの 2 タイ
プを製作し、面内繰り返しせん断試験をおこない、両者を比較しながら、籠目ユニットの
力学的性状について調べる。また、籠目ユニットの耐震性能を履歴曲線の包絡線から求め
る「新しい許容せん断耐力（壁倍率）の評価法1.13)」により評価する。 
さらに、籠目耐震壁の耐震性能を把握するため、各要素（軸組、枠組、籠目ユニット）
の耐震性能評価も考慮して、軸組系として、軸組のみと軸組に枠組のみを取り付けた軸組
＋枠組の 2 タイプを製作し、籠目耐震壁の壁タイプと開口タイプを合わせて計 4 体製作し、
面内繰り返しせん断試験をおこない、まず、各タイプの耐震性能を履歴曲線の包絡線から
求める「新しい許容せん断耐力（壁倍率）の評価法1.13)」により評価し、軸組系と比較し
ながら、籠目耐震壁の各要素（軸組、枠組、籠目ユニット）の耐震性能について調べる。
次に、籠目耐震壁の包絡線から軸組みの包絡線の差を求め、籠目ユニットの籠目耐震壁へ
の耐震性能の寄与の仕方および度合いを調べる。最後に、本研究で用いた「新しい許容せ
ん断耐力（壁倍率）の評価法1.13)」の適用性について考察する。 
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２章  国産工芸用割竹の引張り強度特性と推定指標 
 
２．１  序 
１章で述べたような、社会的背景および竹の既往研究2.1)～2.4)の成果から、筆者は竹の有
効利用の一案として強じんな表皮側部分と美しさも残している工芸用割竹（写真 2.1 参照）
に着目し、意匠デザインに趣のある籠目ユニット（写真 2.2 参照）を考案した。籠目ユニ
ットを構造材として利用するためには、材料である割竹の実用的な品質管理方法の確立が
必要不可欠である。 
ところで、このような網目構造物の最小の網目間隔は、割竹の幅と厚さによって決定さ
れる。幅 15mm、厚さ 1mm の割竹を使用した場合、図 2.1 に示すように網目間隔は 80 mm
となり、これ以上細かく編むことができなかった。このように割竹を材料とした網目構造
物は、網目間隔によって割竹の形状が限定されることから、形状による規格化が有効であ
ると考えられる一方で、割竹は植物系材料で手加工であることから品質にバラツキがある。 
そこで本章では、実大の割竹を対象に引張試験をおこない、形状（厚さ、節の有無）、
ロットおよび地上高さをパラメータに統計的手法により引張特性を明らかにし、外観的指
標や機械的指標との関連性について検討を加え、等級区分の有用性を検証することによっ
て、実大割竹の引張特性の実用的な品質管理方法としての一規格を提案する。 
 
  
写真 2.1 工芸用割竹 
 
80 80
8
0
 
写真 2.2 籠目ユニット 図 2.1 籠目ユニット形状 
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２．２  実験 
２．２．１  材料と試験体 
割竹に加工する竹材は、一般的な竹材店から竹の中でも強じんで、節間が長く細割りに
適しており、広く工芸用に利用されている京都周辺産の真竹（竹齢 3～5 年）を油抜き後、
約 1 ヶ月天日乾燥させたものを 1 ロットにつき 3 本単位で 3 ロット計 9 本購入したものを
使用する。製竹する竹材の寸法（末口径 6～8cm、長さ 4m）は、1 体の籠目ユニットの製
作に割竹（幅 15mm、長さ 1m）を約 30 本必要とすることから、品質のバラツキを小さく
する観点から図 2.2 に示すように１本の竹材を 1m 毎に玉切り（以下、丸竹と呼ぶ）し、3
本の丸竹を製竹し、1 本の丸竹から切り代を考慮して幅 16 mm の割竹を 12～13 本製作す
ることから決定した。また、1 体の籠目耐震壁の製作に籠目ユニットが 3 体必要なため 3
本単位で購入する。 
試験体に用いる割竹は、丸竹を同じ竹材店の職人が、手割で幅 15mm、厚さ 1mm を目
処に揃えたものを、1 年以上屋内で自然乾燥させ気乾状態したものを使用する。割竹は、
図 2.3, 2.4 に示すように材長 、節間長さ i 、両端と中央および節位置での幅b 、厚さ 1t , 
2t 、高さ hの断面形状および重量を計測する。また、外観的指標として、式(2.1)(2.2)から
曲り率および概略の密度 b'ρ を計算する。 
 
 
図 2.2 竹材と丸竹の位置関係および竹取り 
 
 
図 2.3 割竹形状 
 
図 2.4 断面形状および断面モデル 
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節間数
％曲り率       (2.1) 
bbb V/W' =ρ         (2.2) 
ここに、 iΣ ：節間長さの合計(mm) 
 ：材長(mm) 
bW ：割竹の重量(g) 
bV ：割竹の体積(cm3) 
b'ρ ：割竹の概略の密度(g/cm3) 
体積は、節幅を 1cm と仮定し、式(2.3)から算出する。 
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節数
節数
1
3
1
103
i
ni
i
ib A//AV       (2.3) 
ここに、 3/AiΣ ：元口、中央、末口の断面積の平均(cm2) 
　　Σ niA ：節位置での断面積の和(cm2) 
断面積などの断面性能は、図 2.4 に示すように弧の形状部分を幅b の中央を頂点とする
三角形にモデル化して求める。 
試験体は、各丸竹から無作為に 3 本の割竹を抽出し、1 本の割竹から図 2.5 に示すよう
に節間長さと割竹の曲げ変形を考慮して、網目間隔 80mm の割竹と割竹の交点間距離
46.19mm を 1/20mm の精度に丸めた 46.20mm の 5 倍の長さ 231mm に切り揃えた節間
（以下、節なしと呼ぶ）と中央が節部（以下、節ありと呼ぶ）の 2 体を製作する。試験体
の幅は、幅による影響を小さくするため再度 14mm に切り揃える。試験体も割竹と同様に、
両端と中央および図 2.6 に示す①～④位置での幅b 、厚さ 1t , 2t 、高さ hの断面形状および
重量を計測する。また、外観的指標として、式(2.4)から概略の密度 t'ρ を計算する。 
 
 
図 2.5 割竹と試験体の位置関係 
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図 2.6 試験体形状 
 
t
t
t V
W' =ρ         (2.4) 
ここに、 tW ：試験体の重量(g) 
tV ：試験体の体積(cm3) 
t'ρ ：試験体の概略の密度(g/cm3) 
体積は、節なしは式(2.5)から、節ありは節幅を 1cm と仮定し、また節が中央にあるため
中央の断面積を②③位置の平均とし式(2.6)から算出する。 
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∑
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∑
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3
2
2
1
③②
     (2.6) 
ここに、 　
Σ
3
iA ：元口、中央、末口の断面積の平均(cm2) 
　　Σ iA ：元口、末口の断面積の和(cm2) 
③② A,A ：②③位置での断面積(cm2) 
　　nA ：節位置（中央）での断面積(cm2) 
また、試験体名は図 2.7 に示すように、竹名、番玉、割竹番号および節の有無を指標に
決定する。よって、試験体は、各丸竹に節あり、節なし各 3 体で A1-10～I3-31 までの合
計 162 体製作する。なお、各ロットの竹材は A～C、D～F、G～I となっている。 
 
 
図 2.7 試験体名 
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２．２．２  試験方法 
（１）含水率および密度 
含水率は、図 2.5 に示すように試験体の近傍位置の小片についてJIS Z 2101 木材の試
験方法にしたがい式(2.7)から（全乾法）算出する。密度は、図 2.5 に示すように試験体
の近傍位置および節を含む小片（長さが約 1cm）についてJIS Z 2101 木材の試験方法に
したがい式(2.8)から気乾密度 ρ を算出する。また、高さも計測する。体積は形状が不規
則なためアルキメデスの原理を利用する方法から測定する2.5)。 
( ) ( ) 100221 ×= WWW－％含水率      (2.7) 
ここに、 1W は乾燥前の重量、 2W は全乾重量である。 
VW=ρ         (2.8) 
ここに、W は小片の重量(g)、V は小片の体積(cm3)、 ρ は気乾密度(g/cm3)である。 
（２）実大引張試験および曲げ試験 
実大引張試験は、20℃、70±5%R.H.の条件下で、図 2.8 および写真 2.3 に示すよう
に試験体を万能材料試験機（インストロン万能材料試験機 5569 型）のつかみ具（ウエ
ッジ作動グリップ 2716）に取り付けて、引張速度一定（2mm/min）で破断まで載荷を
おこなう。変位（伸び）はストレーンゲージ式伸び計（標点距離 50.0mm）で測定する。
また、割竹の引張試験については、田中、井上らのグループによる報告2.6)があり、その
中でつかみ部の破断が多かったことと、さらに実大の工芸用割竹は厚さが薄いことから、
図 2.8 に示すようにつかみ部の補強として両側から同じ割竹を接着する。 
 
  
図 2.8 引張試験概略図 写真 2.3 試験装置 
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引張強度 tσ は、式(2.9)から算出し、引張弾性係数 tE は、軸力と軸ひずみの関係式(2.10)
から算出する。比例域における上限荷重は最大荷重 maxP とし下限荷重は maxP との間で直
線部分が確認された 0.2～0.5%ひずみに対応する荷重とする。また、基準ひずみ
tε ( tt Eσ= )および伸び剛性 AEt も算出する。 
A
Pmax
t =σ         (2.9) 
A
pEt 

∆
∆
=         (2.10) 
ここに、 maxP ：最大荷重 
p∆ ：比例域における上限荷重と下限荷重との差 
 ：標点距離 
∆ ： p∆ に対応する変位（伸び） 
A ：標点間の断面積（②、中央、③位置の平均値） 
実大曲げ試験は、図 2.9 に示すような単純梁の中央に表皮側と内皮側から 50g と 500g
のおもりを載荷して、梁中央の鉛直方向変位をレーザ変位計で測定する。曲げ弾性係数
bE は、断面に変化のある単純梁モデルの荷重とたわみの関係式(2.11)から算出する。ま
た、曲げ剛性 IEb も算出する。 
Iy
pEb
1
48
3
･
∆
∆ 
=        (2.11) 
ここに、 p∆ ：比例域における上限荷重と下限荷重との差 
 ：スパン 
y∆ ： p∆ に対応するスパン中央のたわみ 
I ：断面変化を考慮した試験部の断面２次モーメント 
 
 
図 2.9 曲げ試験概略図 
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断面２次モーメントは、①④、②③、中央（節）の範囲をそれぞれ 23.1, 41.2, 10mm
とした式(2.12)より算出する。 
④③中②① I
.
I
.
I
.
I
.
I
.
I
01850380902012038090018501
++++=     (2.12) 
ここに、 ①～④I , 中I ：①～④、中央位置での断面２次モーメント 
 
２．３  結果と考察 
２．３．１  割竹の形状 
割竹の形状、曲り率および概略の密度の平均値と変動係数CV (%)を丸竹別に表 2.1 に示
す。表 2.1 から節間長（節間が 2 つの場合は長い方）は、高さ方向に全竹材とも長くなっ
ている。曲り率は、1 番玉で大きく、節数が 2 つの丸竹は比較的真直ぐである。また、曲
り率が 0.2%以上では目視で確認できるほど曲がっている（写真 2.4 参照）。 
 
 
写真 2.4 曲がっている割竹 
平均厚さは、ロット 1（A～C 竹）の平均が 1.06mm、ロット 2（D～F 竹）が 1.69mm、
ロット 3（G～I 竹）が 0.71mm とロット間で差が大きく職人が異なることが推察される。
各ロットでの変動係数は、ロット 1 が 9.1%、ロット 2 が 8.4%、ロット 3 が 11.2%と厚さ
が薄くなるほどバラツキが大きい。ただ、各ロットでの変動係数に大きな差がないことか
ら、所定の厚さに揃える技術は職人間で、差が大きいとは考えにくく、見本となる割竹が
あれば職人が異なっても所定の厚さの割竹が入手できるものと考えられる。 
左右の厚さ 1t , 2t の比（以下、均等厚比と呼ぶ）は、ロット 1 の平均が 0.86、ロット 2
が 0.81、ロット 3 が 0.76 とロット間で差があり、特にロット 3 は左右で約 1/4 の差があ
る。幅は、ロット 1 の平均が 15.08mm、ロット 2 が 15.26mm、ロット 3 が 14.97mm と
ロット間で差が小さい。各ロットでの変動係数も、ロット 1 が 2.2%、ロット 2 が 1.3%、
ロット 3 が 1.0%と小さく、ロット間においても大きな差がない。 
これらより手割りの場合、幅より厚さを揃えるのが難しく、また、厚さが薄くなるほど
厚さや左右のバランスを均等にするのが難しいようである。 
概略の密度は、ロット1の平均が1.10g/cm3、ロット2が1.00g/cm3、ロット3が1.15g/cm3
と表皮側からの厚さが薄いほど、高くなっており、概略の密度ではあるが、工芸用割竹に
  -16- 
ついても既往研究2.2)～2.4)と同様なことが確認できた。各ロットでの変動係数は、ロット 1
が 4.3%、ロット 2 が 4.0%、ロット 3 が 4.5%と小さく、ロット間においても大きな差が
ない。よって、本研究に用いた割竹は、ロット内での厚さや幅のバラツキは小さいが、ロ
ット間では、厚さの差が大きく、その違いが概略の密度に反映している。 
 
表 2.1 割竹の形状 
丸竹名
 
割竹数
 
節数
 
節間
長 
(mm) 
曲り
率 
(%) 
均等厚比 
( )
( )21
21
t,tmax
t,tmin  
重量 
bW (g) 
体積 
bV (cm3) 
概略の密度 
b'ρ (g/cm3) 
平均 
値 
平均 
値 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
A1 13 3 325 0.20 0.81 15.8 24.99  9.7 22.94  9.9 1.09 4.2 
A2 13 2 407 0.04 0.85 12.7 23.52 10.3 20.53 12.1 1.15 4.0 
A3 13 2 443 0.03 0.92  6.4 24.73  9.8 21.32  9.8 1.16 2.0 
A 竹 39 - 391  0.09 0.86  6.5 24.41  3.2 21.60  5.7 1.13 3.3 
B1 13 3 339 0.15 0.83 10.4 25.15 12.2 24.75 11.7 1.02 3.2 
B2 13 2 385 0.07 0.90  8.1 23.09  3.9 20.81  6.2 1.11 4.5 
B3 13 2 414 0.07 0.87 14.5 23.81  7.6 21.30  6.5 1.12 4.2 
B 竹 39 - 379 0.10 0.87  4.1 24.02  4.4 22.29  9.6 1.08 5.3 
C1 13 3 320 0.26 0.80 11.3 26.84 10.4 25.81  8.6 1.04 3.4 
C2 13 2 379 0.15 0.89 10.3 23.94  9.0 22.17 11.4 1.08 3.6 
C3 13 2 418 0.12 0.89  8.9 24.57  7.7 22.50  7.9 1.09 3.6 
C 竹 39 - 373 0.18 0.86  6.2 25.12  6.1 23.49  8.6 1.07 2.7 
ﾛｯﾄ 1 117 - 381 0.12 0.86  5.0 24.52  4.6 22.46  8.0 1.10 4.3 
D1 12 3 291 0.12 0.76 10.2 35.05  4.2 33.96  6.9 1.03 4.6 
D2 12 2 346 0.08 0.84 10.7 32.40  9.4 32.50  9.6 1.00 3.9 
D3 12 2 380 0.05 0.81 12.5 32.82  6.6 31.75  7.2 1.03 4.2 
D 竹 36 - 339 0.08 0.80  4.7 33.42  4.3 32.74  3.4 1.02 2.1 
E1 12 3 298 0.10 0.80 12.6 35.41  5.4 38.76  8.3 0.92 6.8 
E2 12 3 374 0.03 0.72 10.6 33.62  7.3 33.51  9.1 1.01 6.2 
E3 12 2 410 0.03 0.81 13.1 31.83  3.0 30.65  2.5 1.04 2.5 
E 竹 36 - 361 0.05 0.78  6.5 33.62  5.3 34.31 12.0 0.99 6.4 
F1 12 3 328 0.11 0.86 15.5 35.07  6.5 34.89  9.1 1.01 4.7 
F2 12 3 371 0.11 0.86  6.7 33.37  7.1 34.05  6.8 0.98 5.8 
F3 12 2 391 0.09 0.83  9.5 31.33  5.4 32.71  6.8 0.96 3.4 
F 竹 36 - 363 0.10 0.85  2.2 33.26  5.6 33.88  3.2 0.98 2.5 
ﾛｯﾄ 2 108 - 354 0.08 0.81  5.7 33.43  4.4 33.64  6.9 1.00 4.0 
G1 16 2 364 0.08 0.75 20.1 22.12  9.7 18.74  8.3 1.18 4.9 
G2 13 2 407 0.05 0.73 21.7 22.00  7.8 17.78  9.1 1.24 6.1 
G3 14 2 430 0.04 0.80 19.0 20.53  5.5 17.35  8.7 1.19 5.7 
G 竹 43 - 400 0.06 0.76  4.6 21.55  4.1 17.96  4.0 1.20 2.7 
H1 14 3 346 0.08 0.67 13.2 20.21  5.7 18.34  8.8 1.10 5.1 
H2 14 2 380 0.04 0.77 19.6 18.52  7.1 15.68  5.7 1.18 4.3 
H3 14 2 409 0.00 0.78 21.8 18.89  5.9 16.19  6.6 1.17 4.2 
H 竹 42 - 378 0.04 0.74  8.1 19.21  4.6 16.74  8.4 1.15 3.5 
I1 14 3 317 0.02 0.72 17.8 18.30  9.7 16.85 12.0 1.09 5.6 
I2 12 3 337 0.02 0.79 18.1 18.69 10.2 17.12 12.9 1.10 4.0 
I3 12 2 362 0.02 0.82 14.2 18.93  8.1 16.97  9.9 1.12 4.7 
I 竹 38 - 339 0.02 0.78  6.4 18.64  1.7 16.98  0.8 1.10 1.3 
ﾛｯﾄ 3 123 - 372 0.04 0.76  6.0 19.80  7.5 17.22  5.6 1.15 4.5 
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丸竹名
 
割竹数
 
節数
 
断面寸法（両端と中央の平均値 mm） 
厚さ 
1t  
厚さ 
2t  
平均厚さ 
( ) 221 /tt +  
高さ 
h  
幅 
b  
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
A1 13 3 1.20 12.8 0.99 16.0 1.09 11.2 1.89  7.2 14.81 4.3 
A2 13 2 1.02 17.9 0.98 14.5 1.00 12.9 1.70  7.8 14.74 5.4 
A3 13 2 0.97 11.4 0.96 11.1 0.96  9.9 1.71  6.5 15.41 5.9 
A 竹 39 - 1.06 11.4 0.97  1.5 1.02  6.6 1.77  6.3 14.99 2.4 
B1 13 3 1.31  9.4 1.08 12.6 1.19  9.7 1.99  7.7 14.86 7.0 
B2 13 2 1.09  9.4 0.99  8.5 1.04  7.2 1.63  4.5 15.06 5.5 
B3 13 2 1.07 11.1 0.94 14.8 1.00 10.3 1.73  3.5 15.03 4.9 
B 竹 39 - 1.15 11.5 1.00  7.2 1.08  9.4 1.78 10.3 14.98 0.7 
C1 13 3 1.38  7.4 1.11 12.6 1.25  6.9 2.02  6.4 15.20 5.2 
C2 13 2 1.11 13.0 1.02 11.9 1.07 10.4 1.83  9.8 14.83 4.8 
C3 13 2 1.01 11.4 0.96 11.1 0.98  8.7 1.77  5.7 15.74 2.7 
C 竹 39 - 1.16 16.4 1.03  7.8 1.10 12.3 1.87  7.1 15.26 3.0 
ﾛｯﾄ 1 117 - 1.13 12.3 1.00  6.0 1.06  9.1 1.81  7.5 15.08 2.2 
D1 12 3 1.95  8.6 1.49 12.0 1.72  8.8 2.57  4.9 15.39 4.0 
D2 12 2 1.79 13.9 1.51 15.4 1.65 13.2 2.48  6.1 15.38 3.2 
D3 12 2 1.69  9.2 1.35  8.2 1.52  6.3 2.50  4.3 15.41 4.6 
D 竹 36 - 1.81  7.5 1.45  6.2 1.63  6.4 2.52  1.8 15.39 0.1 
E1 12 3 2.13 13.3 1.71 15.5 1.92 12.8 3.02  7.6 15.27 5.7 
E2 12 3 1.90  9.4 1.37 12.9 1.64  9.6 2.64  7.4 15.24 4.4 
E3 12 2 1.62  8.1 1.34 10.2 1.48  4.6 2.39  2.9 15.44 2.4 
E 竹 36 - 1.88 13.6 1.47 13.9 1.68 13.3 2.68 11.8 15.32 0.7 
F1 12 3 1.98  9.3 1.72 16.6 1.85 10.2 2.72  7.0 14.80 4.1 
F2 12 3 1.89  8.7 1.63  6.0 1.76  6.9 2.56  5.9 15.21 3.9 
F3 12 2 1.85  7.7 1.53  9.9 1.69  7.3 2.52  6.0 15.18 4.1 
F 竹 36 - 1.90  3.5 1.62  5.9 1.76  4.6 2.60  4.2 15.06 1.5 
ﾛｯﾄ 2 108 - 1.87  8.3 1.51  9.7 1.69  8.4 2.60  7.1 15.26 1.3 
G1 16 2 0.94 11.8 0.70 20.5 0.82 11.9 1.59  6.1 15.12 4.8 
G2 13 2 0.89 11.4 0.65 19.5 0.77 10.2 1.52  7.3 14.88 2.9 
G3 14 2 0.82 18.7 0.67 14.0 0.75 11.0 1.48  6.4 14.99 3.4 
G 竹 43 - 0.88  6.5 0.67  3.5 0.78  4.5 1.53  3.7 15.00 0.8 
H1 14 3 0.95  9.7 0.64 14.7 0.80 10.1 1.55  7.0 14.93 2.9 
H2 14 2 0.67 14.5 0.52 14.7 0.59  9.3 1.40  4.6 15.17 2.2 
H3 14 2 0.72 15.1 0.58 20.7 0.65 11.4 1.43  5.4 14.95 2.4 
H 竹 42 - 0.78 19.4 0.58 10.5 0.68 15.4 1.46  5.7 15.02 0.9 
I1 14 3 0.80 23.5 0.57 15.5 0.69 18.0 1.49  8.4 14.67 3.4 
I2 12 3 0.75 18.1 0.60 31.7 0.67 23.2 1.50  9.1 14.99 2.2 
I3 12 2 0.66 21.7 0.59 10.4 0.62 11.5 1.55  6.9 15.01 2.7 
I 竹 38 - 0.73  9.9 0.59  2.5 0.66  5.0 1.51  2.4 14.89 1.3 
ﾛｯﾄ 3 123 - 0.80 13.8 0.61  9.1 0.71 11.2 1.50  4.1 14.97 1.0 
 
 
２．３．２  試験体の形状と密度 
試験部の厚さ t （①～④と中央の平均値）と均等厚比の各丸竹の平均値とそれぞれの変
動係数CV (%)と、断面積 A、断面２次モーメント I 、概略の密度 tρ′および気乾密度 ρ の各
丸竹の平均値を節の有無、丸竹別に表 2.2 に示す。また、気乾密度と小片の高さ hおよび
概略の密度との関係をそれぞれ図 2.10、2.11 に、番玉別（高さ方向）の気乾密度の分布を
図 2.12 に示す。 
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表 2.2 試験体の形状および断面性能 
丸竹名
 
含水率 
(%) 
節なし（試験体数：各３体） 
厚さ t  
( ) 221 /tt +  
(mm) 
均等厚比 
( )
( )21
21
t,tmax
t,tmin  
A  
(mm2) 
I  
(mm4) 
密度(g/cm3) 
t'ρ  ρ  
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
平均 
値 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
A1 8.5  7.3 1.16 14.3 0.87 10.5 20.2  3.9 1.13 3.1 1.13 3.0 
A2 7.4  5.3 1.04  6.1 0.87 12.2 18.6  3.1 1.10 1.4 1.12 1.4 
A3 7.8 10.6 1.12  6.7 0.77 15.7 20.3  4.0 1.06 4.5 1.11 2.7 
Ａ竹 7.9  9.0 1.11 10.1 0.84 12.5 19.7  3.7 1.10 4.0 1.12 2.3 
B1 8.0  6.5 1.05  7.6 0.73 29.8 19.2  3.6 1.11 1.9 1.12 2.4 
B2 8.9  9.0 1.01  6.3 0.83  8.7 18.5  3.1 1.10 3.4 1.11 1.6 
B3 8.7 19.9 1.16 11.1 0.87  1.0 20.0  3.8 1.08 3.2 1.10 1.0 
B 竹 8.5 12.6 1.08  9.9 0.81 16.2 19.2  3.5 1.10 2.8 1.11 1.7 
C1 7.7 11.3 1.26  3.0 0.77 29.9 21.9  5.2 1.11 2.9 1.14 3.2 
C2 8.4  1.8 1.15  4.6 0.80 20.7 19.2  3.6 1.12 4.4 1.13 2.9 
C3 8.9 15.7 1.10 27.1 0.82  8.4 19.1  3.7 1.12 0.5 1.13 1.1 
C 竹 8.3 11.7 1.17 14.4 0.80 18.5 20.1  4.2 1.11 2.7 1.13 2.3 
ﾛｯﾄ 1 8.3 11.3 1.12 11.9 0.81 15.4 19.7  3.8 1.10 3.2 1.12 2.2 
D1 8.9 10.0 2.08 16.5 0.80 11.1 33.6 18.2 0.96 3.1 1.04 2.5 
D2 7.7  6.7 1.48 10.6 0.94  4.9 25.7  7.9 1.03 1.6 1.06 1.4 
D3 7.8  5.4 1.72 13.7 0.82 16.2 28.1 11.3 0.98 3.7 1.01 4.7 
D 竹 8.1  9.9 1.76 19.6 0.85 12.6 29.1 12.5 0.99 4.0 1.04 3.3 
E1 8.8  3.3 1.85 17.1 0.85  6.6 29.6 12.8 0.96 3.1 0.99 2.9 
E2 8.5  5.7 1.66 15.3 0.95  1.0 26.9  9.4 1.02 2.6 1.07 0.5 
E3 7.6  5.6 1.48  1.3 0.84 11.8 25.7  8.1 1.00 3.4 1.02 1.9 
E 竹 8.3  8.1 1.66 15.5 0.88  8.7 27.4 10.1 0.99 3.8 1.03 3.9 
F1 9.1 13.2 1.65 13.0 0.88  9.2 26.5  9.0 1.02 6.2 1.04 4.1 
F2 9.1  9.4 1.87  7.0 0.92  6.0 30.0 12.6 0.96 3.0 1.01 3.7 
F3 8.2 15.5 1.64 10.6 0.70  7.5 26.4  9.4 0.98 2.6 1.01 4.5 
F 竹 8.8 12.2 1.72 11.1 0.83 13.7 27.6 10.3 0.99 4.5 1.02 4.0 
ﾛｯﾄ 2 8.4 10.6 1.71 15.4 0.86 11.5 28.1 11.0 0.99 3.9 1.03 3.6 
G1 8.7 13.3 1.00 13.4 0.83  8.5 17.7  2.7 1.17 1.9 1.20 1.0 
G2 9.6  7.4 1.01  7.8 0.79 11.9 17.5  2.7 1.15 1.4 1.19 0.7 
G3 9.0  5.5 0.95  4.0 0.79 15.5 16.9  2.4 1.13 3.3 1.17 1.0 
G 竹 9.1  9.1 0.99  8.6 0.80 10.9 17.4  2.6 1.15 2.4 1.19 1.3 
H1 7.9 12.9 0.89  6.3 0.86  5.8 16.1  2.1 1.10 2.5 1.17 1.4 
H2 7.7  2.4 0.88 13.4 0.85  7.6 16.3  2.2 1.11 1.2 1.16 1.9 
H3 7.7  5.5 0.97 15.6 0.86  6.4 17.6  2.7 1.12 3.9 1.12 2.6 
H 竹 7.8  7.3 0.91 12.0 0.85  5.8 16.6  2.3 1.11 2.5 1.15 2.8 
I1 7.8 11.4 0.89 22.7 0.73 20.2 16.2  2.3 1.12 3.5 1.16 3.4 
I2 8.1 18.6 0.78 18.3 0.91  7.2 15.2  1.9 1.11 2.6 1.09 5.8 
I3 7.8 20.0 0.99 10.5 0.85 16.6 18.3  3.1 1.11 1.3 1.14 0.5 
I 竹 7.9 15.0 0.88 18.4 0.83 16.0 16.6  2.4 1.11 2.3 1.13 4.3 
ﾛｯﾄ 3 8.3 12.8 0.93 13.6 0.83 11.4 16.9  2.5 1.13 2.9 1.16 3.6 
全体 8.3 11.5 1.25 30.6 0.83 12.8 21.5  5.7 1.07 6.4 1.10 5.8 
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丸竹名
 
節あり（試験体数：各３体） 
厚さ t  
( ) 221 /tt +  
(mm) 
均等厚比 
( )
( )21
21
t,tmax
t,tmin  
A  
(mm2) 
I  
(mm4) 
密度(g/cm3) 
t'ρ  ρ  
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
平均 
値 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
A1 1.45  4.7 0.59 26.5 27.9  7.5 1.18 1.9 1.10 0.6 
A2 1.44 14.4 0.86  7.8 27.9  6.0 1.14 1.3 1.05 0.4 
A3 1.34 15.1 0.71 24.1 27.0  5.6 1.11 2.9 1.03 1.7 
Ａ竹 1.41 11.2 0.72 23.6 27.6  6.3 1.14 3.1 1.06 3.2 
B1 1.47  2.6 0.74 14.3 28.8  7.1 1.11 1.8 1.02 1.7 
B2 1.53  4.6 0.84  8.1 28.1  6.6 1.06 2.7 0.98 2.2 
B3 1.57  2.3 0.86  7.8 30.2  7.0 1.10 1.8 1.00 0.4 
B 竹 1.52  4.2 0.81 11.1 29.0  6.9 1.09 2.5 1.00 2.2 
C1 1.31 10.9 0.54 34.5 26.2  6.7 1.13 3.2 1.03 3.2 
C2 1.39 18.5 0.81 22.1 27.3  5.7 1.12 4.2 1.02 1.8 
C3 1.60  5.1 0.82 17.2 30.6  7.0 1.11 0.1 1.01 0.4 
C 竹 1.43 14.1 0.72 28.0 28.1  6.5 1.12 2.7 1.02 2.1 
ﾛｯﾄ 1 1.45 10.6 0.75 21.4 28.2  6.6 1.12 3.3 1.03 3.6 
D1 2.21  7.9 0.86  4.6 38.8 19.3 1.03 1.1 1.05 0.7 
D2 1.83 13.0 0.90  8.6 34.3 11.5 1.06 1.2 1.05 0.4 
D3 2.19  8.4 0.94  0.6 39.0 16.0 1.00 3.6 1.01 3.0 
D 竹 2.08 12.3 0.90  6.3 37.4 15.6 1.03 3.1 1.04 2.5 
E1 2.55  5.4 0.80 11.8 44.1 28.6 0.99 2.0 1.03 0.6 
E2 2.02  7.1 0.87 11.6 36.7 13.7 1.06 2.2 1.01 0.7 
E3 2.35  7.4 0.87  7.0 42.4 20.4 0.99 2.1 1.00 1.3 
E 竹 2.31 11.6 0.84  9.9 41.1 20.9 1.01 4.0 1.01 1.9 
F1 2.35  6.5 0.89  8.1 41.1 19.4 1.03 3.4 1.03 2.3 
F2 2.46  5.2 0.87 10.9 43.9 21.6 1.00 3.7 1.01 5.7 
F3 2.28 12.4 0.88  9.0 41.1 17.5 0.97 1.9 0.98 0.1 
F 竹 2.36  8.0 0.88  8.2 42.0 19.5 1.00 3.8 1.01 3.6 
ﾛｯﾄ 2 2.25 11.7 0.87  8.3 40.2 18.7 1.02 3.7 1.02 3.0 
G1 1.39 10.0 0.89  5.2 26.5  5.2 1.20 1.2 1.06 0.5 
G2 1.30 14.9 0.88  7.0 24.7  3.6 1.17 2.7 1.06 0.6 
G3 1.31 10.8 0.86 17.4 25.1  3.6 1.16 2.2 1.02 2.8 
G 竹 1.33 10.9 0.88  9.7 25.4  4.1 1.18 2.2 1.05 2.4 
H1 1.27 10.4 0.79 11.3 24.9  4.2 1.13 1.5 1.03 2.2 
H2 1.12 26.6 0.91 11.7 23.1  3.2 1.15 1.2 1.02 2.5 
H3 1.21  4.3 0.94  5.6 24.6  3.5 1.12 2.4 1.00 1.4 
H 竹 1.20 14.8 0.88 11.5 24.2  3.6 1.13 2.0 1.02 2.3 
I1 0.93  8.8 0.80  1.3 19.3  2.1 1.15 2.0 1.04 1.1 
I2 0.98  5.0 0.84 10.0 21.1  2.3 1.14 1.4 0.98 3.7 
I3 1.11  6.4 0.94  6.3 23.8  2.9 1.12 1.8 1.00 2.5 
I 竹 1.00 10.0 0.86  9.4 21.4  2.4 1.14 1.9 1.01 3.2 
ﾛｯﾄ 3 1.18 16.6 0.87  9.9 23.7  3.4 1.15 2.6 1.02 3.1 
全体 1.63 30.8 0.83 15.1 30.7  9.6 1.09 6.1 1.02 3.2 
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図 2.10 気乾密度－小片の高さ関係 
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図 2.11 気乾密度－概略の密度関係 
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図 2.12 番玉別気乾密度分布 
 
節なしの試験部の厚さは、0.66～2.48mmの範囲で、平均値が1.25mm、変動係数は 30.6%
であった。節ありは、0.84～2.70mmの範囲で、平均値が 1.63mm、変動係数は 30.8%で
あった。平均値に大きな差があるため、母平均の差のZ（母標準偏差が未知）検定2.7)をお
こなった結果、有意水準 1%で差が認められた。また、平均値に差があり変動係数も大き
いことから、ラページ検定2.7)をおこなった結果、有意水準 1%で分布の位置およびバラツ
キに差が認められた。 
番玉別（高さ方向）の厚さは、分散分析の結果、節なし、節ありとも差が認められなか
った。同一竹内では、節なしは全竹で差が認められなかった。節ありは E 竹と I 竹が有意
水準 5%で差が認められた以外は差が認められなかった。ロット別の厚さは、分散分析の
結果、節なし、節ありとも差が認められた。 
各ロットの竹別の厚さは、節なしは差が認められなかった。節ありはロット 1 に差が認
められず、ロット 2、ロット 3 がそれぞれ有意水準 5%, 1%で差が認められた。このことは、
節なし（節間部）に差が認められなかったことを考えると、節部の厚さに差があると考え
られ、試験体を詳しく調査すると、ロット 2 では D 竹が節部の上下（②、③位置）で厚さ
に差がないのに、E 竹､F 竹では差があり特に③位置での厚さが厚いことが要因と考えられ
る。ロット 3 でも同様に G 竹、H 竹が節部の上下（②、③位置）で厚さに差がないのに、
I 竹では差があり特に②位置での厚さが薄いことが要因と考えられる。 
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気乾状態での含水率は 6.1～10.5%の範囲で、平均値が 8.3%、変動係数は 11.5%であっ
た。モウソウチクを対象とした、文献 2.2)の 12.6%、文献 2.3)の 11.5～13.2%と比較する
と小さい値となっている。 
節間部の気乾密度は、0.96～1.22g/cm3の範囲で、平均値が 1.10 g/cm3、変動係数は 5.8%
であった。真竹を使用した既往研究2.8)の表皮側から直径 3mmの密度が 0.90g/cm3と比較す
ると高い値となっている。これは小片の高さの平均値が 1.96mmと表皮側からの厚さが薄
いためと考えられる。また、図 2.10 から単相関係数 0r が-0.886 と非常に強い負の相関関係
が認められ既往研究2.2)～2.4)と同様である。さらに、図 2.11 から概略の密度との間の単相関
係数 0r も 0.882 と非常に強い相関関係が認められ、いずれの信頼率 95%の予測区間2.9)の最
大幅も±0.06g/cm3であることから気乾密度の推定に小片の高さや概略の密度が実用的な
精度で利用可能である。 
節部の気乾密度は、0.94～1.11g/cm3の範囲で、平均値が 1.02g/cm3、変動係数は 3.2%
とバラツキが小さい。節間部と比較すると、最小値は、ほぼ同じであるが、平均値と最大
値は、約 10%低い値で、変動係数も約 45%小さい値となっており、母平均と母分散の差の
検定結果も、どちらも有意水準 1%で差が認められた。また、図 2.10、2.11 から単相関係
数 1r がそれぞれ-0.313 と 0.370 で非常に弱い相関関係しかなく、節部の気乾密度の推定に
小片の高さや概略の密度が利用できない。 
高さ方向と気乾密度の関係は、分散分析の結果、小片の高さには節間部、節部とも高さ
方向に差が認められないのに対して、気乾密度は節部で高度に有意であった。また、図 2.12
から 1 番玉と 2,3 番玉とで差が見られることから、直線回帰分析をおこなった結果、高度
に有意で、高さ方向に減少しており、高さ方向に増加すると言う2.3)節間部とは反対の結果
となっている。これらより工芸用割竹に加工後も節間部と節部の構造が異なると考えられ
る。 
以上から、本研究に用いた試験体群は、節なしと節ありでは、厚さとその分布が異なり、
厚さは、節なしと節ありともロット間に差が認められ、高さ方向には認められない。節な
しの試験体群は、各ロット内の竹の厚さには差が認められないことから、厚さで区分でき
る３つの層から成るものと考えられる。節ありの試験体そのものは、節部と節部の上下で
形状と構造が異なると考えられる節間部から成り、試験体群は、ロット間の厚さに差が認
められ、特にロット 2 とロット 1, 3 の間に大きな差があることから、節なしと同様に厚さ
で区分できる少なくとも 2 つの層から成るものと考えられる。 
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２．３．３  基本統計量および分布 
引張特性値 maxP , tσ , tε , tE , AEt および曲げ特性値 bE , IEb の各丸竹の平均値を節の
有無、丸竹別に表 2.3 に示す。また、全試験体の基本統計量も節の有無別に表 2.3 に示す。 
引張特性値は、節なしと節ありで平均値に差があるため、母平均の差のZ（母標準偏差
が未知）検定をおこなった結果、伸び剛性 AEt を除いて有意水準 1%で差が認められたの
で、節の有無別で母集団分布形の適合度検定2.10)をおこなった結果、すべての引張特性値
で正規分布形が否定されなかった。表 2.4、図 2.13 および図 2.14 に tσ および tE について
の結果を示す。 
 
表 2.3 測定結 果 
丸竹名 
節なし（試験体数：各３体） 
最大荷重 
maxP  
(kN) 
引張強度 
tσ  
(MPa) 
基準 
ひずみ 
tε  
(%) 
引張 
弾性係数 
tE  
(GPa) 
伸び剛性 
AEt  
(kN) 
曲げ 
弾性係数 
bE  
(GPa) 
曲げ剛性 
IEb  
(kN･mm2) 
A1  8.6 428  1.3 34.4  695 33.0 129 
A2  8.3 449  1.3 33.8  627 31.8 99 
A3  8.7 428  1.3 33.2  673 31.9 128 
B1  7.2 374  1.1 34.8  670 31.9 116 
B2  7.3 393  1.2 33.9  627 31.1 96 
B3  7.0 350  1.1 32.4  646 29.4 111 
C1  9.2 419  1.3 33.0  724 29.9 155 
C2  7.9 409  1.2 33.6  645 30.9 111 
C3  8.2 427  1.3 32.4  615 32.0 116 
D1 10.8 325  1.2 27.9  928 22.4 396 
D2 10.0 389  1.3 30.2  775 26.8 211 
D3  9.8 349  1.3 27.3  757 24.5 267 
E1 11.1 380  1.2 31.0  915 27.5 346 
E2 10.2 380  1.2 31.7  850 28.1 261 
E3  9.8 381  1.2 30.6  787 26.8 216 
F1 11.2 425  1.4 31.1  821 29.0 256 
F2 11.1 371  1.2 29.9  896 26.3 330 
F3  9.7 370  1.3 28.2  744 24.0 225 
G1  6.6 376  1.2 32.9  582 32.1  88 
G2  8.3 474  1.6 30.3  531 32.3  87 
G3  7.4 439  1.4 31.0  524 32.1  77 
H1  7.0 437  1.3 34.1  549 32.5  67 
H2  7.6 466  1.3 34.7  564 32.6  73 
H3  7.1 407  1.3 31.5  556 31.0  85 
I1  8.3 511  1.6 32.1  518 29.9  67 
I2  6.8 446  1.4 32.2  491 31.6  58 
I3  8.5 468  1.5 32.3  588 31.8  98 
全試験体
 
平均値  8.6 410  1.3 31.9  678 29.7 158 
最大値 12.1 558  1.7 37.3 1003 34.5 553 
最小値  5.9 273  0.9 24.8  444 20.0  41 
標準偏差  1.6  55  0.2  2.4  136  3.2 104 
CV (%) 18.8 13.4 12.9  7.5  20.0 10.8 65.6 
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丸竹名 
節あり（試験体数：各３体） 
最大荷重 
maxP  
(kN) 
引張強度 
tσ  
(MPa) 
基準 
ひずみ 
tε  
(%) 
引張 
弾性係数 
tE  
(GPa) 
伸び剛性 
AEt  
(kN) 
曲げ 
弾性係数 
bE  
(GPa) 
曲げ剛性 
IEb  
(kN･mm2) 
A1  6.6 238  1.0 24.8  692 25.9 194 
A2  7.5 270  1.1 24.8  690 29.2 175 
A3  7.2 271  1.2 23.3  629 28.8 160 
B1  5.8 202  0.9 21.3  615 26.1 187 
B2  6.9 245  1.0 24.3  685 25.7 168 
B3  6.5 216  1.2 18.4  555 26.2 182 
C1  5.7 218  0.9 25.3  662 24.5 164 
C2  6.2 229  1.0 22.7  613 26.7 148 
C3  7.2 235  1.1 21.7  663 27.0 189 
D1 11.1 287  1.2 23.3  905 22.3 430 
D2  9.7 282  1.3 21.3  728 25.5 291 
D3 10.3 266  1.2 21.4  838 25.1 399 
E1 11.7 264  1.1 23.9 1055 21.8 620 
E2  9.8 268  1.1 24.3  892 26.4 359 
E3  9.7 228  1.0 22.8  968 23.9 477 
F1 10.9 267  1.1 23.7  973 26.5 512 
F2 12.1 277  1.2 22.8  998 25.3 545 
F3  9.7 235  1.1 21.2  871 24.5 421 
G1  7.2 272  1.2 23.7  628 27.4 142 
G2  6.0 240  1.1 21.2  529 28.4 104 
G3  5.8 230  1.1 20.6  519 27.0  98 
H1  6.3 255  1.1 24.0  590 27.3 111 
H2  6.1 265  1.2 22.1  510 30.9  98 
H3  5.4 218  1.1 20.3  502 29.1 104 
I1  4.6 237  1.1 20.9  403 25.9  54 
I2  4.7 225  1.1 20.1  422 27.7  64 
I3  5.6 237  1.2 20.7  490 30.0  86 
全試験体
 
平均値  7.6 247  1.1 22.4  690 26.5 240 
最大値 12.9 335  1.5 28.3 1096 33.1 697 
最小値  4.0 176  0.7 17.2  337 19.7  37 
標準偏差  2.4  33  0.1  2.3  193  2.6 168 
CV (%) 30.9  13.2 13.5 10.3  28.0  9.9 70.2 
 
表 2.4 ＫＳ検定（最尤法で求めた母数に対して ） 
分布形 
節なし 節あり 
tσ  tE  tσ  tE  
dn 値 検出力 dn 値 検出力 dn 値 検出力 dn 値 検出力 
正規 0.05140 100% 0.07575  86% 0.07707 100% 0.07583 100% 
対数正規 0.06790  76% 0.08622  76% 0.09445  82% 0.07548 100% 
2P ﾜｲﾌﾞﾙ 0.10230  50% 0.06523 100% 0.10469  74% 0.11573  65% 
3P ﾜｲﾌﾞﾙ 0.10080  51% 0.07481  87% 0.10277  75% 0.11613  65% 
危険率 95%の検定量＝0.15132 
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図 2.13 引張強度 tσ 度数分布 
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図 2.14 引張弾性係数 tE 度数分布 
 
そこで、母平均に差が認められなかった AEt について母分散の比の検定をおこなった結
果、有意水準 1%で差が認められた。これらから節の有無によって少なくとも母平均また
は母分散に差が認められたことから、本論では節の有無を区分として、それぞれの分布形
に正規分布を仮定して分析をおこなう。 
曲げ特性値も、引張特性値と同様な統計処理をおこなった結果、母平均に差が認められ
た。 bE の分布形には正規分布形が否定されなかったが、 IEb の分布形には正規分布が仮定
できなかったため、正規分布を仮定した統計処理をおこなう場合なんらかの区分が必要と
なる。 
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引張強度 tσ の節なしの平均値は 410MPaで一般用鋼材SS400 の引張強度の基準値とほ
ぼ同じ値である。引張弾性係数 tE の節なしの平均値は 31.9GPaで、比剛性( ρtE= )は
29.0GPaである。既往の研究2.11)の同じ京都周辺産真竹の竹繊維のみ（比重が 1.2）の tE が
34.9GPa、比剛性が 29.1GPaと比較すると、比剛性がほぼ同じ値である。節ありの tE の平
均値は 22.2GPaでコンクリ－トの弾性係数 21GPaとほぼ同じ値である。曲げ弾性係数 bE
との比較では、節なしが約 7% tE の方が大きいに対して、節ありは bE の方が約 18%大きい。
基準ひずみ tε は、0.7～1.7%の範囲内にあり、節なし方が節ありより平均値、最大、最小
値とも 0.2%大きかった。これらの tE および tε の性状は、節間部と節部の構造の違いが反
映されているものと考えられる。 
また、節ありの最大荷重 maxP が、表 2.1 に示す曲り率が 0.15%以上の A1, B1 および C1
丸竹の平均値が 2, 3 番玉の平均値より 10%以上小さく、他の竹と比較して差が大きいこと
から曲り率の規格が必要と考えられる。 
 
２．３．４  引張特性と高さ方向およびロットの関係 
引張特性値 maxP , tσ , tε , tE , AEt と番玉別（高さ方向）の関係は、分散分析の結果、節
ありの引張弾性係数 tE のみが有意水準 1%で差が認められた。その分布を図 2.15 に示す。 
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図 2.15 番玉別引張弾性係数分布 
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図 2.15 から平均値に直線的に差が見られることから、直線回帰分析をおこなった結果、高
度に有意で、高さ方向に減少しており、気乾密度と同じ性状を示したが、自由度修正済重
相関係数が 0.392 と小さく、また、他の引張特性値には差が認められなかったことから、
本論では番玉別による区分はおこなわない。引張特性値とロットの関係は、節ありの tE が
有意水準 5%、他の引張特性値が有意水準 1%で差が認められた。 
これらより、引張特性値はロット間に差が認められ、高さ方向には認められないという
試験体厚さと同じ性状を示した。よって、引張特性値は試験体厚さと強い関係があること
が予測される。 
 
２．３．５  破壊性状・変形性状と基準ひずみおよび外観的指標の関係 
破壊性状は、竹材の繊維がばらばらになる繊維破壊 A、試験体の一部や表皮側のみ繊維
破壊する部分繊維破壊 A'、繊維が引き裂かれ数本の割れが発生する割れ破壊 B、割れと節
部以外の一部が破断する割れ破断破壊 B'、節部が破断する節部破断破壊 C、節部以外が破
断する破断破壊 D、端部にのみ割れが発生する端部割れ破壊 E の 7 モードに分類される。
最終的には、いずれの性状も繊維または割りさかれた竹が切断されていた。代表的な破壊
性状を写真 2.5 に示す。 
 
  
（ⅰ）節なし （ⅱ）節あり 
写真 2.5 破壊性状 
 
変形性状（応力－ひずみ関係）は、節なしがすべての試験体で弾性挙動を示したまま、
急激に破壊が生じ、明確な降伏点は示さなかった。節ありも節部の上下で厚さや幅の違い
による形状不整の影響で、ひずみが最大で 0.2%まで放物線を描いたが、その後は節なしと
同様な弾性挙動を示した。よって、基準ひずみ tε がほぼ破壊ひずみとなっている。代表的
な例として引張弾性係数 tE と基準ひずみ tε が最大、最小の試験体の変形性状を図 2.16 に
示す。なお、節ありの tE の最大と tε の最小は同じ試験体であった。 
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Ｂ’ 
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図 2.16 応力－ひずみ関係 
 
破壊性状別の出現率、基準ひずみ tε および外観的指標（節部の均等厚比、 t ）を表 2.5
に、基準ひずみの分布を図 2.17 に示す。なお、繊維破壊 A, A'および破断を伴う破壊 B', C, 
D は同じ分類とする。 
表 2.5 から節なし、節ありとも約半数が割れ破壊 B で、節ありは、大半が最初に節部の
端部で小さな破断や割れが生じ、その後各破壊性状に移行し、破断を伴う破壊 B', C, D も
約 40%見られた。特に D モードの試験体厚さ t が他の性状の t に比べて薄いことから、最
低厚さの規格が必要と考えられる。また、節なしには、B'～E の破壊が見られず、節あり
には、繊維破壊 A、A'が見られなかった。 
破壊性状と基準ひずみの関係は、分散分析の結果、すべての破壊性状間に差が認められ、
直線回帰分析の結果も高度に有意であった。特に図 2.17 から分かるように、E モードの平
均値以下の割竹を予め規格外とできれば、下限側のバラツキの範囲を小さくでき、その結
果、基準ひずみ tε の下限値が押し上げられ、品質向上に有効と考えられる。表 2.5 から E
モードの節部の均等厚比が 0.71 と他の性状に比べて小さいことから、節部の均等厚比の規
格が必要と考えられる。 
これらの、破壊性状と形状を外観すると、繊維破壊とその他の割れを伴う破壊モードの
分岐はチャック部分からの力の伝達方法および節部の応力が均等か応力集中的なものかに
よるものと考えられる。 
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表 2.5 破壊性状別の基準ひずみと外観的指標 
形状 破壊性状 出現率(%) tε (%) 節部均等厚比 t (mm) 
節なし 
A 8.6 1.47 0.84 1.01 
A' 43.2 1.36 0.85 1.26 
B 48.1 1.19 0.82 1.29 
節あり 
B 50.6 1.18 0.83 1.71 
B'  8.6 1.07 0.91 1.60 
C 21.0 1.09 0.86 1.48 
D  8.6 1.05 0.85 1.21 
E 11.1 0.92 0.71 1.87 
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1.0
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0 1 2 3 4
□：節なし
▲：節あり
○：平均値
基準ひずみε t (%)
A A' B B' C D E破壊性状
試験体数=81
 
図 2.17 破壊性状別基準ひずみ分布 
 
２．３．６  等級区分 
（１）引張強度関係 
引張強度関係特性値 tσ , tE , tε と外観的指標 t , tρ′ , ρ 間の相関関係を表 2.6 に示す。
表 2.6 から、節なしの引張強度 tσ と試験体厚さ t との間に単相関係数 0r が-0.609 と強い
負の相関関係が見られ、また、表 2.3 から tσ の変動係数が 13.4%とバラツキも大きいの
で節なしの tσ を節なし（節間部）の t を指標に区分（以下、外観等級区分と呼ぶ）する。 
区分は、実際に使用する割竹の節間部の厚さを 1.0mm、1.5mmおよび 2.0mmと想定
しているため、区間幅が 0.5mmとなることから、1.25mm以下をT1.0、1.25～1.75mm
をT1.5、1.75mmを超えるT2.0 の 3 つの等級に区分する。節なしの外観等級区分別 tσ の
分布を図 2.18 に示す。図 2.18 から平均値に差があるため、外観等級区分間に対する、
  -31- 
分散分析と直線回帰分析をおこなう。その結果を表 2.7 に示す。表 2.7 から有意水準 1%
で差が認められ、直線回帰も高度に有意であったので、表 2.8 に外観等級区分別に割竹
の本数、基本統計量および信頼水準 75%の 5%下限値 050.tσ 2.10)を示す。表 2.8 から、変動
係数が小さくなっており、また、下限値に差があることから、 tσ に対して節間部厚さ t を
指標とした外観等級区分はバラツキを減少させ、割竹の節間部のより合理的な使用に有
効な方法といえる。 
 
100
200
300
400
500
600
0.25 0.75 1.25 1.75 2.25 2.75
試験体厚さ
t (mm)
引張強度
σt (MPa)
試験体数=81r 0=-0.609
r 1=0.245
△○□：節なし
▲●■：節あり
×：等級区分
◇：平均値
△▲
T1.0
○●
T1.5
□■
T2.0
 
図 2.18 引張強度－試験体厚さ関係 
 
表 2.6 単相関係数（引張強度関係特性値－外観的指標） 
特性値 
t  t'ρ  ρ  
節なし 0r  節あり 1r  節なし 0r  節あり 1r  節なし 0r  節あり 1r  
tσ  -0.609 0.245 0.461 -0.115 0.471  0.138 
tE  -0.665 0.183 0.604  0.006 0.522  0.287 
tε  -0.269 0.088 0.150 -0.099 0.204 -0.057 
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表 2.7 分散分析表（外観等級区分間変動） 
形状 分析方法 特性値 不偏分散 P値**1%有意 修正済重相関係数 
級間 級内 
節なし
 
分散 t
σ  36053 2154 8.93E-07** － 
tE  96.77 3.38 4.67E-10** － 
回帰 t
σ  71749 2131 1.29E-07** 0.538 
tE  193.4 3.34 4.88E-10** 0.645 
自由度：分散 級間：2、級内：78 回帰 級間：1、級内：79 
 
表 2.8 外観等級区分結果 
形状 等級 本数 
引張強度 tσ (MPa) 
平均値 最大値 最小値 標準偏差 CV (%) 5%下限値 
節なし
 
T1.0 48 432 558 335 49 11.5 342 
T1.5 22 394 467 297 39 9.9 319 
T2.0 11 347 418 273 46 13.1 252 
全体 81 410 558 273 55 13.4 313 
形状 等級 本数 
引張弾性係数 tE (GPa) 
平均値 最大値 最小値 標準偏差 CV (%) 下限値 50% 5% 
節なし
 
T1.0 48 33.0 37.3 29.2 1.8 5.5 32.8 29.7 
T1.5 22 30.9 33.1 26.3 1.7 5.4 30.7 27.7 
T2.0 11 28.7 32.0 24.8 2.3 7.9 28.2 24.0 
全体 81 31.9 37.3 24.8 2.4 7.5 31.7 27.6 
 
また、表 2.6 から、節なしの引張弾性係数 tE と試験体厚さ t との間にも 0r が-0.665 と
強い負の相関関係が見られ、また、表 2.3 から変動係数が 13.2%とバラツキも大きいの
で、外観等級区分を適用する。その結果を図 2.19、表 2.7 およびに表 2.8 に、また表 2.8
には 50%下限値 0tE も示す。表 2.8 から T2.0 区分を除いて変動係数が小さくなっており、
また、下限値に差があることから、 tE に対しても外観等級区分は有効な方法といえる。
なお、区分後の tσ と tE の分布形も正規分布は否定されなかった。しかし、表 2.6 から基
準ひずみ tε および節ありの tσ と tE は、外観的指標 t , tρ′ , ρ との間に相関関係が見られ
ず、 tε および節あり（節のある割竹）に対してより合理的な使用方法となる外観的指標
は見つからなかった。 
次に、引張強度 tσ と引張弾性係数 tE の関係を図 2.20 に示す。図 2.20 から tσ と tE の
間には、 0r が 0.324、 1r が 0.278 と、双方とも強い相関関係が見られず、さらに、外観
等級区分別でも相関関係が見られず、製材のような弾性係数を基にした機械等級区
分2.12)が適用できなかった。 
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図 2.19 引張弾性係数－試験体厚さ関係 
 
100
200
300
400
500
600
 10   20   30   40  
引張弾性係数E t (GPa)
引張強度σ t (MPa) 試験体数=81
r 0=0.324
r 1=0.278
△○□：節なし
▲●■：節あり
△▲：T1.0
○●：T1.5
□■：T2.0
 
図 2.20 引張強度－引張弾性係数関係 
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（２）引張耐力関係 
引張耐力関係特性値 maxP , AEt と外観的指標 t , tρ′ , ρ 間の相関関係を表 2.9 に示す。
表 2.9 から最大荷重 maxP および伸び剛性 AEt と試験体厚さ t との間に、それぞれ 0r が
0.807、0.934、 1r が 0.906、0.948 と、全て非常に強い相関関係が見られ、また、表 2.3
から変動係数がそれぞれ節なしが 18.8%、20.0%、節ありが 30.9%、28.0%とバラツキ
も大きいので maxP と AEt に外観等級区分を適用する。 
その結果を表 2.10、表 2.11、図 2.21 および図 2.22 に示す。表 2.11 には区分別に割
竹の本数、 maxP と AEt の基本統計量および信頼水準 75%の 5%下限値 050.maxP , 050.t AE と
50%下限値 0AEt を示す。表 2.11 から全て変動係数が小さくなっており、また、下限値
に差があることから maxP と AEt に対しても外観等級区分は、節のある割竹も含めて割竹
のより合理的な使用に有効な方法といえる。なお、外観等級区分後の maxP と AEt の分布
形も正規分布は否定されなかった。 
次に、最大荷重 maxP と伸び剛性 AEt の関係を図 2.23 に示す。図 2.23 から 0r が 0.793、
1r が 0.884 と、双方とも非常に強い相関関係が見られたので、 maxP を節なし（節間部）
の AEt を指標に区分（以下、機械等級区分と呼ぶ）する。 
区分は、節なしの AEt の範囲が 444～1003kN で、平均値が 678kN から 700kN を基
準に区間幅を 200kN とすると 3 つの等級にバランスよく区分できることから、図 2.23
に示すように、600kN 以下を EA500、600～800kN を EA700、800kN を超える EA900
とする。区分後の maxP と AEt の分布形も正規分布は否定されなかった。 
機械等級区分別の maxP の分布も図 2.23 に示す。図 2.23 から節なし、節ありとも平均
値に差があるため、外観等級区分と同様な分析を機械等級区分間に対しておこなう。そ
の結果を表 2.10 および表 2.11 に示す。表 2.10 および表 2.11 から機械等級区分も外観
等級区分と同様に有効な方法といえる。さらに、指標となる節なしの AEt は図 2.24 から
機械等級区分別の IEb との間に非常に強い相関関係が認められ、また、信頼率 95%の予
測区間の最大幅も±97kN であることから比較的簡単な機械で測定可能な IEb から実用
的な精度で推定できる。 
 
表 2.9 単相関係数（引張耐力関係特性値－外観的指標） 
特性値 
t  t'ρ  
ρ  
節なし 0r  節あり 1r  節なし 0r  節あり 1r  節なし 0r  節あり 1r  
maxP  0.807 0.906 -0.733 -0.746 -0.656 -0.043 
AEt  0.934 0.948 -0.779 -0.763 -0.733 -0.026 
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表 2.10 分散分析表（等級間変動 ） 
形状
 
区分
 
特性 
値 
分散 自由度 級間：2、級内：78 回帰 自由度 級間：1、級内：79 
修正済重 
相関係数 不偏分散 P値**1%有意 不偏分散 P値**1%有意 
級間 級内 級間 級内 
節なし
 
外観
 
maxP  61.50 1.13 1.48E-15** 119.5 1.16 5.25E-16** 0.749 
AEt  532478 5232 1.82E-22** 1059571 5234 1.68E-23** 0.846 
機械
 
maxP  57.24 1.24 5.47E-14** 109.1 1.29 3.92E-14** 0.715 
AEt  620766 2968 4.55E-32** 1232106 3050 8.52E-33** 0.913 
節あり
 
外観
 
maxP  137.45 2.20 6.14E-17** 268.0 2.26 2.07E-17** 0.772 
AEt  938031 14215 1.68E-17** 1766288 15424 4.93E-17** 0.766 
機械
 
maxP  138.79 2.16 3.32E-17** 263.1 2.32 6.13E-17** 0.764 
AEt  897333 15258 2.67E-16** 1756049 15554 6.88E-17** 0.764 
 
表 2.11 外観および機械等級区分結 果 
形状
 
区分
 等級 
本数
 
最大荷重 maxP (kN) 
平均値 最大値 最小値 標準偏差 CV (%) 5%下限値 
節なし
 
外観
 
T1.0 48 7.7 10.0 5.9 1.0 13.0 5.8 
T1.5 22 9.7 11.8 6.3 1.5 15.2 7.4 
T2.0 11 10.8 12.1 9.3 0.9 8.6 9.0 
機械
 
EA500 22 7.3 9.1 5.9 0.9 12.5 5.6 
EA700 41 8.5 11.2 6.3 1.3 15.2 6.1 
EA900 18 10.7 12.1 9.1 0.9 8.1 9.0 
全体 81 8.6 12.1 5.9 1.6 18.8 5.8 
節あり
 
外観
 
T1.0 48 6.2 8.3 4.0 1.0 15.6 4.1 
T1.5 22 9.2 12.9 5.3 2.2 23.7 5.2 
T2.0 11 10.9 12.4 8.7 1.3 11.8 8.4 
機械
 
EA500 22 5.6 7.5 4.0 1.0 18.0 3.7 
EA700 41 7.4 12.9 4.3 1.8 24.2 4.1 
EA900 18 10.8 12.4 8.7 1.1 10.2 8.7 
全体 81 7.6 12.9 4.0 2.4 30.9 3.5 
 
形状
 
区分
 等級 
本数
 
伸び剛性 AEt (kN) 
平均値 最大値 最小値 標準偏差 CV (%) 下限値 50% 5% 
節なし
 
外観
 
T1.0 48 589 760 444 58 9.8 581 449 
T1.5 22 762 883 677 124 16.2 753 638 
T2.0 11 896 1003 812 86 9.6 883 763 
機械
 
EA500 22 520 598 444 43 8.3 514 437 
EA700 41 676 788 601 57 8.5 670 571 
EA900 18 874 1003 806 60 6.9 865 757 
全体 81 678 1003 444 136 20.0 667 437 
節あり
 
外観
 
T1.0 48 566 814 337 86 15.2 555 368 
T1.5 22 839 1096 575 180 21.5 817 547 
T2.0 11 933 1067 800 83 8.9 916 770 
機械
 
EA500 22 510 809 337 108 21.2 494 303 
EA700 41 679 1078 458 140 20.6 664 422 
EA900 18 935 1096 717 97 10.4 919 745 
全体 81 690 1096 337 193 28.0 675 348 
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図 2.21 最大荷重－試験体厚さ関係 
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図 2.22 伸び剛性－試験体厚さ関係 
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図 2.23 最大荷重－伸び剛性関係 
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図 2.24 伸び剛性－曲げ剛性関係 
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外観等級区分と機械等級区分の比較では、表 2.10 から自由度修正済重相関係数が、節
なしの AEt 以外、外観等級区分の方が大きく、また、表 2.11 から 5%下限値の最小値 T1.0, 
EA500 および最大値 T2.0, EA900 も節ありの maxP 以外、外観等級区分の方が大きい。よ
って、外観等級区分の方が機械等級区分より有効な方法といえる。 
なお、本研究では、等級区分を材料のより合理的な使用を目的に、区分後の分布が推
定可能で、区分前の分布よりもバラツキが減少し、その区分間に差がありかつ直線的に
変化するような指標で区分することであると定義して分析をおこなった。 
今後、同様に、網目間隔に応じた異なる寸法や、さらに竹林や竹齢が明確な他産地も
含めたデータの蓄積をおこなえば、用途や地域に応じた網目構造物用の品質管理された
構造用材料としての工芸用割竹の有効利用が期待できる。 
 
２．４  まとめ 
京都周辺産の真竹から加工された工芸用割竹の実大引張試験をおこない、引張特性値と
破壊性状、試験体厚さ t 、引張弾性係数 tE および伸び剛性 AEt との関係を明らかにし、等
級区分の有用性を検証した。本実験の範囲内で得られた知見を以下に示す。 
(1)割竹を構成する節部と節間部では、気乾密度 ρ や ρ と t の関係が異なり、また、節な
しと節ありでは引張特性値の平均値やバラツキに差があり、 tE と曲げ弾性係数 bE と
の関係も異なることから割竹を構成する節部と節間部では物理的性状が異なる。 
(2)節なしは、引張特性値および外観的指標に高さ方向に差が認められなかったが、節あ
りは、気乾密度と引張弾性係数に高さ方向に減少する傾向が認められた。 
(3)基準ひずみ tε は破壊性状と密接な関係があり、特に節部の均等厚比が 0.7 未満の試験
体は、 tε が小さい。 
(4)節間部の t を指標とした外観等級区分は、節間部の引張強度 tσ と引張弾性係数 tE の、
また、節あり（節のある割竹）も含めて最大荷重 maxP と伸び剛性 AEt のバラツキを小
さくし、割竹の合理的な使用に有効な方法である。 
(5)引張強度 tσ と tE との間に強い相関関係が見られず、製材のような弾性係数を指標と
する機械等級区分が適用できない。 
(6)節間部の AEt を指標とした機械等級区分は、外観等級区分と同様に最大荷重 maxP と伸
び剛性 AEt に有効な方法である。 
以上から、表 2.12 の適用条件下で、割竹の等級区分規格例を表 2.13 に示す。形状的規
格は、 maxP に影響があった曲り率、基準ひずみ tε の下限値に影響があった節部の均等厚比
および破断破壊に影響があった最低厚さ（最低厚さを 0.75mm として区分に反映）を採用
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する。 
本規格例に基づく引張特性値例を節なし、節あり別に表 2.14、表 2.15 に示す。 
 
表 2.12 割竹の適用条件 
適用項目 適用条件 
産地・竹種（竹齢） 京都周辺産・真竹（3～5 年） 
末口径・長さ（番玉） 6～8cm・1ｍ（1～3 番玉） 
節間部基準断面寸法 幅 15×厚さ 1 or 1.5 or 2.0 mm 
 
表 2.13 割竹の等級区分規格例 
等級区分 基準値 
外観
 
節間部 
厚さ 
T1.0 0.75～1.25mm 
T1.5 1.25～1.75mm 
T2.0 1.75～2.25mm 
機械
 
節間部 
伸び 
剛性 
EA500 400～600kN 
EA700 600～800kN 
EA900 800～1000kN 
 
品質区分 基準 
曲り率 目視で曲がっていない程度 
腐朽 なし 
保存処理 乾式油抜き処理後、天日乾燥 
含水率 12%以下または一年以上屋内
乾燥 
節部の形状 全節部の均等厚比が 0.7 以上 
節間部の寸法※ 幅（基準幅±0.5mm） 
厚さ（基準厚さ±0.25mm） 
※全断面について 
 
 
表 2.14 引張強度関係特性値例 
等級区分 
引張強度 引張弾性係数 
050.tσ (MPa) 0tE (GPa) 050.tE (GPa) 
節なし 節あり※ 節なし 節あり※ 節なし 節あり※ 
外観 
T1.0 341 
196 
32.7 
22.0 
29.7 
18.3 T1.5 308 30.3 27.4 
T2.0 269 28.6 25.0 
※外観等級区分が適用できないため規格品全体の値とする。 
 
表 2.15 引張耐力関係特性値例 
等級区分 
最大荷重 伸び剛性 
050.maxP (kN) 0AEt (kN) 050.t AE (kN) 
節なし 節あり 節なし 節あり 節なし 節あり 
外観 
T1.0 5.8 4.1 570 545 467 365 
T1.5 7.3 6.5 752 829 635 566 
T2.0 8.9 8.4 875 913 759 758 
機械 
EA500 5.5 3.6 511 482 437 323 
EA700 5.9 4.1 659 669 560 395 
EA900 8.9 8.5 858 906 761 733 
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３章  国産８０年生スギ中径材の曲げ強度特性と推定指標 
 
３．１  序 
１章で述べたような、社会的背景および製材の設計用強度特性値決定プロセスの規定
化3.1)や原木丸太と製材の既往研究3.2)～3.4)の成果から、筆者はスギの未利用中径木の有効利
用の一案として、籠目ユニットの枠材としての利用（平使い（フラットワイズ））を考え
た。これも、１章で述べたように、製材の規格としては、「告示第 1083 号 製材の日本
農林規格」3.5)（以下、JASと呼ぶ）で「目視等級区分」および「機械等級区分」が制定さ
れているが、縦使い（エッジワイズ）を想定したもので、標準の試験体寸法に比べ「標準
の梁せい(150mm)に比べて極端に梁せいが小さい製材」や「梁せいに比べ幅の大きい使用
方法（平使い（フラットワイズ））」にそのまま適用するには問題があり、また、4 番玉
以上の小中径材は、強度低下を招くとされる節を多く含み、またJAS規格による等級区分
もおこなわれていないことから構造用材料として利用できない現状がある。 
そこで本章では、4 番玉以上の原木丸太とそれから製材された平割材（標準寸法：45×
90mm）について、まず、原木丸太の縦振動法による動的ヤング係数と外観特性および平
割材の縦振動法による動的ヤング係数と小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数
の測定をおこない、それらの相互関係を調べ、原木丸太の動的ヤング係数を指標とする等
級区分の有用性を検証する。 
次に、平割材を小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数を測定後、気乾状態に
なるまで屋内で乾燥し、JAS の曲げ試験に準じて平使いにした実大曲げ試験をおこない、
各指標（破壊・変形モード、ヤング係数および外観特性）と曲げ強度の関係を調べ、JAS
規格の目視等級区分および機械等級区分の適用性を検証し、それに基づき実用的な品質管
理方法としての一規格（標準寸法：45×90mm の平使い）を提案する。 
さらに、国内で一般化している動的ヤング係数を指標とする曲げヤング係数および曲げ
強度の推定方法の平使いへの適用性について検討し、回帰式からその推定式を提案する。 
最後に、機械等級区分の指標として動的ヤング係数および小荷重中央集中載荷法による
静的曲げヤング係数の適用性および JAS の曲げ試験方法の測定精度について考察する。 
本章での実験方法およびその流れを図 3.1 に、その風景を写真 3.1 に示す。 
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図 3.1 実験方法およびその流れ 
木取り 荒挽き ４面モルダ 
仕上 
製材 
屋内乾燥 
(気乾状態) 
外観特性・重量計測 
断面寸法 
重量計測 
含水率の測定 
外観特性 
重量計測 
含水率の測定 
丸太の動的ヤング係数( frE ) 
製材の動的ヤング係数( 1dE ) 
 
製材の動的ヤング係数( 2dE ) 
製材の小荷重中央集中載荷法による 
静的曲げヤング係数( MOE ) 
製材の実大曲げ試験による 
静的曲げヤング係数および曲げ強度( bb F,E ) 
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原木丸太の基本振動周波数の測定 
 
長径、短径の計測 
 
年輪数の計測 
 
製材の基本振動周波数の測定 
 
小荷重中央集中載荷試験 
 
平均年輪幅の計測 
 
節径の計測 
 
実大曲げ強度試験 
写真 3.1 実験風景 
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３．２  実験 
３．２．１  材料と試験体 
（１）原木丸太 
原木丸太は、ヤング係数、曲げ破壊強度ともデータベース値3.6)の平均値より高い3.7)、
和歌山県西牟婁地域産（富田川流域）の 80 年生のスギ（4 番玉以上、末口径級 16、長
さ 4m）を一般市場から、2005 年 1 月から 2008 年 6 月にかけて 1 ロットにつき 5 本単
位で計 7 ロット 35 本を購入したものを使用する（写真 3.1、図 3.1 参照）。なお、遺伝
的素姓に関しては、育種種苗が用いられるようになったのが 1960 年代以降のことであ
り、80 年生のような、造林地については不明である。 
各丸太は図 3.2 に示すように材長 、元口と末口の長径 a , a′、短径b , b′と心材の長
径、短径、元口年輪数YRおよび重量を計測後、基本振動周波数を測定する。また、外観
的指標として、元口での平均年輪幅 ARW ( YRb= )、式(3.1)(3.2)から算出する心材率 HR
および細り率TR を追加する。 
100×=
V
VHHR        (3.1) 
( ) 100×=

tb DDTR －        (3.2) 
ここに、V は体積、VH は心材体積である。また、 bD (=元口周長/円周率)は元口周長
が等価となる円の直径で、 tD (=末口周長/円周率)は同様に末口の直径である（図 3.2 参
照）。体積および周長は、長径を長辺、短径を短辺とした楕円と仮定して算出する。体
積は材中央の長径、短径を元口と末口の平均値として、式(3.3)のシンプソンの公式から
算出する（図 3.2 参照）。心材体積も同様に心材直径を用いて算出する。元口周長は、
式(3.4)から算出する。同様にして末口周長も算出する。 
( )bababaab
24
V ′′+′+′+= 22π       (3.3) 
( )














+
−
+





+
−
+





+
−
++=
642
256
1
64
1
4
11
ba
ba
ba
ba
ba
babaπ元口周長   (3.4) 
なお、年輪数には末口周辺部の年輪幅が狭いため、正確に計測できなかったので元口
年輪数を使用する。 
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図 3.2 原木丸太の断面形状 図 3.3 木取り 
 
（２）平割材 
原木丸太は、図 3.3 に示すような木取りで断面 50×100mm に荒挽きし、オランダク
ールテクニーク社製の除湿木材乾燥装置で 1 週間の人工乾燥（55～60℃）後、4 面モル
ダー仕上げで断面 45×90mm の製材にする。なお、ロット 1 の人工乾燥後の含水率が
平均で 25.9%と、繊維飽和点を超えており、その後の自然乾燥で収縮が予想されるため、
ロット 2 からは気乾状態で標準寸法 45×90mm を確保するために、乾燥による収縮を
0.5mm と想定して 4 面モルダー仕上げの段階での断面を 45.5×90.5mm にする。 
その後、長さ方向に２等分し直接日光の当たらない屋外に桟積し、自然乾燥（ロット
1 は 1 日、ロット 2 は 3 日、ロット 3 は約 1 ヶ月、ロット 4 は約 2 ヶ月、ロット 5 は約
6 ヶ月、ロット 6 は約 2 ヶ月、ロット 7 は約 2 ヶ月）後、図 3.4 に示すような製材位置 SMP
で切断し材長 1m の平割材とする。また残った小片は、含水率測定用に使用する。ただ
し、丸み、割れおよび腐れのある平割材は除外する。丸み、割れおよび腐れの出現率は
ロット 1 が 2/40、ロット 3, 4, 7 が 1/40 であった。したがって試験に使用する平割材は
275 本である。 
平割材は、試験体製作当日に材長、中央部の断面寸法（幅、高さ）、重量を計測後、
丸太と同様に基本振動周波数と小荷重載荷法による静的曲げヤング係数を測定する。寸
法の計測は、材長は狭い面の中心を、断面寸法の幅は木表側から計測し、狭い材面は無
作為に選んだ。また小片も、試験体製作当日の重量を計測後、乾燥器にかける。 
さらに、ロット 3, 4 の平割材（計 78 本）は、曲げ試験用として気乾状態になるまで
屋内で乾燥させ、気乾状態後、外観特性として材長および断面寸法（曲げ試験当日の一
週間以内に計測）、平均年輪幅、晩材率、節数、節径比、集中節径比を計測する。曲げ
試験当日は、重量を計測後、基本振動周波数の測定と実大曲げ試験をおこなう。なお、
晩材率を両木口面から 20mm の位置で計測したため、曲げ試験用の試験体の全長は
960mm となっている。
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図 3.4 平割材と試験体の位置関係 
 
３．２．２  試験方法 
（１）含水率の測定 
含水率は、小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数測定時と実大曲げ試験時
に、それぞれ図 3.4 に示す丸太内の 4 ヶ所の位置の小片と破壊箇所近傍からとりだした
小片についてJIS Z 2101 木材の試験方法にしたがい全乾法から算出する3.8)。よって、小
荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数測定時の含水率は、隣り合う平割材は同
じである。 
( ) 100
2
21 ×
−
=
W
WW%含水率       (3.5) 
ここに、 1W ：乾燥前の質量 
2W ：全乾質量 
なお、乾燥に使用した乾燥機は株式会社東洋製作所製 ADVANTEC FC-610P 1.5KVA 
送風定温乾燥器である。 
（２）動的ヤング係数 
動的ヤング係数は、丸太が製材直前に、平割材が小荷重中央集中載荷法による静的曲
げヤング係数測定時と実大曲げ試験時に、丸太 frE および平割材 1dE , 2dE とも材中央を、
図 3.1 に示すようにクッション材を介して一点で支持し、材の木口面（元口面）をハン
マーで打撃し、反対側の木口面（末口面）付近に設定したマイクロフォンで測定した打
撃音から、材中を伝播した縦振動波の固有振動数を FFT アナライザ （ー高速フーリエ変
換）でスペクトル解析して求めた基本振動数 f と、重量W と体積V （平割材は断面寸法
×材長で計算）から求めたみかけの密度 ρ ( VW= )を基に式(3.6)から算出する。 
( ) ρ22 fE,E,E d2d1fr =       (3.6) 
ここに、 ：材長 
なお、周波数測定に使用した FFT アナライザーは、エ ・ーアンド・ディ K.K.製 AD-3524
である。 
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（３）小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数の測定 
小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数 sE は、図 3.1 に示すように平使いに
した単純梁の中央に木表から載荷（中央集中載荷法）し、荷重と中央のたわみの関係式
(3.7)から算出する。 
yI
pEs ∆
∆
48
3
=        (3.7) 
ここに、  ：スパン 
p∆ ：比例域における上限荷重と下限荷重との差 
y∆ ： p∆ に対応するスパン中央のたわみ 
Z ：断面係数 
I ：断面２次モーメント 
比例域における上下限荷重はロット 1 の丸太から製材された平割材を各丸太につき 1
体を無作為に抽出し、計 5 体について破壊に至まで載荷し、その最大荷重の平均値(5.94 
kN)の約 1/3 の 2kN を上限荷重とし、約 1/10 の 0.6kN を下限荷重とする。代表的な荷
重・変位関係を図 3.5 に示す。また、上限荷重 2kN 時の荷重点および支持点での応力（支
点板長さ 40mm）は、それぞれ 0.08MPa、0.28MPa でめり込み基準強度 6.0MPa の 1/10
以下であったため、めり込み量は無視する。 
ここで、断面寸法を 45×90mm とすると比例域の応力は、4.4～14.8MPa の範囲にあ
り、最大荷重の平均値(5.94kN)の応力は 44.0MPa で、これは本章の実大曲げ強度試験
結果の曲げ強度の 5%下限値(46.0MPa)とほぼ同じ値である。 
なお、曲げ試験に使用した万能試験機は、島津製作所 K.K.製 AG-10TD である。 
 
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
0 10 20 30 40
変位(mm)
荷重(kN)
最大値
平均値近傍
最小値
弾性下限
弾性上限
 
図 3.5 代表的な荷重 －変位関係 
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（４）実大曲げ試験 
実大曲げ試験は、ロット 3, 4 からの平割材を対象に、図 3.1 に示すように試験体を平
使いにした単純梁の木表から、（財）日本住宅・木材技術センターによる「構造用木材
の強度試験法」3.9)に準じて、支点間距離 760mm、荷重点間距離 250mm、1/2 シェアス
パン 255mmの 4 点荷重法により、破壊に至るまで加力する。載荷速度は 1 分間に 10mm
とする。 
最大荷重から曲げ強さ mF を、試験体中央部のたわみ量からせん断の影響を含んだ全ス
パンの曲げヤング係数 mE を式(3.8)(3.9)から算出する3.8)。比例域における上下限荷重は、
それぞれ最大荷重の 40%、10%とする。 
Z
PaFm 2
=         (3.8) 
( )
YI
aLPaEm ∆
∆
48
43 22 −
=        (3.9) 
ここに、 P ：最大荷重 
a ：1/2 シェアスパン 
L ：スパン 
P∆ ：比例域における上限荷重と下限荷重との差 
Y∆ ： P∆ に対応するスパン L に対するたわみ 
Z ：断面係数 
I ：断面２次モーメント 
なお、実大曲げ試験に使用した万能試験機は、島津製作所 K.K.製 AG-10TD である。 
（５）外観特性 
平均年輪幅と晩材率は、、ロット 3, 4 からの平割材を対象に、図 3.6 に示すように木
口面上の年輪にほぼ垂直方向の同一直線上において年輪幅の完全なものについて、年輪
幅と晩材幅を計測し、式(3.10)(3.11)から平均年輪幅と平均晩材率を算出し、両木口面の
平均値とする3.8)。なお、距離測定に使用したマイクロスコープは、キーエンス製VH-6300
である。 
n
A
n
i
i∑
== 1平均年輪幅        (3.10) 
( ) 1001 ×=
∑
=
n
A
a
%
n
i i
i
平均晩材率       (3.11) 
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ここに、 a ：晩材幅 
A：年輪幅 
n ：年輪数 
節数、節径比および集中節径比は、図 3.7 に示すようにJAS規格の甲種構造用Ⅱに準
じて、全材長および荷重点間のそれぞれについて計測する3.10) 3.11)。材長は、木表と木裏
の平均値とする。また材幅および材厚は、各材面の両木口、中央、荷重点位置の平均値
とする。計測結果を表 3.1～表 3.3 に示す。 
 
 
 
 
図 3.6 年輪幅と晩材幅の計測 
 
 
図 3.7 節数・節径の計測位置 
 
 
表 3.1 計測結果（断面寸法・年輪） 
 
平均断面寸法(mm) 年輪 
全材長 荷重点間 平均 
晩材幅 
(mm) 
平均 
晩材率 
(%) 
平均 
年輪幅 
(mm) 幅 厚さ 幅 厚さ 
平均値 89.4 45.2 89.4 45.1 0.37 16.9 2.5 
中央値 89.4 45.2 89.4 45.1 0.36 16.3 2.5 
最小値 88.4 44.6 87.9 44.6 0.26 9.4 1.4 
最大値 90.4 45.6 90.3 45.5 0.49 25.7 4.2 
標準偏差 0.4 0.2 0.4 0.2 0.06 4.5 0.6 
CV (%) 0.4 0.4 0.4 0.4 16.3 26.5 24.8 
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表 3.2 計測結果(節数) 
 
全材長 荷重点間 
狭い材面 広い材面 狭い材面 広い材面 
材縁部 中央部 材縁部 中央部 
平均値 5.3 5.1 8.0 1.6 1.6 2.2 
中央値 5.0 4.5 8.0 1.0 1.0 2.0 
最小値 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 
最大値 12.0 13.0 18.0 8.0 7.0 6.0 
標準偏差 2.6 2.9 3.3 1.3 1.5 1.5 
CV (%) 49.3 57.2 41.2 81.2 97.3 68.6 
 
表 3.3 計測結果（節径比） 
 
全材長 
節(%) 集中節(%) 
狭い材面 材縁部 中央部 狭い材面 材縁部 中央部 
平均値 32.8 8.2 11.8 56.3 20.4 57.3 
中央値 28.5 0.0 8.0 58.1 0.0 58.2 
最小値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.7 
最大値 86.2 75.6 45.5 143.3 154.5 99.0 
標準偏差 24.5 13.4 12.6 35.4 33.4 17.9 
CV (%) 74.6 163.2 106.4 62.8 163.2 31.2 
 
 
荷重点間 
節(%) 集中節(%) 
狭い材面 材縁部 中央部 狭い材面 材縁部 中央部 
平均値 13.6 3.2 4.9 26.6 16.2 30.5 
中央値 0.0 0.0 0.0 18.1 12.1 31.2 
最小値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
最大値 75.8 33.6 45.5 100.6 61.2 89.5 
標準偏差 20.0 7.6 9.2 31.2 16.7 23.3 
CV (%) 146.5 236.6 185.6 117.1 103.2 76.6 
 
３．２．３  曲げ試験結果の標準試験条件への調整方法 3.12)3.13) 
（１）含水率によるデータの調整 
含水率によるデータの調整は、ASTMD-2915(1984)規格に基づき、式(3.12)から算出
した調整係数 mk を乗じて、含水率 15%の値に調整する。 
1
2
M
Mkm βα
βα
−
−
=        (3.12) 
ここに、α , β は含水率定数（α =1.44 β =0.0200）、 2M は含水率（=15%）である。
ただし、 1M は試験時含水率(%)で、 1M ≧20 のとき 1M =20, 1M ≦10 のとき 1M =10 と読
み替える3.14)。 
なお、小荷重中央集中載荷法による調整済みの静的曲げヤング係数 MOE は、含水率
による調整のみで式(3.13)から算出する。 
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sm Ek MOE ･=        (3.13) 
（２）木材の寸法および荷重条件による調整 
ａ）曲げ強さの調整 
木材の寸法による調整は、式(3.14)から算出した調整係数 1k を乗じて標準寸法時の
値に調整する。 
20
0
1
.
d
dk 





=        (3.14) 
ここに、 d ：試料寸法 
0d ：標準寸法(=45mm) 
また、荷重条件による調整は、式(3.15)から算出した調整係数 2k を乗じて調整する。 
20
00
2 5
5
.
SL
SLk 





+
+
=
       (3.15) 
ここに、 S,L ：試験条件における支点間距離、荷重点間距離 
00 S,L ：標準条件における支点間距離(=18 0d =810mm)、 
荷重点間距離(=6 0d =270mm) 
ｂ）曲げヤング係数の調整 
荷重条件による調整は、式(3.16)から算出した調整係数 3k を乗じて調整する。 
( )
( )
2
0
2
0
2
0
22
2
3
43
421
43
421
aL
G/Ed.
aL
G/Ed.
k
−
+
−
+
=        (3.16) 
ここに、 　　　　G/E ：真のヤング係数とせん断弾性係数の比(=15 と仮定) 
aL,d, ：試験条件における梁せい、支点間距離、支点と荷重点間距離 
0000 6da,L,d = ：標準条件における上記の値 
（３）標準条件の曲げ強度および曲げヤング係数 
標準条件の曲げ強度 bF および曲げヤング係数 bE は、式(3.17)(3.18)から算出する。 
mmb FkkkF ・・・ 21=        (3.17) 
mmb EkkE ・・ 3=        (3.18) 
ここに、 mF ：実験条件における曲げ強度測定値（式(3.8)より） 
mE ：実験条件における曲げヤング係数測定値（式(3.9)より） 
mF の係数の範囲は、0.91～1.00 で、 mE の係数の範囲は、0.95～1.02 である。よって、
bF および bE とも実験値と大差なく、 bF は安全側となっていることから以後の分析は、
bF および bE でおこなう。 
  -54- 
３．３  結果と考察 
３．３．１  原木丸太 
（１）基本統計量および分布 
原木丸太の動的ヤング係数 frE 、密度 ρ および外観的指標のロット別と全データにつ
いての平均値と変動係数CV (%)を表 3.4 に、動的ヤング係数および外観的指標の有意水
準 5%における母集団分布形の適合度検定結果3.15)を表 3.5 に示す。 
表 3.5 からすべての項目について正規分布が否定されなかったので、本論では正規分
布を仮定して分析をおこなう。また、正規分布が仮定できることから、外れ値の検定と
してスミルノフ・グラブス検定3.16)をおこなう。その結果、外れ値が認められなかった
ため全データを有効として分析をおこなう。 
 
 
表 3.4 原木丸太の性状 
ﾛｯﾄ 
No. 
試験体 
数 
動的ヤング係数 
frE (GPa) 
密度 
ρ (g/cm3) 
平均値 CV (%) 平均値 CV (%) 
1 5 10.60 13.1 0.689 15.0 
2 5 11.30  9.7 0.755  8.1 
3 5 10.80  7.0 0.788  6.0 
4 5 10.68 19.7 0.765  7.2 
5 5  8.95 15.4 0.889  3.5 
6 5  7.90 19.9 0.683  7.6 
7 5 10.04 16.1 0.625 14.4 
全体 35 10.03 17.4 0.742 13.6 
 
ﾛｯﾄ 
No. 
試験
体数 
外観的指標 
元口年輪数 
YR  
短径 
b (mm) 
平均年輪幅 
ARW (mm) 
心材率 
HR (%) 
細り率 
TR (%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
1 5 55.0 16.9 206.4 2.2 1.9 19.3 52.7 26.4 0.9 12.9 
2 5 52.2  4.4 212.8 4.7 2.0  8.9 44.6  8.7 0.9 33.9 
3 5 59.2  3.0 206.6 3.6 1.7  5.0 46.6 14.0 0.9 21.2 
4 5 57.2 14.0 206.2 7.6 1.8 21.8 52.2 15.9 0.8 45.9 
5 5 54.4 20.2 226.2 5.4 2.2 22.6 36.0 11.6 1.4 29.6 
6 5 58.0  7.4 227.0 5.8 2.0 10.6 33.5 13.7 1.3 30.8 
7 5 68.8 11.6 203.8 6.0 1.5 18.2 45.2 15.7 0.8 33.7 
全体 35 57.8 14.3 212.7 6.5 1.9 18.5 43.6 21.3 1.0 36.3 
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表 3.5 ＫＳ検定（最尤法で求めた母数に対して） 
変数 
分布形 
正規 対数正規 ２P ﾜｲﾌﾞﾙ ３P ﾜｲﾌﾞﾙ 
frE  ○ ○ ○ ○ 
YR  ○ ○ ○ ○ 
b  ○ ○ × × 
ARW  ○ ○ ○ ○ 
HR  ○ ○ ○ ○ 
TR  ○ ○ ○ ○ 
○：5%有意  ×：5%有意でない 
 
（２）動的ヤング係数と外観的指標の関係 
動的ヤング係数および外観的指標間の単相関係数を表 3.6 に示す。動的ヤング係数 frE
と外観的指標間では、細り率TR および元口短径b との間に強い負の相関が認められた。
外観的指標間では、年輪数YRと平均年輪幅 ARW の間に非常に強い負の相関が認められ
た。また、元口短径 b 、平均年輪幅 ARW および細り率TR の３因子間に強い相関が認め
られた。一方、心材率 HRは他の外観的指標との間に強い相関が認められなかった。 
一般市場から 80 年生の末口径級 16 と指定して購入した場合、末口径のバラツキが小
さく（短径の変動係数が 3.3%、長径が 4.4%）、よって細り率TR は元口径 bD が強く反
映しているため元口短径 b と強い相関が認められた。 
目的変数を動的ヤング係数 frE 、説明変数に外観的指標YR , b , ARW , HR , TR を選
び、総当り法による重回帰分析の結果を自由度調整済み決定係数 2*R が大きい上位２つ
を表 3.7 に示す。 
表 3.7 から最良の回帰モデルは、細り率TR と心材率 HRの 2 変数の場合であるが、 2*R
は 0.388 と小さく文献 3.2)と同様に、動的ヤング係数 frE を外観的指標から推定するこ
とは難しいといえる。また、その次に 2*R が大きい細り率TR だけの場合と比較すると、
自由度調整済み重相関係数 *R にほとんど差がなく、心材率 HRの寄与は低い。 
（３）ロット差とバラツキ 
ロット間について、動的ヤング係数 frE および外観的指標YR , b , ARW , HR , TR の
分散分析結果を表 3.8 に示す。表 3.8 から frE 、YRおよびTR は有意水準 5%で差があり、
b および HRは有意水準 1%で差が認められた。また、差が認められた指標のロット別の
変動係数の平均値は、 frE が 14.4%、YRが 11.1%、b が 5.0%、HRが 15.1%およびTR が
29.7%で、表 3.4 の全データの変動係数と比較すると最大で HRが 28.9%、最小で frE が
17.2%とすべての指標で減少しており、各指標のバラツキの小さな集団を選択する方法
としてロット別に区分するのも一つの方法である。 
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表 3.6 外観的指標間の単相関係数 
変数 
動的ﾔﾝｸﾞ係数 
frE (GPa) 
元口年輪数 
YR  
短径 
b (mm) 
平均 
年輪幅 
ARW (mm) 
心材率 
HR (%) 
細り率 
TR (%) 
frE  1.000
        
YR  0.292   1.000       
b  -0.590** -0.456** 1.000   sym. 
ARW  -0.435** -0.932** 0.711** 1.000     
HR  0.445** 0.261   -0.452** -0.399*  1.000    
TR  -0.628** -0.515** 0.924** 0.758** -0.464** 1.000 
**：1%有意  *：5%有意 
 
表 3.7 frE の重回帰分析 
説明変数 P 値 
自由度修正済 
決定係数 
2*R  
自由度修正済 
重相関係数 
*R  
TR , HR  0.00015** 0.388 0.623 
TR  0.00005** 0.376 0.613 
**：1%有意 
 
表 3.8 分散分析表（ロット区分間変動） 
変数 自由度 不偏分散 P 値 
級間 級内 級間 級内 
frE  6 28   7.1   2.2 0.01361*  
YR  6 28 145.1  51.7 0.02878*  
b  6 28 487.6 127.3 0.00650** 
ARW  6 28   0.2   0.1 0.06526   
HR  6 28 216.3  58.4 0.00779** 
TR  6 28   0.3   0.1 0.02222*  
**：1%有意  *：5%有意 
 
３．３．２  平割材 
（１）基本統計量および分布 
平割材の密度 ρ 、含水率 MC 、動的ヤング係数 1dE 、静的曲げヤング係数 MOE および
測定方法による差 1dEMOE のロット別と全データについての平均値と変動係数CV (%)
を表 3.9 に、 1dE および MOE の有意水準 5%における母集団分布形の適合度検定結果3.15)
を表 3.10 に示す。また、MOE の度数分布を図 3.8 に示す。表 3.10 から 1dE および MOE
について正規分布が否定されなかったので、本論では正規分布を仮定して分析をおこな
う。また、原木丸太と同様にスミルノフ・グラブス検定結果3.16)から外れ値が認められ
なかったため全データを有効として分析をおこなう。 
表 3.9 の全データの平均値とデータベース値3.6)の全試験体の平均値（（）内の値）と
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比較すると密度(0.410g/cm3)、 1dE (7.30GPa)および MOE (7.14GPa)は大きいが、測定方
法による差 d1EMOE は、データベース値から計算した値と比較すると、全データの平均
値(0.97)は約 20%低い値となっている。 
これらから、和歌山県産 80 年生スギの末口径級 16 の原木丸太の髄付近から製材され
た平割材は、密度が高くそれに伴い動的ヤング係数も高いが、動的ヤング係数が高い割
には静的曲げヤング係数が低いという特徴を持っている。 
 
表 3.9 平割材の性状 
ﾛｯﾄ 
No. 
試験体 
数 
密度 
ρ (g/cm3) 含水率(%) 
動的ﾔﾝｸﾞ 
係数 
1dE (GPa) 
静的曲げ 
ﾔﾝｸﾞ係数 
MOE (GPa) 
測定方法に 
よる差 
1dEMOE  
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
平均 
値 
CV  
(%) 
1 38 0.451 9.2 25.9 29.5  8.16 14.4 7.63 12.1 0.938 4.7 
2 40 0.499 9.7 30.0 35.7  9.17 12.3 7.20  9.0 0.789 4.5 
3 39 0.487 7.2 19.0  7.1 11.31 11.4 8.79  9.3 0.779 3.5 
4 39 0.495 5.1 15.0  4.7 10.37 19.0 7.97 14.1 0.777 6.9 
5 40 0.469 7.9 16.6  4.6  9.00 19.3 7.16 14.9 0.804 6.6 
6 40 0.428 6.0 16.6  3.6  8.04 14.1 6.65 12.8 0.830 4.0 
7 39 0.453 8.9 14.6  7.0  9.96 16.8 6.95 14.1 0.701 5.1 
全体 275 0.469 9.4 19.7 37.9  9.43 19.4 7.47 15.2 0.802 9.7 
 
表 3.10 ＫＳ検定（最尤法で求めた母数に対して） 
変数 分布形 
正規 対数正規 ２P ﾜｲﾌﾞﾙ ３P ﾜｲﾌﾞﾙ 
1dE  ○ ○ × × 
MOE  ○ ○ × × 
○：5%有意  ×：5%有意でない 
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図 3.8 静的曲げヤング係数 MOE の度数分布 
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含水率については、表 3.9 から人工乾燥直後（ロット 1, 2）の含水率の平均は 20%を
超えており変動係数も大きい。その後、約 1 ヶ月の屋外乾燥後の含水率の平均は、繊維
飽和点以下になり、約 2 ヶ月後は、含水率によるデータの調整を必要としない、15%±
2%まで乾燥が進み、バラツキも小さくなった。 
また、ロット 3, 4 の屋外乾燥後および屋内乾燥後の含水率および断面寸法をそれぞれ
表 3.11、表 3.12 に示す。屋内乾燥後は、気乾状態となり、含水率も断面寸法もほぼ同
じ平均値となった。断面寸法は、幅が平均で 1.2%、最大 2.3%、厚さが平均で 0.8%、最
大 1.9%収縮した。乾燥による狂いは、幅そり3.18)が最大で 1%みられた以外はみられな
かった。また乾燥割れは、全試験体にみられなかった。これらより、乾燥方法は、低温
(55℃～60℃)での人工乾燥と、その後の 2 ヶ月以上の自然乾燥が有効と考えられる。 
また、所定の断面寸法を確保するためには、約 2%程度の収縮を考慮しておく必要が
ある。 
表 3.11 含水率・断面寸法（屋外乾燥後） 
ﾛｯﾄ 
番号 
屋外乾燥 
期間 
含水率 中央断面寸法 
平均 
(%) 
最小 
(%) 
最大 
(%) 
変動係数 
(%) 
幅平均 
(mm) 
厚さ平均 
(mm) 
1 約 1 ヶ月 19.0 17.1 22.2 7.1 90.3 45.5 
2 約 2 ヶ月 15.0 13.7 16.7 4.7 89.8 45.3 
 
表 3.12 含水率・断面寸法（屋内乾燥後） 
ﾛｯﾄ 
番号 
屋内乾燥 
期間 
含水率 平均断面寸法 
平均 
(%) 
最小 
(%) 
最大 
(%) 
変動係数 
(%) 
幅平均 
(mm) 
厚さ平均 
(mm) 
1 約 1 年半 13.7 12.3 15.5 6.8 89.4 45.2 
2 約 1 年 13.8 11.7 15.0 3.7 89.4 45.1 
 
（２）動的ヤング係数と静的曲げヤング係数の関係 
1dE と MOE の関係を図 3.9 に示す。図 3.9 から全データの単相関係数 8r が 0.878 と非
常に強い相関が認められた。また、信頼率 95%の予測区間3.17)の最大幅も±1.09GPaで
あることから MOE を 1dE から実用的に十分な精度で推定できる。 
さらに、ロット別の単相関係数( 71 rr～ )は、すべて 8r より高く、予測区間の最大幅もロ
ット 1 から、±0.64, ±0.37, ±0.49, ±0.78, ±0.63, ±0.50, ±0.61GPa とすべて全
データの最大幅(±1.09GPa)より小さいことから、ロット別の方がより高い精度で推定
できる。 
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MOE  = 0.544E d 1 + 2.346
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図 3.9 動的ヤング係数－静的曲げヤング係数関係 
 
（３）ロット差とバラツキ 
ロット間および製材位置 SMP 間に対する、 MOE の分散分析結果を表 3.13 に示す。 
表 3.13 からロット間は、有意水準 1%で差が認められた。さらに、表 3.9 の MOE の
ロット別の変動係数がすべて全データの変動係数より小さいことや前項での考察から、
MOE を高い精度で推定するために、バラツキの小さな集団を選択する方法としてロッ
ト別に区分するのが有効である。一方、SMP 間は有意水準 5%で差が認められなかった。
よって、4 番玉以上の丸太では、図 3.4 に示すように 1m 間隔での地上高さは MOE に影
響を及ぼしていない。 
 
表 3.13 MOE の分散分析表 
区分 自由度 不偏分散 P 値 
級間 級内 級間 級内 
ロット 6 268 20.4 0.1 0.00000** 
SMP  3 271  0.9 1.3 0.96064   
**：1%有意 
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３．３．３  原木丸太と平割材の関係 
原木丸太の動的ヤング係数 frE と静的曲げヤング係数 MOE の関係を図 3.10 に示す。ま
た、 frE で機械等級区分（基準値は、JAS の“曲げ性能”を準用）した MOE の分布も図
3.10 に示す。 MOE と frE 間には図 3.10 から単相関係数 r が 0.728 と強い相関が認められ
た。また、全データの平均値の frEMOE (=7.47/10.03)は 74%で、文献 3.4)の髄付近の 85%
程度に比べて約 13%低い値となっている。 
目的変数を MOE 、説明変数に frE および外観的指標YR , b , ARW , HR , TR を選び総当
り法による重回帰分析の結果を自由度調整済み決定係数 2*R が大きい上位 2 つを表 3.14 に
示す。 
 
MOE  = 0.4773E fr  + 2.6787
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図 3.10 動的ヤング係数 －静的曲げヤング係数関係 
 
表 3.14 MOE の重回帰分析 
説明変数 P 値 
自由度修正済決定係数 
2*R  
自由度修正済重相関係数 
*R  
frE  0.00000** 0.528 0.727 
TR  0.00000** 0.123 0.351 
**：1%有意 
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表 3.14 から最良の回帰モデルは、 frE だけの場合で 2*R は 0.528 で、予測区間の最大幅
も±1.55GPa であることから文献 3.4)と同様に MOE を frE から実用的な精度で推定でき
る。その次に *2R が大きいのは細り率TR だけの場合で、 2*R は 0.123 であることから MOE
を原木丸太の外観的指標から推定することは難しく、文献 3.4)とは異なる結果となってい
る。 
機械等級区分間に対する、MOE の分散分析結果を表 3.15 に示す。表 3.15 から有意水準
1%で差が認められたことから、直線回帰の検定をおこなった。その結果（表 3.15）も高
度に有意であり、 frE を指標とする機械等級区分はバラツキをより狭い範囲に押える方法
として有効といえる。このことは、ロットによって材質にバラツキがあることを考えると、
いろいろなロットが集まる地域を区分とする一般市場において原木段階で一定の性能が保
証された原木を選別できることにつながり、木材を合理的に利用する上で、大きな意味を
持っている。 
 
表 3.15 MOE の分散分析表（機械等級区分間変動） 
分析方法 自由度 不偏分散 P 値 
級間 級内 級間 級内 
分散 4 270  44.1 0.65 0.00000** 
回帰 1 273 174.8 0.65 0.00000** 
**：1%有意 
 
３．３．４  実大曲げ試験によるヤング係数および曲げ強度分布 
ロット 3, 4 からの平割材を対象におこなった実大曲げ試験の測定結果を表 3.16 に、ま
た図 3.4 に示す試験体位置間の動的ヤング係数 2dE 、曲げヤング係数 bE および曲げ強度 bF
の分散分析結果を表 3.17 に示す。さらに、各度数分布と母集団分布形の適合度検定結果3.15)
をそれぞれ図 3.11、表 3.18 に示す。 
表 3.18 から 2dE , bE および bF ともすべての分布形が否定されなかったので、本論では
2dE , bE および bF とも正規分布を仮定して分析をおこなう。また、 2dE , bE および bF のス
ミルノフ・グラブス検定3.16)による外れ値の検定結果は、 bE の最大値のP値が 0.1276 でそ
れ以外は 1.0 から外れ値はないものとする。さらに、表 3.17 から試験体位置による差もな
いことから全試験体を独立とみなして評価をおこなう。 
測定結果の平均値は、データベース値3.6)の全試験体の平均値（（）内の値）と比較する
と密度(0.410g/cm3)、 2dE (7.30GPa)および bE (7.14 GPa)は大きく、平均年輪幅(5.3mm)は
小さく、 bF (40.8MPa)は約 45%高い値となっている。また、既往の研究3.19)の和歌山県産
80 年生スギの横架材 105×210mmの平均値（（）内の値）と比較すると密度(0.390g/cm3)
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および 2dE (9.03 GPa)は大きく、平均年輪幅(2.8mm)および bE (9. 03GPa)は同等で、
bF (46.4MPa)は約 27%高い値となっている。これらより、本実験対象の平割材は、密度と
動的ヤング係数 2dE が大きく、平均年輪幅と曲げヤング係数 bE は文献 3.19)と同等で、曲
げ強度 bF は寸法効果の影響を受け高いという特徴を持っている。 
 
表 3.16 測定結果 
 含水率 (%) 
密度 ρ  
(g/cm3) 
ヤング係数(GPa) 曲げ強度(MPa) 
動的 
2dE  
静的曲げ 
mF  bF  
mE  bE  
平均値 13.7 0.485 11.16 9.42 9.27 61.8 59.0 
中央値 13.7 0.487 11.06 9.28 9.18 61.4 58.4 
最小値 11.7 0.417 8.08 6.83 6.72 47.7 43.3 
最大値 15.5 0.543 14.80 14.12 13.69 75.2 73.1 
標準偏差 0.7 0.031 1.70 1.57 1.54 7.4 7.4 
CV (%) 5.4 6.4 15.2 16.6 16.6 12.0 12.5 
 
 
表 3.17 分散分析表（位置区分間変動） 
特性値 自由度 不偏分散 分散比 P 値 
級間 級内 級間 級内 
2dE  3 74 0.534  2.99 0.18 0.91048 
bE  3 74 0.314  2.46 0.13 0.94343 
bF  3 74 6.430 56.03 0.11 0.95120 
 
 
表 3.18 ＫＳ検定（最尤法で求めた母数に対して） 
分布形 
動的ヤング係数 
2dE  
曲げヤング係数 
bE  
曲げ強度 
bF  
dn 値 検出力 dn 値 検出力 dn 値 検出力 
正規 0.05928 100% 0.07703  67% 0.08105 100% 
対数正規 0.06042  98% 0.05193 100% 0.09162  88% 
２P ﾜｲﾌﾞﾙ 0.11619  51% 0.14039  37% 0.08659  94% 
３P ﾜｲﾌﾞﾙ 0.11338  52% 0.13192  39% 0.08898  91% 
危険率 95%の検定量＝0.15132 
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３．３．５  破壊性状・変形性状と曲げ強度の関係 
破壊はすべて節近傍からの亀裂で始まり、その後大半の部材は繊維に沿う形で亀裂が進
行し破壊に至った。一部は繊維を横断する形で破壊に至った。また、せん断スパン内の節
近傍からの亀裂で始まったものが 17 本(22%)あった。 
その結果、破壊モードは、曲げ強度 bF の平均値の高い順に、引張側端部付近の節から亀
裂が始まり繊維方向に沿っての破断（以下、繊維単純引張と呼ぶ）、引張側端部付近の節
から亀裂が始まり繊維を横断しての破断（以下、繊維横断引張または目切と呼ぶ）、およ
び狭い材面の中央付近の死節から亀裂が始まり繊維方向に沿っての破断（以下、死節起因
と呼ぶ）の 3 パターンに分類された。3 パターンの代表的な破壊後の試験体を写真 3.2 に
示す。 
破壊に至るまでの荷重と変形関係（以下、変形モードと呼ぶ）は、曲げ強度 bF の平均値
の高い順に、最大荷重到達後の破断（以下、c タイプと呼ぶ）、塑性域での破断（以下、b
タイプと呼ぶ）および弾性域での破断（以下、a タイプと呼ぶ）の大きく 3 パターンに分
類された。代表的な荷重と変形の関係を図 3.12 に示す。 
 
   
繊維単純引張 繊維横断引張 死節起因 
写真 3.2 破壊後の試験体 
 
0.0
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変位(mm)
荷重(kN) ---　弾性直線
aタイプ bタイプ
cタイプ
 
図 3.12 荷重－変形関係 
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各モードの各タイプ別の出現率および曲げ強度 bF と曲げヤング係数 bE の基本統計量、
曲げ強度 bF 分布、曲げ強度 bF と曲げヤング係数 bE の関係をそれぞれ表 3.19、図 3.13、図
3.14 示す。また、各モードのタイプ間の曲げ強度 bF の分散分析結果を表 3.20 に示す。 
出現率では、破壊モードの大半は繊維単純引張で、次に繊維横断引張が 10.3%､死節起
因が 3.8%であった。変形モードは、塑性域を持つタイプ（c, b タイプ）が 9 割を超えてお
り、脆性破壊の a タイプは 1 割未満であった。また、破壊モードが死節起因部材の変形モ
ードは、すべて a タイプであった。 
曲げヤング係数 bE は、両モードともタイプ間の平均値にあまり差がなかったが、曲げ強
度 bF は、表 3.20 から両モードともタイプ間に有意差が認められた。特に図 3.13 からも分
かるように変形モードの a タイプが他のタイプと平均値に大きな差があり、母平均の差の
検定（a・b 間 t 値:3.96、a-c 間 t 値:4.75> t (75,0.01)=2.64）でも高度に有意であった。 
そこで、a タイプに注目すると、a タイプの部材は、 bF が図 3.13 から分かるようにすべ
て全体の平均値より低く、図 3.14 から a タイプの半数（3 体）は、 2dE が全体の平均値よ
り高いが、 bF が全体の平均値より低い。 
これより、a タイプの部材は曲げヤング係数から曲げ強度を推定する場合において下限
側のバラツキの範囲を大きくし下限値を押し下げ、品質管理および靭性の確保という観点
から、構造用材料として規格外とすべきと考えられるが、非破壊的に識別するのは難しい。
ただ、a タイプの外観的特徴として荷重点間の狭い材面の節径比が 60%を超えており、か
つ、節の一部に死節が見られた。 
さらに、死節の位置が材面の中央付近の場合死節起因の破壊モードであった。このこと
から、少なくともこのような外観的特徴を持った部材を規格外とするだけでも、品質向上
に有効と考えられる。 
 
表 3.19 モード別測定結果 
モード
 
タイプ 本数 (本) 
比率 
(%) 
曲げ強度 bF (MPa) 曲げヤング係数 bE (GPa) 
平均値 標準偏差 CV (%) 平均値 標準偏差 CV (%) 
破壊
 
死節 3 3.8 46.1 4.1  8.9 8.8 1.4 16.0 
横断 8 10.3 54.9 5.2  9.4 9.7 1.9 19.9 
単純 67 85.9 60.1 7.0 11.7 9.2 1.5 16.3 
変形
 
a 6 7.7 47.8 4.3  8.9 8.8 1.2 13.4 
b 49 62.8 59.0 7.1 12.0 9.0 1.3 14.9 
c 23 29.5 62.0 5.7  9.2 9.9 1.9 18.7 
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図 3.13 モード別曲げ強度分布 
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図 3.14 モード別曲げヤング係数 －曲げ強度関係 
 
表 3.20 bF の分散分析表 
区分 
曲げ強度 bF  
自由度 不偏分散 
分散比 P 値 
級間 級内 級間 級内 
破壊モード 2 75 355.5 46.06  7.72 0.00090** 
変形モード 2 75 481.7 42.70 11.28 0.00005** 
** 1%有意 
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３．３．６  実大曲げ試験によるヤング係数と曲げ強度の関係 
曲げ強度 bF と曲げヤング係数 bE および動的ヤング係数 2dE の関係を図 3.15 に示す。曲
げ強度 bF と曲げヤング係数 bE の相関係数は 0.506 と強い相関が認められるが、既往の研
究3.19)の 0.66 より低い値となっている。その一要因として図 3.15 からJAS規格の機械等級
区分E90(7.8≦ bE ＜9.8GPa)の bF のバラツキが大きいことが考えられる。 
また、曲げ強度 bF と動的ヤング係数 2dE の相関係数は 0.540 とこれも強い相関が認めら
れる。次に、曲げヤング係数 bE と動的ヤング係数 2dE の関係を図 3.16 に示す。曲げヤング
係数 bE と動的ヤング係数 2dE の関係についても、相関係数が 0.851 と非常に強い相関が認
められる。これらより、広く普及している動的ヤング係数から非破壊的に部材の曲げ力学
的特性を推定する方法が本実験対象の平割材の平使いでも、特に曲げヤング係数で有効な
ことが認められた。 
その 2dE と bE の関係において、図 3.16 から 1 本を除いて 2dE の方が bE より高い値を示
しており、これは 2dE が材の平均的な値を評価しているのに対して、 bE は外層より強度特
性が低いとされる髄付近の値3.20)であるためと考えられるが、既往の研究3.21)の和歌山県産
の 80 年生スギの横架材 105×210mmは同じ傾向を示し、40 年生では異なる傾向を示して
いる。これらから木取りのみが要因とは言い難い。 
また、回帰直線の傾きは 0.77 と同じ和歌山県産スギの正角 105×105mm3.22)や秋田県産
スギの挽板 37×165mmの平使いの3.3)約 1.0 より低い値となっている。これは本試験体で
は 11.8GPa以上の 2dE の割合が 31.7%と大きく（文献 3.2）, 3.22)では小さい）図 3.16 か
ら分かるようにその bE のバラツキが大きいためと考えられる。 
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図 3.15 ヤング係数 －曲げ強度関係 図 3.16 ヤング係数間関係 
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よって、曲げヤング係数の推定方法として回帰直線そのものを使用する母集団は、産地、
木取り、断面寸法、使用方法（平使いなど）および樹齢を考慮した極め細やかな分類が必
要で、本試験体のように 11.8GPa 以上の部材の割合が大きい場合は、何らかの低減が必要
と考えられる。 
 
３．３．７  外観特性と曲げ強度の関係 
外観特性間の関係およびみかけの密度との関係として、平均晩材率およびみかけの密度
と平均年輪幅の関係を図 3.17 に示す。 
図 3.17 から、平均年輪幅と平均晩材率の関係に非常に強い負の相関関係が認められた。
これは、一般に「針葉樹は年輪幅にかかわらず晩材幅は、ほぼ一定するため、年輪幅が狭
いほど晩材率が増す」3.23)と言うのと同様の傾向が認められたが、スギを対象とした既往
の研究3.24)では、「いわゆる未成熟材部分ではほとんど相関はなく」と報告されており、
本試験体は大部分が未成熟材と考えられることから本実験結果とは異なっている。また、
年輪幅と密度の関係では、一般に「年輪幅が広ければ密度が低下し」3.25)とされているが、
図 3.17 から本実験結果では、平均年輪幅とみかけの密度の関係に相関関係がなく、文献
3.24)で既往の研究として「未成熟材とそれより外側の成熟材部分とで区分した場合に、前
者では相関がほとんどなく」と報告されているのと同様な結果となっている。これらの一
般に言われていることと既往の研究や本実験結果の違いの原因として、晩材率および密度
の測定方法の違いや試験体の大きさや樹齢などが考えられる。このように、測定方法や試
験体による違いなどがあることを考慮すれば、曲げ強度との関係においてこれらの指標を
使用することには注意が必要である。 
次に、外観特性と曲げ強度 bF の関係を図 3.18 に示す。図 3.18 から分かるように最も高
い相関係数でも荷重点間の節数との-0.329 で、すべての指標において非常に弱い相関関係
しかなく、曲げ強度を外観特性の指標との回帰直線から推定するのは難しいといえる。 
節に関しては、全材長より荷重点間の指標の方が bF との関係が強い。広い材面の節径比
では、荷重点間の材縁部の集中節も含まれている中央部の集中節径比の相関係数が最も高
く、材縁部では最も高い相関係数でも荷重点間の節径比で-0.297 と非常に弱いことから、
JAS 規格の縦使いを想定した材縁節の規定をそのまま平使いに適用するよりは、広い材面
を一つとして規定する方が合理的と考えられる。 
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図 3.17 平均晩材率およびみかけの密度 －平均年輪幅関係 
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図 3.18 外観特性 －曲げ強度関係 
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３．３．８  強度等級区分 
（１）目視等級区分 
本章の目視等級区分は、JAS規格の目視等級区分製材の規格の“材面の品質”に基づ
いた、節径比および集中節径比の甲種構造材構造用基準を準用する。全材長の区分（以
下、全材長目視等級区分と呼ぶ）および荷重点間の区分（以下、荷重点間目視等級区分
と呼ぶ）による等級別の出現率、曲げ強度 bF と曲げヤング係数 bE の基本統計量および
信頼水準 75%の 5%下限値と bE については 50%下限値を表 3.21 に示す。全材長目視等
級区分の出現率は、約半数が 3 級で、規格外も約 40%もあり、1 級は僅か 2.6%であっ
た。既往の研究3.19)の和歌山県産の 80 年生スギ「約 10%が 3 級で残りは 1 級と 2 級が半
数ずつであった」と比較するといかに節の多い部材かが分かる。 
荷重点間目視等級区分は、全材長目視等級区分に比べて、出現率は 1 級の割合が 10
倍になり、規格外が 1/3 となり大きく変化したが、データ数が少なかった全材長目視等
級区分 1 級を除くと、 bF および bE とも変動係数に大きな差はない。よって強度面から
見ると、破壊の大半が荷重点間および荷重点近傍から始まっていることと計測の労力を
考えると荷重点間目視等級区分の方が全材長目視等級区分に比べてより実用的といえる。 
 
表 3.21 目視等級区分結果（甲種構造材構造用Ⅱ） 
等級 本数 (本) 
比率 
(%) 
曲げ強度 bF (MPa) 
平均値 最小値 最大値 標準偏差 CV (%) 5%下限値 
全材長
 
規格外 31 39.7 56.4 43.3 73.1 8.2 14.5 41.1 
3 級 37 47.4 59.5 45.1 69.7 5.9 9.9 48.6 
2 級 8 10.3 65.6 51.4 70.7 6.1 9.3 52.2 
1 級 2 2.6 64.9 62.0 67.9 4.2 6.4 － 
荷重点間
 
規格外 10 12.8 54.0 44.3 65.6 7.3 13.5 38.7 
3 級 26 33.3 56.4 43.3 71.3 7.3 12.9 42.6 
2 級 22 28.2 61.6 50.6 70.7 5.8  9.5 50.4 
1 級 20 25.6 62.1 50.5 73.1 6.8 10.9 49.0 
 
等級 本数 (本) 
比率 
(%) 
曲げヤング係数 bE (GPa) 
平均値 最小値 最大値 標準偏差 CV (%) 下限値 5% 50% 
全材長
 
規格外 31 39.7 8.9 6.7 12.4 1.5 16.7 6.1 8.6 
３級 37 47.4 9.4 6.8 12.9 1.5 15.6 6.7 9.2 
２級 8 10.3 9.2 8.0 11.8 1.4 15.5 6.1 8.8 
１級 2 2.6 11.6 9.6 13.7 2.9 25.1 － 9.6 
荷重点間
 
規格外 10 12.8 8.6 7.1 11.9 1.7 19.8 5.0 8.2 
３級 26 33.3 9.1 6.7 12.9 1.5 17.0 6.2 8.9 
２級 22 28.2 9.5 8.0 12.7 1.4 14.8 6.8 9.3 
１級 20 25.6 9.6 7.0 13.7 1.6 16.3 6.6 9.4 
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国土交通省告示でいう「無等級材」の基準強度 050.bF (22.2MPa)と比較すると、規格外
も含めすべての等級で 050.bF を超えている。また、「木質構造設計規準・同解説」3.26)の
「普通構造材」の基準弾性係数 0E (7.0GPa)、 050.E (4.5GPa)も、規格外も含めすべての
等級で超えている。これらより、JAS規格の目視等級区分製材の規格をそのまま適用す
ることは、強度性能において有効であるにもかかわらず、多くの部材が規格外となり、
強度面からの有効利用の観点から問題がある。 
（２）機械等級区分 
本章の機械等級区分は、JAS 規格の機械等級区分製材の規格の節および集中節の品質
をそのまま適用すると前項の様な問題があるため、JAS の“曲げ性能”の基準のみに基
づき、曲げヤング係数 bE で区分する。等級別の出現率、曲げ強度 bF と曲げヤング係数 bE
の基本統計量および信頼水準 75%の 5%下限値と bE については 50%下限値を表 3.22 に
示す。 
出現率は、約半数がE90 で、残りの約半数がE110、つづいてE70 が 16.7%、E130 が
7.7%で、E50、E150 および規格外はなかった。これは、既往の研究3.19)の和歌山県産の
80 年生スギ「E90 が 61.5%、E110 が 21.5%、E70 が 15.6%、E50、E130 が 0.7%で、
E150 と規格外はなし」と同じ傾向を示している。 
 
表 3.22 機械等級区分結果 
等級 本数 (本) 
比率 
(%) 
曲げ強度 bF (MPa) 
平均値 最小値 最大値 標準偏差 CV (%) 5%下限値 
規格外 0 0.0 － － － － － － 
E50 0 0.0 － － － － － － 
E70 13 16.7 51.6 43.3 58.2 4.9  9.5 41.7 
E90 40 51.3 58.4 44.3 73.1 6.7 11.4 46.2 
E110 19 24.4 63.1 48.3 71.3 6.4 10.1 50.8 
E130 6 7.7 66.1 62.0 70.7 3.6  5.4 57.7 
E150 0 0.0 － － － － － － 
全体 78 100.0 59.0 43.3 73.1 7.4 12.5 46.0 
 
等級 本数 (本) 
比率 
(%) 
曲げヤング係数 bE (GPa) 
平均値 最小値 最大値 標準偏差 CV (%) 下限値 5% 50% 
規格外 0 0.0 － － － － － － － 
E50 0 0.0 － － － － － － － 
E70 13 16.7 7.2 6.7 7.5 0.2 3.4 6.7 7.1 
E90 40 51.3 8.8 7.9 9.8 0.6 6.9 7.7 8.8 
E110 19 24.4 10.6 9.8 11.5 0.5 4.5 9.6 10.5 
E130 6 7.7 12.6 11.8 13.7 0.7 5.5 11.0 12.4 
E150 0 0.0 － － － － － － － 
全体 78 100.0 9.3 6.7 13.7 1.5 16.6 6.5 9.2 
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国土交通省告示でいう「無等級材」の基準強度 050.bF (22.2MPa)と比較するとすべての
等級で 050.bF より高い値となっている。また、各等級の中間値 0E はほぼ同じ値で、下限
値 050.E は E70 で 13.6%高く、E90 と E110 はほぼ同じ値である。E130 は 6.8%低い値と
なっているが、平均値が 0E とほぼ同じで、変動係数も大きくないことから、データ不足
による可能性が考えられるため、今後、さらなるデータの蓄積が必要である。 
（３）等級区分と曲げ強度および曲げヤング係数の関係 
各等級区分の等級別の曲げ強度 bF および曲げヤング係数 bE の分布を図 3.19 に、各等
級区分の等級間の bF および bE の分散分析結果を表 3.23 に示す。表 3.23 から bF は、い
ずれの等級区分も等級間変動は高度に有意である。また bE は、機械等級区分のみ高度に
有意である。図 3.19 に示す等級間の t 値から bF は、目視等級区分では、1, 2 級と 3 級、
規格外間で、機械等級区分では、E110 と E130 間を除く等級間で母平均の差が有意で
ある。 
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表 3.23 分散分析表（等級間変動） 
等級区分 自由度 
曲げ強度 bF  
不偏分散 
分散比 P 値 
級間 級内 級間 級内 
目視
 
全材長 3 74 210.8 47.7  4.42 0.00653** 
荷重点間 3 74 259.9 45.8  5.68 0.00148** 
機械 3 74 448.5 38.1 11.77 2.18E-06** 
** 1%有意 
 
等級区分 自由度 
曲げヤング係数 bE  
不偏分散 
分散比 P 値 
級間 級内 級間 級内 
目視
 
全材長 3 74  5.23 2.26   2.31 0.08329   
荷重点間 3 74  3.17 2.35   1.35 0.26407   
機械 3 74 53.84 0.29 183.84 3.27E-34** 
** 1%有意 
 
また bE は、目視等級区分では、全材長の 1 級とそれ以外の間でのみ母平均の差が有意
で、機械等級区分では、各等級間で母平均の差が高度に有意である。 
次に、 bF はいずれの等級区分も有意であることから、直線回帰の検定をおこなう。そ
の結果を表 3.24 に示す。これもいずれの等級区分も高度に有意である。よって目視等級
区分および機械等級区分による等級区分は妥当といえるが、表 3.24 から、機械等級区分
の自由度修正済重相関係数が最も大きいことから、文献 3.25)(p.584)で言われている「曲
げ強度は節などの欠点に比べてヤング係数との相関係数が高いため、強度的な面からみ
ると、機械等級区分法はより有効な方法といえる」ことが本実験対象の平割材でも認め
られた。 
よって、標準寸法 45×90mm の平使い用の基準特性値としての一案としてヤング係数
も明らかな表 3.22 に示す機械等級区分による分布から得られた下限値を、データが存在
しなかった E50、E150 およびデータ不足の E130 を除いて表 3.25 に提案する。 
 
表 3.24 分散分析表（直線回帰） 
等級区分 自由度 
曲げ強度 bF  修正済 
重相関係数 不偏分散 分散比 P 値 
級間 級内 級間 級内 
目視
 
全材長 1 76 582.2 47.15 12.35  0.00075** 0.358 
荷重点間 1 76 698.2 45.62 15.30  0.00020** 0.396 
機械 1 76 1294.8 37.77 34.28 1.14E-07** 0.549 
** 1%有意 
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表 3.25 標準寸法 45×90mmの平使い用基準特性値 
等級 
基準強度特性値 
(MPa) 
基準弾性係数 
(GPa) 
050.bF  0bE  050.bE  
E70 41.7 7.1 6.7 
E90 46.2 8.8 7.7 
E110 50.8 10.5 9.6 
 
３．３．９  動的ヤング係数から曲げヤング係数および曲げ強度の推定 
曲げヤング係数 bE と動的ヤング係数 2dE の間に非常に強い相関が認められることか
ら、曲げヤング係数 bE の推定値として 3.3.4 項の考察を踏まえ安全側として、回帰式か
らデータを予測する式(3.19)(3.20)3.17)から求めた 95%予測区間の下限値 b. E050 を提案す
る。計算に必要な統計量と 5%下限値を図 3.20 に示す。この時の 2dE の有効範囲は、実
際にデータが測定された 8.1≦ 2dE ≦14.8GPaとする。また、曲げ強度は式(3.19)から計
算された値 b. E050 から機械等級区分の基準特性値から推定できる。この時の 2dE の有効範
囲は、E70 の下限値 6.7GPaに対応する 2dE が 9.9GPaなっていることから 9.9≦ 2dE ≦
14.8GPaとする。 
ebb. VkEE ･−= 0050        (3.19) 
( ) ( ) xxS/xxn/.,ntk 20110502 −++−=     (3.20) 
ここに、 0bE ：回帰直線による値、 eV ： 2dE の誤差分散、 0x ：実測した 2dE の値、 x ：
2dE の平均値、 xxS ： 2dE の偏差平方和である。これらから、広く普及している縦振動法
による動的ヤング係数を利用することができ、より実用的な品質管理が可能である。 
 
4
6
8
10
12
14
16
6 8 10 12 14 16
動的ヤング係数E d 2(GPa)
曲げヤング係数
E b (GPa)
下限値(0.05E b )
E b 0 = 0.772･x 0 + 0.659
x =11.2
V e =0.67
S xx =222.65
-
試験体数 = 78
 
図 3.20 bE の 5%下限値 
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３．３．１０  機械等級区分の指標と測定方法について 
小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数 MOE 測定（非破壊試験）時と実大曲
げ試験（破壊試験）時に縦振動法から求めた動的ヤング係数 1dE , 2dE および静的曲げヤン
グ係数 MOE , bE の基本統計量を表 3.26 に、それらの関係を図 3.21 に示す。 
動的ヤング係数については、表 3.26 から、平均値にほとんど差がなく、図 3.21 から、
非常に強い相関が認められ回帰直線の勾配も 0.98 で切片も 0.54 であることから、4.0%の
材長の違い（それぞれ 1.0m, 0.96m）や 1.2%の密度の違い（それぞれ 0.491g/cm3, 0.485 
g/cm3）では差がないことが分かった。そこで、動的ヤング係数は気乾状態の製材に固有
と考えられることと 2dE と bE との間に非常に強い相関が認められることから、機械等級区
分の指標としての適用性について、JAS規格の機械等級間の bF の分散分析おこなった。そ
の結果、等級間変動は高度に有意であったので、直線回帰の検定をおこなった結果も高度
に有意であった。自由度修正済重相関係数は 0.511 と bE の 0.549 より小さかった。 
 
表 3.26 ヤング係数 
 
動的ヤング係数(GPa) 静的曲げヤング係数(GPa) 
1dE  2dE  MOE  bE  
平均値 10.84 11.16  8.38  9.27 
中央値 10.68 11.06  8.36  9.18 
最小値  7.67  8.08  6.45  6.72 
最大値 14.45 14.80 10.65 13.69 
標準偏差  1.72  1.70  1.06  1.54 
CV (%) 15.9 15.2 12.6 16.6 
 
y  = 0.9792x  + 0.5439
6
8
10
12
14
16
6 8 10 12 14 16
E d 2(GPa)
試験体数 = 78E d 1(GPa)
r  = 0.992
 
y  = 0.593x  + 2.882
6
8
10
12
14
6 8 10 12 14 16
E b (GPa)
試験体数 = 78MOE (GPa)
r  = 0.865
 
＜動的ヤング係数＞ ＜静的曲げヤング係数＞ 
図 3.21 ヤング係数間関係 
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静的曲げヤング係数間については、図 3.21 から、非常に強い相関が認められるものの動
的ヤング係数間に比べて弱く、表 3.26 から平均値および標準偏差に差があることから、母
平均の差の Z（母標準偏差が未知）検定と母分散の比の検定をおこなった結果、どとらも
有意水準 1%で差が認められた。よって、MOE と bE の母集団は異なると考えられるため、
JAS 規格の機械等級区分の指標として、比例域の上下限荷重を 0.6～2.0kN（ bE 測定時の
最大荷重の 3.4～17.6%の範囲であった）とした小荷重中央集中載荷法による MOE を用い
る場合、等級値および区間幅の変更が必要と考えられる。 
本章で用いた実大曲げ試験から曲げヤング係数を求めるには支持点のめり込み量よる調
整（本章では、最大荷重の最大が 17.7kNでその時の弾性限での支持点のめり込み量3.26)が
0.2mm程度なので無視した）が必要である。めり込み量を求めるにはヤング係数が必要で、
ヤング係数を求めるにはめり込み量が必要となることから正確に計算できない。また、平
割材の強度によって弾性限荷重が変わることでめり込み量も変わるためその影響も平割材
によって異なる。よって、JAS規格の機械等級区分の指標としての非破壊的に測定する曲
げヤング係数は、支点部のめり込みの影響を受けずに 1 個の測定値で直接曲率が測定でき
る図 3.22 に示すような方法の方が望ましいと考えられる。 
今後、支点部のめり込みの影響を受けずに測定された曲げヤング係数やその曲げヤング
係数と気乾状態の製材に固有と考えられる動的ヤング係数との関係をさらに他産地も含め
データの蓄積（その手順例のフローチャートを付録 A に示す）をおこなえば、基準特性値
の信頼性向上に繋がりより有効利用が可能となる。 
 
 
図 3.22 めり込みの影響を受けない実大曲げ試験方法 
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３．４  まとめ 
和歌山県産 80 年生スギの末口径級 16 の原木丸太とそれから製材された平割材（標準寸
法：45×90mm）について、まず、縦振動法による動的ヤング係数 frE , 1dE および小荷重
中央集中載荷法による静的曲げヤング係数 MOE を測定した。それらの関係から得られた
知見を以下に示す。 
(1)原木丸太の動的ヤング係数 frE を外観特性から推定するのは難しい。 
(2)平割材の動的ヤング係数 1dE と静的曲げヤング係数 MOE との間に非常に強い相関関
係が認められることから、 MOE の推定に 1dE が実用的に十分な精度で利用可能であ
る。また、MOE のロット間の差が高度に有意であり、さらに、ロット別の相関係数
が高いことから MOE を高い精度で推定する方法としてロットによる区分が有効で
ある。 
(3) frE と MOE との間に強い相関関係が認められ、 MOE の推定に frE が実用的な精度で
利用可能である。さらに、バラツキをより狭い範囲に押える方法として frE を指標と
する機械等級区分が有効である。 
これらの知見から、4 番玉以上の原木からの製材にも MOE の推定に、広く普及している
縦振動法を利用することができ、実用的な品質管理が可能である。さらに、 frE を指標と
する機械等級区分が有効であることから、原木段階で製材の一定の性能が保証された原木
を選別でき、合理的な利用が可能である。 
次に、JAS の曲げ試験に準じて平使いにした実大曲げ試験をおこない、各指標（破壊・
変形モード、ヤング係数および外観特性）と曲げ強度の関係を明らかにし、JAS 規格の等
級区分の適用性を検証した。本実験の範囲内で得られた知見を以下に示す。 
(4)外観的特徴として狭い材面の節径比が 60%を超えかつその節に死節が見られる部材
は、脆性破壊を示し、曲げ強度が低かった。 
(5)動的ヤング係数 2dE から曲げヤング係数 bE の回帰直線による推定には、産地、木取
り、断面寸法、使用方法（平使いなど）および樹齢を考慮する必要がある。 
(6)JAS 規格の目視等級区分を適用した場合、強度性能において有効であるにもかかわ
らず、半数近くの部材が規格外となった。 
(7)JAS 規格の機械等級区分の適用は、データ不足の E130 を除くと、各等級間で母平
均の差が高度に有意であった。また、目視等級区分より機械等級区分の方がより有効
であった。 
以上から、表 3.27 の適用条件下で、標準厚さ 45mm の機械等級区分製材の規格例を表
3.28 に示す（丸身、割れ、腐りは試験体から除外したため“なし”とした）。また、節基
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準は、JAS 基準は採用せず（規格外でも「無等級材」の基準強度 22.2MPa 超えていたた
め）、脆性破壊を示した狭い材面の死節とその節径比のみとした。これは、計測の労力も
考えるとより強度性能上合理的で実用的と考えられる。よって、本規格例で品質管理され
た部材は、剛性、強度および靭性が確保された構造用材料として利用可能である。 
 
表 3.27 適用条件 
適用項目 適用条件 
産地 和歌山県 
樹種（樹齢） スギ(80 生) 
径級 末口径級 16 
断面寸法 45×90mm 
使用方法 平使い 
製材木取り 心去り材 
 
表 3.28 標準厚 さ 45mmの機械等級区分製材の規格例 
品質区分 基準 
曲げ性能 JAS 規格の E70,E90,E110 
節 狭い材面の径比が 60%以上で死節あり以外 
集中節 基準を設けない 
丸身 丸身なし 
貫通割れ 
木口 木口貫通割れなし 
材面 材面貫通割れなし 
目まわり 目まわりなし 
腐朽 腐朽なし 
インサイジング インサイジングなし 
上記以外の品質区分は JAS 規格と同様とする 
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４章  籠目ユニットの木造軸組耐震壁への応用 
 
４．１  序 
１章で述べたように、21 世紀にふさわしい豊かな生活環境の実現のためには、地球温暖
化に代表される「環境問題」や阪神淡路大震災や東日本大震災に代表される「建物の耐震
性の問題」を解決することが不可欠である。環境問題では、温室効果ガスの削減が義務付
けられ、目標達成には環境負荷が小さく資源循環系を形成可能な木材や、3 年から 5 年で
建築材料となる竹などの森林、里山資源の有効利用が不可欠である。筆者は、その有効利
用の一案として籠目ユニットを考案した。建物の耐震性については、現行の壁量による耐
震診断方法では大半が耐震性不足となる伝統構法による家屋を対象に、伝統構法による家
屋の特徴である開放的で明るく通気性が良いという機能を大きく損なうことなく耐震性の
向上を目的として、光や風を通す特徴のある籠目ユニットの伝統構法による家屋の耐震壁
への応用を試みる。 
そこで本章では、まず、２章、３章で提案した規格を満足する材料から籠目ユニットと
割竹を筋交いとしたユニット（以下、筋交いユニットと呼ぶ）の 2 タイプを製作し（写真
4.1 参照）、面内繰り返しせん断試験をおこない、両者を比較しながら、籠目ユニットの
力学的性状について調べる。また、籠目ユニットの耐震性能を履歴曲線の包絡線から求め
る「新しい許容せん断耐力（壁倍率）の評価法4.1)」（以下、新しい壁倍率評価法と呼ぶ。
また、文献 4.1)から抜粋したその計算方法を付録Bに示す）により評価する。 
次に、籠目耐震壁の耐震性能を把握するため、各要素（軸組、枠組、籠目ユニット）の
耐震性能評価も考慮して、軸組系として、軸組のみと軸組に枠組のみを取り付けた軸組＋
枠組の 2 タイプを製作し、籠目耐震壁の壁タイプと開口タイプを合わせて計 4 体製作し（写
真 4.2 参照）、面内繰り返しせん断試験をおこない、各タイプの耐震性能を「新しい壁倍
率評価法4.1)」により評価する。また、軸組系と比較しながら、籠目耐震壁の各要素（軸組、
枠組、籠目ユニット）の耐震性能について調べる。さらに、籠目耐震壁の包絡線から軸組
みの包絡線の差を求め、籠目ユニットの籠目耐震壁への耐震性能の寄与の仕方および度合
いを調べる。 
最後に、本章で用いた「新しい壁倍率評価法4.1)」の適用性について考察する。 
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籠目ユニット 筋交いユニット 
写真 4.1 耐震壁ユニット 
 
  
軸組 軸組＋枠組 
  
開口タイプ 壁タイプ 
写真 4.2 耐震壁 
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４．２  籠目ユニットの実験 
４．２．１  試験体とその材料 
籠目ユニットは、図 4.1 に示すように割竹を編み目間隔 80mmで籠目編みした割竹を、
基本モジュール 910mm木造軸組みに組み込むことを想定し、120mm角の柱の内法寸法に
相当する 790mmの枠組に接着（水性高分子イソシアネート系接着剤を使用）したもので
ある。籠目ユニットの重量は、竹材が約 5.88N(0.6kgf)、枠材が約 49.03N(5.0kgf)の計
54.92N(5.6kgf)で、これは同じ自然素材である同面積(790×790mm)の厚さ 55mmの土壁
446.23N(45.5kgf)（既往の研究4.2)の単位重量 13kN/m3を用いて計算）と比較すると約 88%
の軽量化となっている。筋交いユニットは、図 4.1 に示すように籠目ユニットから横材と
右斜材を取り除いた形状である。 
また、枠組の仕口は、枘厚 30mm、枘幅 45mm、枘長さ 45mm の三枚組接ぎの込み栓
(φ 15 ケヤキ)とする。 
各ユニットの材料である割竹および平割材は、それぞれ２章、３章の規格を満たしたも
のを使用する。割竹は、籠目用はすべて外観等級区分が T1.0 規格のものを、筋交い用は
すべて外観等級区分が T1.5 規格のものを使用する。 
割竹の形状、断面性能および力学的性能は、試験終了後に試験体から図 4.1 に示す位置
の割竹を籠目用から 8 本（①～③：左斜材、④～⑥：右斜材、⑦⑧：横材）、筋交い用か
ら 7 本抜き取り節なしの試験体を製作し、２章と同様な測定をおこない確認した。その結
果をそれぞれ表 4.1, 4.2 に示す（含水率はすべて 10%未満である）。 
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籠目ユニット 
○：ひずみゲージ位置（内皮側） 
筋交いユニット 
割竹記号 ：K:籠目S:筋交い－割竹番号 
図 4.1 ユニット形状と割竹番号 
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表 4.1 割竹の形状および断面性能 
試験体名 
(籠目用) 
幅 
b  
(mm) 
高さ 
h  
(mm) 
厚さ(mm) 厚さ t  
( ) 221 /tt +  
(mm) 
均等厚比 
( )
( )21
21
t,tmax
t,tmin  
断面積 
A  
(mm2) 
断面 
2 次ﾓｰﾒﾝﾄ 
I (mm4) 1t  2t  
K-1 14.82 1.79 1.07 1.01 1.04 0.95 21.0 4.0 
K-2 14.53 1.57 1.19 0.95 1.07 0.80 19.2 3.0 
K-3 14.57 1.63 1.24 1.05 1.14 0.84 20.2 3.5 
K-4 15.42 1.74 1.14 1.17 1.15 0.98 22.3 4.2 
K-5 14.94 1.65 1.30 1.14 1.22 0.88 21.5 3.9 
K-6 15.12 1.80 1.12 1.39 1.25 0.81 23.1 4.9 
K-7 14.63 1.75 1.05 1.23 1.14 0.85 21.2 4.1 
K-8 14.67 1.56 0.98 1.03 1.01 0.95 18.8 2.8 
平均 14.84 1.69 1.14 1.12 1.13 0.88 20.9 3.8 
最大 15.42 1.80 1.30 1.39 1.25 0.98 23.1 4.9 
最小 14.53 1.56 0.98 0.95 1.01 0.80 18.8 2.8 
標準偏差  0.31 0.10 0.10 0.14 0.09 0.07  1.5 0.7 
CV (%) 2.1 5.9 9.2 12.6 7.6 7.8 7.1 17.7 
 
試験体名 
(筋交い用) 
幅 
b  
(mm) 
高さ 
h  
(mm) 
厚さ(mm) 厚さ t  
( ) 221 /tt +  
(mm) 
均等厚比 
( )
( )21
21
t,tmax
t,tmin  
断面積 
A  
(mm2) 
断面 
2 次ﾓｰﾒﾝﾄ 
I (mm4) 1t  2t  
S-3 13.93 2.06 1.55 1.34 1.44 0.86 24.4 6.6 
S-4 14.95 2.16 1.60 1.37 1.49 0.86 27.2 8.1 
S-5 14.56 2.15 1.40 1.55 1.48 0.90 26.4 7.7 
S-6 14.59 2.01 1.47 1.36 1.41 0.92 25.0 6.5 
S-7 15.16 2.09 1.26 1.46 1.36 0.87 26.2 7.1 
S-8 14.60 2.10 1.61 1.36 1.48 0.84 26.2 7.5 
S-10 14.88 2.26 1.47 1.52 1.49 0.97 27.9 8.9 
平均 14.67 2.12 1.48 1.42 1.45 0.89 26.2 7.5 
最大 15.16 2.26 1.61 1.55 1.49 0.97 27.9 8.9 
最小 13.93 2.01 1.26 1.34 1.36 0.84 24.4 6.5 
標準偏差  0.39 0.08 0.12 0.09 0.05 0.05  1.2 0.8 
CV (%) 2.7 3.8 8.3 6.1 3.4 5.1 4.6 11.0 
 
表 4.2 割竹の剛性 
籠目用 筋交い用 
試験体名 tE  
(GPa) 
AEt  
(kN) 
bE  
(GPa) 
IEb  
(kN･mm2) 
試験体名 tE  
(GPa) 
AEt  
(kN) 
bE  
(GPa) 
IEb  
(kN･mm2) 
K-1 35.1 738.1 30.6 123.3 S-3 31.4 765.7 26.0 172.6 
K-2 28.0 537.0 23.8  71.3 S-4 31.9 868.5 24.6 199.1 
K-3 32.9 664.4 25.1  86.9 S-5 29.2 769.8 28.0 214.5 
K-4 29.8 665.7 26.4 107.9 S-6 33.5 837.2 25.9 171.0 
K-5 30.1 646.8 27.7 109.9 S-7 26.2 686.1 26.5 186.9 
K-6 30.5 705.5 28.7 137.3 S-8 30.9 808.1 25.4 191.9 
K-7 27.7 586.2 27.9 115.4 S-10 32.7 913.1 26.3 235.5 
K-8 33.7 633.8 29.5  82.0      
平均 31.0 647.2 27.5 104.3 平均 30.8 806.9 26.1 195.9 
最大 35.1 738.1 30.6 137.3 最大 33.5 913.1 28.0 235.5 
最小 27.7 537.0 23.8  71.3 最小 26.2 686.1 24.6 171.0 
標準偏差  2.7  63.6  2.3  22.4 標準偏差  2.5  74.9  1.1  23.0 
CV (%) 8.6 9.8 8.2 21.5 CV (%) 8.0 9.3 4.1 11.8 
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表 4.1 に示すように形状規格は、籠目用が T1.0 規格を筋交い用が T1.5 規格を満たして
いる。表 4.2 に示すように力学的性能のバラツキは、曲げ剛性が、籠目用で変動係数が
22.3%と少しばらついているが、主要な耐震性能である伸び剛性は、籠目用が 9.8%、筋交
い用が 9.3%と小さく自然素材としては、小さいと考えられる。 
引張弾性係数 tE （比例域における上下限荷重は、実験結果の弾性限ひずみが 0.1～0.2%
の範囲であったので、0.1%以下で直線部分が確認された 0.05～0.1%ひずみに対応する荷
重とした）は、２章で提案した特性値 0tE と比較すると、籠目用は平均値が 31.0GPaでT1.0
規格の 0tE (=32.7GPa)より約 5%小さい値となっている。筋交い用は平均値が 30.8GPaで
T1.5 規格の 0tE (=30.3GPa)より約 2%大きい値となっている。これは割竹の厚さが、籠目
用が平均 1.13mmと標準値より 13%厚く、筋交い用が平均 1.45mmと標準値より約 3%薄
いことが要因の一つとして考えられる。 
伸び剛性 AEt は、２章で提案した特性値 0AEt と比較すると、籠目用は平均値が 647.2kN
でT1.0 規格の 0AEt (=570kN)より約 14%小さい値となっている。筋交い用は平均値が
806.9kNでT1.5 規格の 0AEt (=752kN)より約 7%大きい値となっている。 
枠材 8 本は、３章の規格を満たした平割材を使用する。その静的曲げヤング係数 MOE を
表 4.3 に示す。すべて JAS 規格の機械等級区分の E70 等級材に相当する。なお、割竹、
枠材とも気乾状態になるまで屋内で自然乾燥させたものを使用する。 
 
表 4.3 枠材の静的曲げヤング係 数 MOE (GPa) 
試験体 部位 平均 
上枠 下枠 縦枠(左) 縦枠(右) 
籠目用 7.24 7.29 6.94 7.32 7.20 
筋交い用 6.23 6.80 7.56 7.12 6.93 
 
４．２．２  試験方法 
試験は、無載荷の静的な水平加力面内せん断試験でおこなう。加力方法は正負交番繰り
返し加力とし、繰り返しは見かけのせん断変形角が 1/450(1.66mm 0.1mm/秒 ) 
1/300(2.48mm 0.2mm/ 秒 ) 1/200(3.73mm 0.4mm/ 秒 ) 1/150(4.97mm 0.5mm/ 秒 ) 
1/100(7.45mm 1.0mm/秒) 1/75(9.93mm 1.0mm/秒) 1/50(14.9mm 1.0mm/秒)rad の正負変
形時に行い、同一変形段階で 3 回の繰り返し加力をおこなう。その後は、変形角が 1/30 
(24.8mm 2.0mm/秒)まで加力する。荷重測定はロードセルでおこない、変位測定は、柱頭、
柱脚の水平方向変位と下枠左右の鉛直方向変位を変位計でおこなう。また、図 4.1 に示す
位置の割竹の内皮側にひずみゲージを貼りひずみを測定する。図 4.2 に試験体寸法および
面内せん断試験概略図を示す。 
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図 4.2 試験体寸法および面内せん断試験概略図 
 
４．２．３  結果と考察 
（１）破壊性状 
図 4.3 に示す荷重 HP と水平方向変位 Hδ ( 21 δδ −= )の関係から両 ユニット とも見かけ
のせん断変形角が 1/45radを越えた辺り（籠目：1/41rad、筋交い：1/44rad）で、まず
写真 4.3 に示すような面外座屈（正負加力で面外変形が対称となっている）を起こし、
それと同時に大部分の接着部が剥離し大破した。さらに変形が進むと残りの接着部が剥
離し、写真 4.4 に示すように枠材の枘割れや割裂が生じて耐力がなくなった。 
接着部の破壊性状は、写真 4.5 に示すように竹の表層剥離、スギの表層剥離および接
着剤の凝集破壊の 3 種類であった。割竹については割れや破断は見られなかった。 
 
籠目
1/75 1/50 1/30
-6.0
-3.0
0.0
3.0
6.0
-20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0
δ H (mm)
弾性限 大破
P H (kN)
 
筋交い
1/75 1/50 1/30
-6.0
-3.0
0.0
3.0
6.0
-20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0
δ H (mm)
大破弾性限
P H (kN)
 
図 4.3 荷重－水平方向変位関係 
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正加力時 負加力時 負加力時 
籠目ユニット 筋交いユニット 
写真 4.3 面外座屈 
 
   
（ⅰ）枘割れ （ⅱ）割裂 
写真 4.4 枠材の破壊性状 
 
   
（ⅰ）竹の表層剥離 （ⅱ）スギの表層剥離 （ⅲ）接着剤の凝集破壊 
写真 4.5 接着部の破壊性状 
 
枠材の破壊性状は、繊維横断から繊維に沿っての破断で、平割材の実大曲げ試験と同
様な結果となった。これは、接合部の込み栓から枘孔に木材の半径方向に力が作用した
ため実大曲げ試験と同様な結果となったと考えられる。このことは、特に込み栓による
接合部のように繊維方向の側面に集中的荷重が作用する場合に、接合部モデルとして異
方性を考慮する必要性があることを示唆している。 
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（２）力学的性状 
図 4.3 に示すように正加力（押しの場合）の力学的性状は、両ユニット とも見かけの
せん断変形角が 1/75radを越えた辺りで弾性限（最初の接着部の剥離）に達し、その後、
いくつかの接着部の剥離をくりかえしながらも耐力が上昇し 1/45radを越えた辺り（籠
目：1/41rad、筋交い：1/44rad）で、面外座屈と同時に大部分の接着部が剥離し、最大
耐力に達して大破した。さらに変形が進むと残った接着部の剥離をくりかえしながら、
最後は枠材の枘割れや割裂が生じて耐力がなくなった。筋交い ユニットの 負加力（引き
の場合）の力学的性状は、座屈して耐力が発揮できなかった（写真 4.3 参照）。 
各サイクル時、弾性限および大破時の 剛性 HK ( HHP δ= )を 表 4.4 に示す。表 4.4 か
ら弾性限までの HK は正加力時は、両 ユニット とも各サイクルでほぼ同じ値であった。
両 ユニットの比較では、弾性限まではほぼ同じ値で、大破まででも大差がなかった。ま
た、籠目ユニットの 負加力時は、多少のバラツキと正加力時との差があるものの平均で
はほぼ同じ値であった。 
弾性限前の 1/75 サイクルでの荷重 HP とひずみの関係を図 4.4（図の HP は割竹に引張
力が作用する方向を正方向としている。よってK-4～K-6 は HH PP −= となっている）に、
割竹の 最大引張力 maxtP ( maxtt AE ε= )と 最大引張ひずみ maxtε を表 4.5 に示す。図 4.4 の籠
目 ユニット と筋交い ユニット の同一箇所の荷重とひずみ関係の比較から同じような応
力状態であることが推察される。また、籠目ユニットの正 負加力で対称となる位置の荷
重とひずみ関係の比較からはこれも同じような応力状態であることが推察される。 
 
表 4.4 弾性剛性 
サイクル 
正加力（押しの場合） 負加力（引きの場合） 
HP  
(kN) 
Hδ  
(mm) 
HK  
(kN/mm) 
HP  
(kN) 
Hδ  
(mm) 
HK  
(kN/mm) 
1/450 0.60 (1.12)  1.29  (2.52) 0.46 (0.44) -0.432  -1.10 0.39 
1/300 0.87 (1.50)  1.88  (3.22) 0.46 (0.46) -0.794  -1.88 0.42 
1/200 1.37 (2.12)  3.07  (4.42) 0.45 (0.48) -1.282  -2.84 0.45 
1/150 1.90 (2.64)  4.20  (5.56) 0.45 (0.47) -1.880  -3.88 0.49 
1/100 3.12 (3.60)  6.45  (7.80) 0.48 (0.46) -3.291  -6.12 0.54 
1/75 4.40 (4.53)  8.87  (9.90) 0.50 (0.46) -4.932  -8.85 0.56 
弾性限 4.82 (4.53) 10.35 (10.13) 0.47 (0.45) － － － 
平均 2.44 (2.86)  5.16  (6.22) 0.47 (0.46) -2.10  -4.11 0.47 
最大 4.82 (4.53) 10.35 (10.13) 0.50 (0.48) -0.43  -1.10 0.56 
最小 0.60 (1.12)  1.29  (2.52) 0.45 (0.44) -4.93  -8.85 0.39 
標準偏差 1.70 (1.39)  3.50  (3.10) 0.02 (0.01)  1.71   2.90 0.07 
CV (%) － － － － 3.7 (2.9) － － 13.8 
1/50 4.27 (4.79) 14.32 (14.93) 0.298 (0.32) -5.42 -13.24 0.41 
大破 5.50 (5.50) 18.13 (16.74) 0.304 (0.33) － － － 
()内は筋交い 
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表 4.5 割竹の 最大引張力および最大引張ひずみ 
 
割竹記号 
K-1 S-10 K-6 K-2 S-7 K-5 K-3 S-3 K-4 
maxtP (kN) 0.415 0.284 0.333 0.571 0.952 1.571 0.863 0.678 0.673 
maxtε (%) 0.056 0.031 0.047 0.106 0.139 0.243 0.130 0.089 0.101 
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同一箇所 対称位置 
図 4.4 荷重－ひずみ関係 
 
図 4.4 から、割竹に圧縮力が作用する場合は、筋交い ユニットは、S-10, S-7 割竹が表
皮側に、S-3 割竹が 内皮側に曲げ変形している。S-10 割竹（上側）とS-3 割竹（下側）
はS-7 割竹（中央）よりも 2 倍程度変形している。籠目 ユニットは、K-1, K-2 割竹が 内
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皮側に、K-3 割竹が 表皮側に曲げ変形している。また、K-1, K-3 割竹と対称位置のK-6, 
K-4 割竹がK-1, K-3 割竹と反対の 曲げ変形を、K-5 割竹はK-2 割竹と同じ 曲げ変形をし
ている。K-1, K-6 割竹（上側）とK-2, K-5 割竹（中央）はK-3, K-4 割竹（下側）よりも
3～4 倍程度変形している。 
表 4.5 から、中央の割竹の maxtP と maxtε が一番大きく、次に下側で、上側は下側の半分
程度であった。 maxtP は、籠目 ユニットが K-5 割竹で約 1.6kN、筋交い ユニットが S-7
割竹で約 1.0kNであった。 
これらから、籠目 ユニットの 力学的性状は、耐力の発源が割竹の引張力で、正 負加
力でほぼ対称となっていることが分かった。また、弾性限前では、上側割竹は引張力が
小さいが 曲げ 変形は大きく、中央割竹は引張力、曲げ 変形とも大きく、下側割竹は上
側割竹とは反対に引張力は大きいが 曲げ変形が小さいことが分かった。 
（３）耐震性能 
図 4.5 に荷重と変形角関係、正負方向の包絡線とそれに基づく完全弾塑性モデルおよ
び正負方向の包絡線の平均（以下、平均包絡線と呼ぶ）とそれに基づく完全弾塑性モデ
ル（以下、平均完全弾塑性モデルと呼ぶ）を示す。また、表 4.6 に各包絡線から計算さ
れた短期許容せん断耐力 aP および算定用特性値4.1)を示す。なお、 aP 計算のばらつき係
数は 3/4 とし、低減係数α は 1.0 とする。 
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図 4.5 荷重－変形角関係 
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表 4.6 籠目ユニットの短期許容せん断耐力および算定用特性値 
試験体 載荷 
方向 
最大耐力 
maxP  
(kN) 
γ *1 
(rad) 
初期剛性 
(kN/rad) 
終局 
変形角 
uδ *3 
(rad) 
終局 
耐力 
uP  
(kN) 
完全弾塑性 
モデルの 
降伏点変形角 
vδ  
(rad) 
塑性率
(= vu δδ ) 
µ  
籠目 
ユニット 
＋  5.50  1/41 313.15  1/30  4.24  1/75 2.49 
－ -5.80 -1/64 338.58 -1/30 -3.45 -1/98 3.25 
平均  5.54  1/48 344.08  1/30  3.74  1/92 3.06 
 
試験体 載荷 
方向 
構造特性 
係数 
sD  
降伏耐力 
yP  
(kN) 
su DP.20  
(kN) 
32×maxP  
(kN) 
見かけのせん断 
変形角 
1/120rad 時 
の耐力 
120P  
(kN) 
aP *2 
(kN) 
籠目 
ユニット 
＋ 0.50  4.40  1.69 3.67  2.98 1.27 
－ 0.43 -4.93 -1.62 3.86 -3.36 1.22 
平均 0.44  4.66  1.70 3.69  3.17 1.27 
  ：包絡線の降伏点(図 4.5 中▲印)の値を採用する  ： aP 決定因子を示す 
*1 maxP 時の見掛けのせん断変形角 
*2 aP =MIN(| yP |,0.2| uP |/ sD ,| maxP |×2/3,| 120P |)×ばらつき係数(3/4)×α 低減係数(α =1.0)と
する 
*3 終局変位は、面材の性能を評価するため安全限界変形角の 1/30radまで有効とする4.3) 
 
表 4.6 から正負方向の特性値に大きな差はなく、また図 4.5 から正負方向とも同じ様
な履歴曲線であることから籠目ユニットの耐震性能に対称性が認められる。また、平均
の短期許容せん断耐力の決定因子は 0.2 su DP の 1.70kN であり、その次に小さい 120P の
3.17kN の約 53%であることから耐力や剛性に比べて靭性が小さい耐震性能である。 
 
４．３  籠目耐震壁の実験 
４．３．１  試験体とその材料 
図 4.6 に試験体の軸組の基本寸法および基本仕様を示す。試験体は、図 4.7 に示すよう
に各要素（軸組、枠組、籠目ユニット）の耐震性能評価も考慮して、軸組系として、軸組
のみ（以下、F と呼ぶ）と軸組に枠組のみを取り付けた軸組＋枠組（以下、FW0 と呼ぶ）
の 2 体製作し、籠目耐震壁として、籠目ユニットを 3 体取り付けた壁タイプ（以下、FW3
と呼ぶ）と籠目ユニットの光や風を通す特徴を活かして、開口部の機能を大きく損なうこ
とのない耐震補強材としての利用も想定し中央に開口を持つ籠目ユニットを 2 体取り付け
た開口タイプ（以下、FW2 と呼ぶ）の 2 体製作し、計 4 体製作する。 
軸組の仕口部は、柱と土台、梁および横桟ともすべて長枘差し、ケヤキの込み栓締めと
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し、籠目ユニットの軸組への取り付けは、ユニット試験と同様に M16 ボルト締め 2 ヶ所
とする。 
軸組材（柱、梁、土台、横桟）は、JAS 規格の機械等級区分の E90 等級（含水率：20%）
のスギ製材を製材店から購入したものを用い、籠目ユニットは前項と同様の仕様とする。 
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図 4.6 試験体の基本寸法および基本仕様 
込栓φ30×1 本 
枘 35×105×1 枚 
込栓φ18×1 本 
枘 35×105×1枚 
M16 ボルト締め 
込栓φ30×1 本 
枘35×105×1枚 
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（ⅰ）F （ⅱ）FW0 （ⅲ）FW2 （ⅳ）FW3 
図 4.7 試験体の形状 
 
また各籠目ユニットの材料である割竹および平割材は、それぞれ２章、３章の規格を満
たしたものを使用する。さらに、割竹は、同じ竹から得られたものを使用し、各枠組材も
同じ原木丸太からの製材を使用する。 
割竹は、すべて外観等級区分が T1.0 規格のものを使用する。力学的性能は、各籠目ユ
ニットの製作に使用した残りの割竹から 3 本、計 15 本を抽出し前項と同様な測定をおこ
ない確認した。その結果を表 4.7 に示す（含水率はすべて 10%未満である）。 
 
表 4.7 割竹の力学的性能 
項目 
伸び剛性 
AEt  
(kN) 
引張弾性係数 
tE  
(GPa) 
曲げ剛性 
IEb  
(kN･mm2) 
曲げ弾性係数 
bE  
(GPa) 
平均 653.4 36.3  96.5 32.7 
最大 743.4 40.0 140.7 37.3 
最小 586.3 30.3  60.0 29.2 
標準偏差  44.9  2.8  21.8  2.2 
CV (%) 6.9 7.8 22.5 6.7 
 
前項の籠目ユニット試験用の割竹と同様に、曲げ剛性は、変動係数が 22.5%と少しばら
ついているが、伸び剛性は、6.9%とバラツキは小さい。また、前項の割竹と比較すると、
引張弾性係数および曲げ弾性係数とも約 5%大きいが、伸び剛性と曲げ剛性はほぼ同等で
ある。これは、割竹の厚さが、籠目ユニット試験用が平均 1.13mmで、籠目耐震壁用が平
均 0.89mmと薄いため弾性係数が大きくなっているが、断面性能は小さくなっいるためで
ある。薄い（表皮に近い）方が、引張弾性係数が大きいのは、既往の研究4.4)の外周（表皮
側）へ行くにつれて大きくなるという結果と同じである。これは、表皮側の方が高弾性の
維管束鞘が多いためである。 
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枠材 36 本は、３章の規格を満たした平割材を使用する。その静的曲げヤング係数 MOE
は、最小で 5.36GPa、最大で 9.77GPa、平均で 6.98GPa である。JAS 規格の機械等級区
分の内訳は、E50 等級が 8 本、E70 等級が 20 本、E90 等級が 8 本である。なお、割竹、
枠材とも気乾状態になるまで屋内で自然乾燥させたものを使用する。 
 
４．３．２  試験方法 
試験は、無載荷式で、土台の浮き上がりを防止するため、土台を載荷装置固定枠 H 形鋼
に M16 ボルトで 4 ヶ所固定し、静的な水平加力面内せん断試験でおこなう。写真 4.6 に試
験風景を示す。 
加力方法は正負交番繰り返し加力とし、繰り返しは見かけのせん断変形角が 1/450, 
1/300, 1/200, 1/150, 1/100, 1/75, 1/50, 1/15rad(1.0mm/秒)の正負変形時に行い、同一変形
段階で 3 回の繰り返し加力をおこなう。荷重測定はロードセルでおこない、変位測定は、
梁材の水平方向変位をワイヤー型変位計で、土台の水平方向変位および左右の柱の脚部の
鉛直方向変位を変位計でおこなう。また測定は、柱、梁、土台とも軸芯でおこなう。 
 
  
（ⅰ）FW0（1/15rad 時の変形） （ⅱ）FW3（1/15rad 時の変形） 
写真 4.6 試験風景 
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４．３．３  結果と考察 
（１）破壊性状 
軸組の破壊性状は、見かけのせん断変形角が 1/15rad 付近で木が割れるような大きな
音とともに耐力がなくなった。解体すると写真 4.7（ⅰ）,（ⅱ）に示すような柱の枘割
れがすべての試験体で発生し、さらに F, FW0 試験体の土台に割れが発生していた。こ
れは、ユニット試験と同様に接合部の込み栓から枘孔に木材の半径方向に力が作用した
ためと考えられる。なお、横桟の枘にはすべて割れは見られなかった。これは、込み栓
から枘孔に木材の半径方向（繊維方向の側面）に大きな集中的荷重が作用しなかったた
めと考えられる。 
籠目ユニットの破壊性状は、ユニット試験と同様に見かけのせん断変形角が 1/50rad
を越えた辺りで、写真 4.7（ⅲ）に示すような面外座屈を起こし、それと同時に大部分
の接着部が剥離した。また、すべての枠材にユニット試験と同様の枘割れが見られた。
割竹には籠目ユニット試験では見られなかった写真 4.7（ⅳ）に示すような割れと最上
層では破断が見られた。これは本試験を大変形時（見かけのせん断変形角が 1/15rad）
まで行ったため面外変形が大きくなった影響と考えられる。 
込み栓は軸組および枠組ともすべてに目立った損傷は見られなかった。 
 
  
（ⅰ）柱の枘割れ （ⅱ）土台の割れ 
  
（ⅲ）接着部の剥離 （ⅳ）割竹の破断 
写真 4.7 破壊性状 
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（２）耐震性能 
すべての試験体の荷重と変形角の関係、正負方向の包絡線とそれに基づく完全弾塑性
モデルを図 4.8 に、平均包絡線と平均完全弾塑性モデルを図 4.9 に示す。また、表 4.8
に各包絡線から計算された壁倍率および算定用特性値4.1)を示す。なお、壁倍率計算のば
らつき係数は 3/4 とし、低減係数α は 1.0 とする。また、各要素の寄与率（平均の特性
値の増加分を元の特性値で割ったもの）も表 4.8 に示す。表 4.8 中の寄与率Ⅰは、軸組F
からの寄与率で、寄与率Ⅱは、軸組＋枠組FW0 からの寄与率で籠目ユニットの竹材の寄
与率を表している。 
軸組系の F, FW0 の挙動は、図 4.8（ⅰ）,（ⅱ）および図 4.9 に示すように見かけの
せん断変形角が 1/15rad 近くまで耐力の上昇があり、その後木が割れるような大きな音
がし耐力の上昇が止まった。 
籠目耐震壁の FW2, FW3 の挙動は図 4.8（ⅲ）,（ⅳ）および図 4.9 に示すように見か
けのせん断変形角が 1/60rad 近くまで耐力の上昇があり、その後接着部が剥離し、
1/40rad 付近で大半の接着部が剥離し急激な耐力低下を生じた。この現象は籠目ユニッ
ト試験と同様である。その後の挙動は、図 4.8 から分かるように FW0 の挙動とほぼ一
致しており、最終耐力は FW0 の耐力を保持している。また、表 4.8 から正負方向の特
性値に大きな差はなく、図 4.8 から正負方向とも同じ様な履歴曲線であることから耐震
性能に対称性が認められる。 
軸組系の平均の壁倍率は、F が 0.44、FW0 が 0.74 で、決定因子はどちらも剛性 120P で
ある。また、表 4.8 の FW0 の寄与率Ⅰから、すべての特性値が上昇しており、特に初
期剛性が 66%増加したことが、塑性率および 120P 耐力の増加に繋がり、その結果、壁倍
率が 68%増加している。枠組の壁倍率への寄与は 0.3 である。 
籠目耐震壁の平均の壁倍率は、FW2 が 1.59、FW3 が 1.80 で、3 つ割筋かいの 1.5 以
上であり、決定因子はどちらも靭性(=0.2 su DP )である。また、次の決定因子はどちら
も剛性 120P である。表 4.8 から FW0 と同様に、FW2、FW3 とも寄与率Ⅰから、すべて
の特性値が上昇しており、特に初期剛性の増加が大きく、延いては塑性率および 120P 耐
力の増加に繋がり、その結果、壁倍率が大きく増加している。したがって、壁倍率の向
上には初期剛性を高めることが 120P 耐力を高め、耐力が同じであれば Vδ が小さくなるこ
とから塑性率が増加し、延いては靭性(=0.2 su DP )の向上に繋がり有効である。寄与率
Ⅱからは籠目ユニットの竹材も初期剛性の増加に寄与していることが分かる。籠目ユニ
ットの壁倍率への寄与は FW2 が 1.1 で、FW3 が 1.3 である。 
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図 4.8 荷重－変形角関係 
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図 4.9 平均包絡線と平均完全弾塑性モデル 
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表 4.8 耐震壁の壁倍率および算定用特性値 
試験体№ 載荷方向 maxP  
(kN) 
γ *1 
(rad) 
初期剛性 
(kN/rad) 
uδ  
(rad) 
uP  
(kN) 
vδ  
(rad) 
µ  
sD  
F ＋  5.10  1/15 111.32  1/15  4.35  1/26 1.72 0.64 
軸組のみ － -4.70 -1/17  97.04 -1/15 -4.69 -1/21 1.39 0.75 
平均  4.79  1/15 104.11  1/15  4.47  1/23 1.55 0.69 
FW0 ＋  5.80  1/17 168.31  1/15  5.13  1/33 2.20 0.54 
軸組 
＋ 
枠組 
－ -5.70 -1/20 177.54 -1/15 -5.22 -1/34 2.28 0.53 
平均  5.63  1/17 172.84  1/15  5.17  1/33 2.23 0.54 
寄与率Ⅰ*5 17.7% － 66.0% － 15.7% － 43.5% － 
FW2*4 ＋  7.10  1/49 426.03  1/15  6.02  1/71 4.75 0.34 
開口ﾀｲﾌﾟ 
－ -6.30 -1/59 509.42 -1/15 -5.54 -1/92 6.15 0.30 
平均  6.34  1/49 494.13  1/15  5.94  1/83 5.54 0.31 
寄与率Ⅰ*5 32.5% － 374.6% － 33.0% － 256.9% － 
寄与率Ⅱ*6 12.6% － 185.9% － 14.9% － 148.8% － 
FW3*4 ＋  9.00  1/57 560.30  1/15  5.58  1/101 6.74 0.28 
壁ﾀｲﾌﾟ 
－ -8.20 -1/64 745.79 -1/15 -5.43 -1/138 9.19 0.24 
平均  8.33  1/57 649.47  1/15  5.69 1/114 7.61 0.27 
寄与率Ⅰ*5 74.0% － 523.8% － 27.3% － 390.1% － 
寄与率Ⅱ*6 47.8% － 275.8% － 10.0% － 241.6% － 
 
試験体№ 載荷方向 yP  
(kN) 
su DP.20  
(kN) 
32×maxP  
(kN) 
120P  
(kN) 
壁倍率 
最小*2 最大*3 
F ＋  2.54  1.36  3.40  1.16 0.49 1.43 
軸組のみ － -3.36 -1.25 -3.13 -0.94 0.40 1.41 
平均  2.63  1.30  3.19  1.05 0.44 1.34 
FW0 ＋  3.22  1.89  3.87  1.73 0.73 1.63 
軸組 
＋ 
枠組 
－ -2.93 -1.97 -3.80 -1.81 0.76 1.60 
平均  3.07  1.92  3.76  1.77 0.74 1.58 
寄与率Ⅰ*5 16.9% 48.2% 17.7% 68.5% 68.5% 17.7% 
FW2*4 ＋  4.39  3.51  4.73  3.66 1.48 1.99 
開口ﾀｲﾌﾟ 
－ -5.31 -3.73 -4.20 -4.05 1.57 2.23 
平均  5.96  3.77  4.23  3.86 1.59 2.51 
寄与率Ⅰ*5 126.7% 191.0% 32.5% 267.3% 259.5% 86.7% 
寄与率Ⅱ*6 93.9% 96.3% 12.6% 118.0% 113.4% 58.7% 
FW3*4 ＋  7.34  3.94  6.00  4.73 1.66 3.09 
壁ﾀｲﾌﾟ 
－ -4.53 -4.53 -5.47 -5.69 1.90 2.39 
平均  8.27  4.29  5.55  5.21 1.80 3.48 
寄与率Ⅰ*5 214.6% 230.8% 74.0% 396.4% 308.7% 159.1% 
寄与率Ⅱ*6 169.0% 123.1% 47.8% 194.7% 142.6% 120.2% 
：包絡線の降伏点(図 4.8, 4.9 中▲印)の値を採用する  ：最小壁倍率決定因子を示す 
*1 maxP 時の見掛けのせん断変形角 
*2 壁倍率=MIN(| yP |,0.2| uP |/ sD ,| maxP |×2/3,| 120P |)×ばらつき係数(3/4)/1.96/0.91×α 低減係
数(α =1.0)とする 
*3 壁倍率=MAX(| yP |,0.2| uP |/ sD ,| maxP |×2/3,| 120P |)×ばらつき係数(3/4)/1.96/0.91×α 低減係
数(α =1.0)とする 
*4 終局変位は耐力低下後も軸組の変形能力と耐力を保持しているため 1/15rad まで有効とする 
*5 軸組からの寄与率（=FW0 平均,FW2 平均,FW3 平均 - F 平均)/F 平均） 
*6 軸組＋枠組からの寄与率（=FW2 平均,FW3 平均 - FW0 平均)/FW0 平均） 
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籠目耐震壁の平均包絡線で囲まれた面積（以下、エネルギー吸収量と呼ぶ）に着目する
と、図 4.9 から分もかるように FW2 が 0.36kN･rad で FW3 が 0.35kN･rad とほとんど差
が無ない。これは、図 4.9 の包絡線から分かるように FW2 は FW3 に比べて、剛性や最大
耐力が小さいが、籠目ユニット大破後の耐力がFW3はFW0のみとなっているのに比べて、
FW2 は FW0 に加えて籠目ユニットの竹材による耐力が残っていたためと考えられる。こ
のことよりエネルギー吸収性能の向上には大変形時まで籠目ユニットの竹材による耐力を
保持することが有効であることが分かる。 
 
４．４  木造軸組耐震壁へ応用した場合の籠目ユニットの耐震性能 
前述のように、籠目ユニット大破後の挙動が軸組＋枠組FW0 の挙動とほぼ一致している
ことから、籠目耐震壁の挙動から軸組系F, FW0 の挙動を引いた挙動は各要素（籠目ユニ
ット、籠目ユニットの竹材）の挙動を現しているものと考えられる。そこで、各要素の平
均包絡線（籠目耐震壁の平均包絡線から軸組系の平均包絡線を引いたもの）を図 4.10 に示
す。表 4.9 には各包絡線から計算された短期許容せん断耐力 aP および算定用特性値4.1)を示
す。なお、 aP 計算のばらつき係数は 3/4 とし、低減係数α は 1.0 とする。 
図 4.10 の（灰色実線）から壁タイプの籠目ユニットの竹材は、籠目ユニットの大破後は
耐力がなくなっているが、開口タイプの竹材は図 4.10（灰色破線）から分かるように籠目
ユニットの大破後も耐力が 1/4 程度残っている。このことが、FW2 のエネルギー吸収量が
FW3 とほとんど差が無ない要因である。 
木造の軸組みに組み込んだ場合の籠目ユニットの耐震性能は、壁タイプ FW3 は、図 4.10
から籠目ユニットの竹材（=FW3 平均－FW0 平均）の包絡線（灰色実線）と籠目ユニッ
トの包絡線（灰色二点鎖線）および表 4.9 と表 4.6 の短期許容せん断耐力の決定因子（所
定の計算結果が得られなかった降伏耐力 yP を除く）がほぼ一致しており、籠目ユニットの
耐震性能がそのまま反映されている。これは、籠目ユニット試験用の割竹と籠目耐震壁用
の割竹の力学的性能がほぼ同じことや簡単な工法のため籠目ユニットの試験体と籠目耐震
壁に組み込んだ試験体の品質・性能にバラツキが小さく、取り付け方法も同様なことから、
同じような水平力が伝達されたものと考えられる。 
開口タイプ FW2 は、表 4.9 から籠目ユニットの竹材の aP が、FW3 と同じ決定因子の靭
性(=0.2 su DP )で、壁タイプの 1.23kN に対して 0.82kN と 2/3 になっている。これは、上
下で籠目ユニットの配置が対称となっていることから同じような水平力が伝達され、さら
に開口部の耐力の方が大きく、FW2 と FW3 の籠目ユニットの品質・性能にバラツキが小
さかったことで、籠目ユニットの方が先に、ほぼ上下同時にまた FW3 の籠目ユニットと
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同じような最大耐力に達したため、壁タイプの籠目ユニット数に対する割合となったと考
えられる。これらから、籠目ユニットを耐震補強材として既存の軸組みに使用した場合、
開口部の耐力の方が大きい場合は、籠目ユニットの個数と配置に応じて評価した籠目ユニ
ットの耐震性能がそのまま付加されるものと考えられる。 
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図 4.10 耐震要素の平均包絡線の比較 
 
表 4.9 耐震要素の短期許容せん断耐力および算定用特性値 
耐震要素 
最大 
耐力 
maxP  
(kN) 
γ *1 
(rad) 
初期剛性 
(kN/rad) 
終局 
変形角 
uδ *3 
(rad) 
終局 
耐力 
uP  
(kN) 
完全弾塑性 
モデルの 
降伏点変形角 
vδ  
(rad) 
塑性率
(= vu δδ ) 
µ  
FW3 平均－F 平均 6.51 1/64 505.38 1/30 3.80 1/133 4.44 
FW3 平均－FW0 平均 5.47 1/64 412.78 1/30 2.72 1/151 5.05 
FW2 平均－F 平均 4.38 1/68 344.58 1/30 3.15 1/109 3.65 
FW2 平均－FW0 平均 3.37 1/68 249.91 1/30 2.06 1/121 4.04 
 
耐震要素 
構造特性 
係数 
sD  
降伏耐力 
yP  
(kN) 
su DP.20  
(kN) 
32×maxP  
(kN) 
見かけのせん断 
変形角 
1/120rad 時 
の耐力 
120P  
(kN) 
aP *2 
(kN) 
FW3 平均－F 平均 0.36 3.59 2.13 4.34 4.16 1.60 
FW3 平均－FW0 平均 0.33 3.09 1.64 3.65 3.44 1.23 
FW2 平均－F 平均 0.40 2.27 1.58 2.92 2.81 1.19 
FW2 平均－FW0 平均 0.38 1.89 1.10 2.25 2.09 0.82 
*1 maxP 時の見掛けのせん断変形角      ： aP 決定因子を示す 
*2 aP =MIN( yP ,0.2 uP / sD , maxP ×2/3, 120P )×ばらつき係数(3/4)×α 低減係数(α =1.0)とする 
*3 終局変位は、面材の性能を評価するため安全限界変形角の 1/30radまで有効とする4.3) 
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４．５  「新しい許容せん断耐力（壁倍率）の評価法」の適用性について 
文献 4.1)に、「この方法は、荷重～変形曲線を完全弾塑性（bi-liner）型モデルに置換し
て評価しようとするもので、地震に対する保有水平耐力に主眼をおいた評価方法といえよ
う。この方法によれば、耐力壁の粘り強さの指標である塑性率（弾塑率）を精密に評価で
き、いわゆる構造特性係数としてせん断耐力評価に反映できるところに大きな特長があ
る。」と記述されており、一方文献 4.5)には、「最近は壁倍率の算定基準に変更が加えら
れ、変形性能を加味した算定もなされているが、動的な性状や大変形領域を十分に反映し
た指標とするには無理がある。木造架構は木材同士のめり込みを前提にした仕口が基本に
なって発展してきた日本独自の構法であり、耐力だけの指標で耐震性能を規定することは、
木造架構の特性を生かした設計が不可能であるといえる。」と問題点が指摘されている。 
そこで、この項では、軸組みの大きな変形能力を維持していた籠目耐震壁の壁タイプ
FW3 の耐震性能の改善方法として、初期剛性はそのままで、 uP を実験結果の最大耐力 maxP
とするモデル（以下、エネルギー吸収改良型と呼ぶ）と完全弾塑性モデルの終局耐力 uP は
そのままで、初期剛性を 2 倍に高めるモデル（以下、剛性改良型と呼ぶ）の 2 モデルを対
象に「新しい壁倍率評価法4.1)」により評価する。両改良型の 完全弾塑性モデルを 図 4.11
に示す。表 4.10 には 完全弾塑性モデル から計算された 壁倍率、エネルギー吸収量 および
その算定用特性値を示す。なお、壁倍率 計算のばらつき係数は 3/4 とし、低減係数α は 1.0
とする。 
表 4.10 から、エネルギー改良型はエネルギー吸収性能が 42%向上しているにもかかわ
らず壁倍率が 19%向上しているだけであるが、一方、剛性改良型はエネルギー吸収性能が
4%の向上にもかかわらず壁倍率が 44%向上している。また、壁倍率は、剛性改良型の方 
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図 4.11 改良型の完全弾塑性モデル 
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表 4.10 改良型の壁倍率およびエネルギー吸収量 
耐震壁 初期剛性 (kN/rad) 
終局耐力 
uP  
(kN) 
塑性率 
µ  
構造特性 
係数 
sD  
su DP.20  
(kN) 
壁倍率*1 
ｴﾈﾙｷﾞｰ 
吸収量 
(kN･rad) 
FW3 平均  649.47 5.69  7.61 0.27 4.29 1.80 0.35 
エネルギー吸収 
改良型 
 649.47 8.33  5.20 0.33 5.11 2.15 0.50 
   (1.00) (1.46)  (0.68) (1.23) (1.19) (1.19) (1.42) 
剛性改良型 1298.94 5.69 15.22 0.18 6.17 2.60 0.37    (2.00) (1.00)  (2.00) (0.69) (1.44) (1.44) (1.04) 
()内は FW3 平均からの倍率 
*1 壁倍率=0.2 uP / sD ×ばらつき係数(3/4)/1.96/0.91×α 低減係数(α =1.0)とする 
 
がエネルギー改良型より約 20%大きい。 
これらから、「新しい壁倍率評価法4.1)」は、文献 4.1)で述べられている「塑性率（弾塑
率）を精密に評価でき、いわゆる構造特性係数としてせん断耐力評価に反映できる」とい
う特長を剛性改良型で、文献 4.5)で述べられている「大変形領域を十分に反映した指標と
するには無理がある」という問題点をエネルギー改良型で確認できた。よって、「新しい
壁倍率評価法4.1)」を大きな変形能力をもっている伝統構法による家屋の耐震壁や耐震補強
の耐震性能の評価に適用する場合、上述の点に留意して運用する必要がある。 
 
４．６  まとめ 
新しく開発した籠目耐震壁の耐震性能を把握するために、まず、籠目ユニットと筋交い
ユニットについて、面内繰り返しせん断試験をおこない、両者を比較しながら、籠目ユニ
ットの力学的性状について調べた。また、籠目ユニットの耐震性能を「新しい壁倍率評価
法4.1)」により評価した。本実験の範囲内で得られた知見を以下に示す。 
(1)耐力の主要な発源は、割竹の引張力で、正負で対称性がある。 
(2)見かけのせん断変形角が正負とも 1/45rad付近で面外座屈を起こし、それと同時に大
部分の接着部が剥離し耐力が急激に低下し、さらに変形が進むと残りの接着部も剥離
し、枠材の枘割れや割裂が生じて耐力がなくなった。 
(3)壁倍率は 1.27 で短期許容せん断耐力の決定因子は 0.2 su DP の 1.70kN であり、その
次に小さい 120P の 3.17kNの約 53%であることから耐力や剛性に比べて靭性が小さい。 
次に、籠目耐震壁と軸組系について、面内繰り返しせん断試験をおこない、両者を比較
しながら、籠目耐震壁の力学的性状について調べた。また、籠目耐震壁の耐震性能を「新
しい壁倍率評価法4.1)」により評価した。本実験の範囲内で得られた知見を以下に示す。 
(4)耐力の主要な発源は、籠目ユニットのせん断耐力で、正負で対称性がある。 
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(5)籠目耐震壁の壁倍率は、壁タイプで 1.8、開口タイプで 1.5 あり、建築基準法施行令
第 46 条第 4 項表 1 による 3 つ割筋かいの 1.5 以上である。 
(6)籠目耐震壁の耐力は、壁タイプ、開口タイプとも見かけのせん断変形角が 1/60rad
程度で最大耐力に達し、その後 1/40rad 程度で大半の接着部が剥離し、急激な耐力
低下を生じたが、最終耐力は軸組 FW0 の耐力を保持している。 
(7)籠目耐震壁の挙動は、籠目ユニットの大破前までは、籠目ユニット試験と同様な挙動
を示し、破壊性状も同じである。大破後は軸組 FW0 の挙動とほぼ一致している。 
これらから、籠目耐震壁を軸組と籠目ユニットの要素に分解して、それぞれの耐震性能
を個別に評価し加算できる。また、籠目ユニットの大破は、軸組に損傷を与えていないこ
とも意味しており、損傷ユニットのみを交換すれば、籠目耐震壁の耐震性能を維持できる。 
なお、本籠目耐震壁の試験は、壁タイプと開口タイプのそれぞれ 1 体ではあるが、籠目
耐震壁を構成する軸組材、枠組材および竹材の力学的性能が明確でバラツキも小さく、か
つ簡単な工法であるため、品質が安定しており、試験結果は十分信頼できるものであると
考えている。 
また、籠目ユニットも、壁タイプと開口タイプの大破までの挙動が酷似していることや、
使用した 5 体とも破壊性状が同じであることから、品質・性能が安定していると考えられ
る。よって、枠組材および竹材の力学的性能が明確で、バラツキも小さいものを使用した
籠目ユニットは、品質管理された、品質・性能が安定した耐震要素として、耐震壁や、特
に開口部の耐震補強用として実用上利用可能である。 
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５章  結び 
 
本論文は、竹とスギの未利用中径木の有効利用の一案として考案した籠目ユニットを伝
統構法による家屋の耐震性の向上を目的に、耐震壁および耐震補強材としての利用を想定
し、それらの基礎となる「割竹および枠材の構造用材料としての品質が確保できること」
と「籠目耐震壁が実用可能な耐震性能を有していること」を実験的に明らかにしたもので
ある。得られた結論を要約すると次のようになる。 
２章では、京都周辺産の真竹から加工された工芸用割竹の実大引張試験をおこない、引
張特性値と破壊性状、試験体厚さ t との関係および引張特性値間の関係を調べ、等級区分
の有用性を検証した。その結果、割竹を構成する節部と節間部では、気乾密度 ρ や ρ と t の
関係が異なり、また、節なしと節あり（節のある割竹）では引張特性値の平均値やバラツ
キに差があり、引張弾性係数 tE と曲げ弾性係数 bE との関係も異なり、さらに節なしは、
引張特性値および外観的指標に高さ方向に差が認められなかったが、節ありは気乾密度と
引張弾性係数に高さ方向に減少する傾向が認められたことから、割竹を構成する節部と節
間部では物理的性状が異なることが分かった。形状については、最大荷重 maxP 、基準ひず
み tε の下限値および破断破壊と密接な関係があることが分かった。等級区分については、
計測が簡単な節間部の t を指標とした外観等級区分が、節間部の引張強度 tσ と引張弾性係
数 tE および節ありも含めて最大荷重 maxP と伸び剛性 AEt のバラツキを小さくすることから、
実用的な品質管理に有効な方法であることを示した。 
これらから、形状的規格として、 maxP に影響があった曲り率、基準ひずみ tε に影響があ
った節部の均等厚比および破断破壊に影響があった最低厚さを採用し、節なし、節あり別
に引張特性値例を示し、割竹の一規格を提案した。 
３章では、和歌山県産 80 年生スギの末口径級 16 の原木丸太とそれから製材された平割
材（標準寸法：45×90mm）について、まず、縦振動法による動的ヤング係数 frE および
小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数 MOE を測定し、それらの関係を調べ、
原木丸太の動的ヤング係数 frE を指標とする等級区分の有用性を検証した。その結果、 frE
と MOE との間に強い相関関係が認められ、 MOE の推定に frE が実用的な精度で利用可能
であることを示した。さらに、バラツキをより狭い範囲に押える方法として frE を指標と
する機械等級区分が有効な方法であることを示した。これらから、4 番玉以上の中径材も
原木段階で製材の一定の性能が保証された原木が選別でき、合理的な利用が可能であるこ
とが分かった。 
次に、平割材を小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数を測定後、気乾状態に
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なるまで屋内で乾燥し、JAS の曲げ試験に準じて平使いにした実大曲げ試験をおこない、
各指標（破壊・変形モード、ヤング係数および外観特性）と曲げ強度 bF の関係を調べ、JAS
規格の等級区分の適用性を検証した。その結果、外観特性との関係については、非常に弱
い相関関係しかないことが分かった。破壊・変形モードとの関係については、死節起因の
破壊モードが脆性破壊的な変形モードで bF の下限値となっていることが分かった。その外
観的特徴としては、狭い材面の節径比が 60%を超えかつその節に死節が見られた。ヤング
係数との関係については、強い相関があることが分かった。JAS 規格の等級区分の適用性
については、目視等級区分は、強度性能において有効であるにもかかわらず、半数近くの
部材が規格外となり、強度面からの有効利用の観点から問題があることが分かった。機械
等級区分は、バラツキをより狭い範囲に押える有効な方法であることが分かった。また、
動的ヤング係数と曲げヤング係数の関係を調べた結果、非常に強い相関があることが分か
り、国内で一般化している動的ヤング係数を指標とする曲げヤング係数の推定方法が平使
いへも利用可能なことを示した。 
これらから、適用条件（産地、樹齢、径級、断面寸法、使用方法および木取り）を明確
にした上で、標準寸法 45mm の機械等級区分製材の一規格と機械等級区分別の基準特性値
を提案した。外観的規格として、脆性破壊を示した狭い材面の死節とその節径比のみを採
用した。さらに、より実用的な品質管理方法として動的ヤング係数から曲げヤング係数の
回帰式による推定式を提案した。 
４章では、まず、籠目ユニットと筋交いユニットについて、面内繰り返しせん断試験を
おこない、両者を比較しながら、籠目ユニットの力学的性状について調べ、籠目ユニット
の耐震性能を新しい壁倍率評価法により評価した。その結果、力学的性状については、耐
力の主要な発源は、割竹の引張力で、正負で対称性があることが分かった。破壊性状は見
かけのせん断変形角が正負とも 1/45rad 付近で面外座屈を起こし、それと同時に大部分の
接着部が剥離し耐力が急激に低下し、さらに変形が進むと残りの接着部も剥離し、枠材の
枘割れや割裂が生じて耐力がなくなることが分かった。耐震性能については、壁倍率は
1.27 で短期許容せん断耐力の決定因子は 0.2 su DP の 1.70kN であり、その次に小さい 120P
の 3.17kN の約 53%であることから耐力や剛性に比べて靭性が小さいことが分かった。 
次に、籠目耐震壁と軸組系について、面内繰り返しせん断試験をおこない、両者を比較
しながら、籠目耐震壁の力学的性状について調べた。その結果、力学的性状については、
耐力の主要な発源は、籠目ユニットのせん断耐力で、正負で対称性があることが分かった。
破壊性状は見かけのせん断変形角が 1/60rad 程度で最大耐力に達し、その後 1/40rad 付近
で籠目ユニットが面外座屈を起こし、それと同時に大部分の接着部が剥離し、急激な耐力
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低下を生じたが、最終耐力は軸組の耐力を保持していることが分かった。また、挙動は籠
目ユニットの大破前までは、籠目ユニット試験と同様な挙動を示し、破壊性状も同じで、
大破後は軸組 FW0 の挙動とほぼ一致していた。耐震性能については、壁倍率は、壁タイ
プで 1.8、開口タイプで 1.5 あり、建築基準法施行令第 46 条第 4 項表 1 による 3 つ割筋か
いの 1.5 以上で、実用性のある耐震性能を有していることが分かった。さらに、籠目耐震
壁の包絡線から軸組みの包絡線の差を求め、籠目ユニットの籠目耐震壁への耐震性能の寄
与の仕方および度合いを調べた。その結果、壁タイプでの耐震性能は籠目ユニットの耐震
性能がそのまま反映されており、開口タイプでの耐震性能は壁タイプの 2/3 で、壁タイプ
の籠目ユニット数に対する割合となっていることが分かった。 
これらから、籠目耐震壁は実用可能な耐震性能を有しており、さらに、籠目ユニットの
大破は、軸組に損傷を与えていないことから、籠目耐震壁を軸組と籠目ユニットの要素に
分解して、それぞれの耐震性能を個別に評価し加算でき、損傷ユニットのみを交換すれば、
籠目耐震壁の耐震性能を維持できることが分かった。 
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付録A  曲げヤング係数と曲げ強度および動的ヤング係数との関係のデータベース化の 
フローチャート 
以下に、JAS 規格の機械等級区分の基準の指標としての支点部のめり込みの影響を受け
ずに測定された曲げヤング係数と曲げ強度および動的ヤング係数との関係のデータベース
化の手順例のフローチャートを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
動的ヤング係数 dE を測定する 
dE を基に既存データベースから曲げヤング係数 0bE′ を推定する 
0bE′ を基に既存データベース 
から曲げ強度 050.bF ′ を推定する 
 
050.bF ′ の 40%を少し超える値を上限荷
重として支点のめり込み量の影響を
受けない測定方法で変位を測定する 
比例荷重を 050.bF ′ の 10～40%とし
て曲げヤング係数 bE を求める 
0bE′ と bE が同じ規格か？ 
曲げ強度試験を行い曲げ強度 bF を測定する 
その新しい関係（ dE と bE 、 bE と bF ）を産地や樹種、
樹齢などの属性データと共にデータベース化する 
0bE′ = bE  
始め 
終り 
YES 
NO 
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付録B  新しい許容せん断耐力（壁倍率）の評価法 
 
以下に、「日本建築学会：木質構造設計規準・同解説，pp.108～109，2006.12」に記述
されている評価方法を示す。 
1）荷重～せん断変形角曲線から包絡線を求める。 
2）0.1 maxP と 0.4 maxP 時の点を結ぶ線分Ⅰを描く。 
3）0.4 maxP と 0.9 maxP 時の点を結ぶ線分Ⅱを描く。 
4）線分Ⅱと平行で、包絡線に接する①点を通る線分Ⅲ（接線）を描く。 
5）降伏荷重 yP ：線分ⅠとⅢの交点②の荷重を降伏荷重とする。 
6）降伏変位を表す線分Ⅳを描く。 
7）線分Ⅳと包絡線の交点③の変形角を降伏変形 yγ とする。 
8）原点と③を通る線分Ⅴを描く。 
9）最大荷重経過後、0.8 maxP に達した点の変位を終局変位 uγ とし、終局変位を表す線分
Ⅵを描く。 
10）包絡線、変形軸および線分Ⅵで囲まれる部分の面積 S を計算する。 
11）線分Ⅶは終局耐力 uP を表す変形軸と平行な線で、線分Ⅴ、線分Ⅶ、線分Ⅵおよび変
形軸で囲まれる台形の面積が 10）で求めた面積 S と等しくなるように定める。 
12）線分Ⅴと線分Ⅶの交点④の変形角を完全弾塑性モデルの降伏点変位 vγ とする。 
13）( vu γγ )を塑性率 µ とし、構造特性係数 sD を ( )121 −µ により求める。 
 
 
図付録B.1 耐力壁の許容せん断耐力の誘導法 
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14） yP 、[ ( ) us PD. ･20 ]、[ maxP･32 ]、[ rP（タイロッド式の場合は真のせん断変形角 1/150rad
に対応する荷重 150P 、無載荷式または載荷式の場合は見掛けのせん断変形角 1/120 
rad に対応する荷重 120P ）]の、それぞれの平均値にそれぞれのばらつき係数を乗じ
た値のうち、最も小さい値( 0P )を求める。この場合、ばらつき係数は( kCV･−1 )によ
り決定するが、CV は変動係数、k は供試験数により決まる定数( n =3 のとき 0.471)
である。 
15）短期許容せん断耐力 aP は前項の 0P に耐力低減係数α を乗じて決定する。 
16）壁倍率を算定する場合には、下式により算定する。 
壁倍率 ( ) ( )LPa 119601 ××=  
ここで 1960 は壁倍率を算定する数値(N/m)、 L は試験体の壁の長さ(m) 
算定された数値は 0.5～5 までの範囲で、0.1 ごとに端数を切り捨てる。 
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記号  
（主要な記号のみ記す。） 
 
A  ： 割竹の断面積または平割材の年輪幅 
ARW  ： 原木丸太の元口での平均年輪幅 
a  ： 原木丸太の元口の長径または平割材の晩材幅または実大曲げ試験の
1/2 シェアスパン 
a′  ： 原木丸太の末口の長径 
0a  ： 実大曲げ試験の標準条件における a ( 06d= ) 
b  ： 割竹の幅または原木丸太の元口の短径 
b′  ： 原木丸太の末口の短径 
CV  ： 変動係数(%) 
bD  ： 原木丸太の元口周長が等価となる円の直径 
tD  ： 原木丸太の末口周長が等価となる円の直径 
d  ： 平割材の梁せい 
0d  ： 実大曲げ試験の標準寸法(=45mm) 
bE  ： 割竹または平割材の曲げヤング係数 
0bE  ： 回帰直線による平割材の曲げヤング係数 
b0.05 E  ： 回帰直線による平割材の曲げヤング係数の 5%下限値 
IEb  ： 割竹の曲げ剛性 
dE  ： 平割材の動的ヤング係数 
frE  ： 原木丸太の動的ヤング係数 
mE  ： 実大曲げ実験条件における曲げヤング係数測定値 
tE  ： 割竹の引張弾性係数 
AEt  ： 割竹の伸び剛性 
0AEt  ： 割竹の伸び剛性の 50%下限値 
050.t AE  ： 割竹の伸び剛性の 5%下限値 
G/E  ： 真のヤング係数とせん断弾性係数の比(=15 と仮定) 
bF  ： 平割材の曲げ強度 
mF  ： 実大曲げ実験条件における曲げ強度測定値 
f  ： 原木丸太または割竹の基本振動数 
HR  ： 原木丸太の心材率 
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h  ： 割竹の高さ 
I  ： 割竹または平割材の断面２次モーメント 
1k  ： 実大曲げ試験の寸法による曲げ強さの調整係数 
2k  ： 実大曲げ試験の荷重条件による曲げ強さの調整係数 
3k  ： 実大曲げ試験の荷重条件による曲げヤング係数の調整係数 
mk  ： 実大曲げ試験の含水率による調整係数 
L  ： 実大曲げ試験条件における支点間距離 
0L  ： 実大曲げ試験標準条件における支点間距離(=18 0d =810mm) 
  ： 節間長さや材長などの長さ 
1M  ： 試験時含水率(%) 
2M  ： 含水率（=15%） 
MC  ： 含水率 
MOE  ： 小荷重中央集中載荷法による静的曲げヤング係数 
n  ： 平割材の年輪数 
maxP  ： 最大荷重 
050.maxP  ： 割竹の最大荷重の 5%下限値 
2*R  ： 自由度調整済み決定係数 
r  ： 単相関係数 
S  ： 実大曲げ試験条件における荷重点間距離 
0S  ： 実大曲げ試験標準条件における荷重点間距離(=6 0d =270mm) 
xxS  ： 偏差平方和 
SMP  ： 製材位置 
TR  ： 原木丸太の細り率 
t  ： 割竹の厚さ 
V  ： 割竹の小片または原木丸太または平割材の体積 
bV  ： 割竹の体積 
eV  ： 誤差分散 
VH  ： 原木丸太の心材体積 
tV  ： 割竹試験体の体積 
W  ： 重量 
1W  ： 乾燥前の重量 
2W  ： 全乾重量 
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bW  ： 割竹の重量 
tW  ： 割竹の試験体の重量 
x  ： 平均値 
YR  ： 原木丸太の元口年輪数 
Z  ： 割竹または平割材の断面係数 
α  ： 含水率定数（α =1.44） 
β  ： 含水率定数（ β =0.0200） 
∆  ： p∆ に対応する変位（伸び） 
P∆ p∆  ： 比例域における上限荷重と下限荷重との差 
Y∆  ： P∆ に対応するたわみ 
y∆  ： p∆ に対応するたわみ 
tε  ： 基準ひずみ 
ρ  ： 密度 
'ρ  ： 概略の密度 
tσ  ： 引張強度 
050.tσ  ： 引張強度の 5%下限値 
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光景を目の当たりにし、構造に携わる者として心が痛みました。さらに、21 世紀に入り地
球温暖化が問題となり、原因とされている温室効果ガスの削減には環境負荷が小さく資源
循環系を形成可能な木材や、3 年から 5 年で建築材料となる竹などの森林、里山資源の有
効利用が不可欠であることを知りました。 
そのような社会背景から特に木造住宅について深い興味を持ち、材料となる木材や設計
方法について調べた結果、仕様規定による現行の木造住宅の設計に疑問をもちました。ま
た、仕様規定による設計では伝統構法による家屋は設計できないことも知り、木造研究の
不十分な事柄の多いことが分かり、木造を深く学ぶことを決意し、再度母校の門をたたく
こととなりました。 
実験中心の本研究を進めるにあたって、後期博士課程在学中より現在に至るまで、本格
的な実験経験のない筆者に、特に実験方法や結果のまとめ方など実験に関する多くの事柄
について終始熱心なご指導とご鞭撻を頂きました大阪市立大学大学院教授 谷口与史也先
生に厚くお礼申し上げます。 
後期博士課程入学にあたっては、快く受け入れてくださり、前期、後期博士課程在学中
はもとより現在に至るまで終始熱心なご指導と暖かい励ましを頂きました、大阪市立大学
名誉教授 坂 壽二先生に厚く感謝いたしております。 
また大学院前期博士課程に在学中より現在に至るまでご指導とご助言を頂きました、大
阪市立大学名誉教授 日置興一朗先生に厚く感謝いたしております。 
実験中心の本研究おいて、紀州材の実験に多大なご協力を頂いた和歌山県農林水産総合
技術センターの皆様に、竹材の実験に際して機器の使用を快諾して頂いた和歌山県工業技
術センターに、耐震壁の実験に惜しみないご協力を頂いた三重県科学技術振興センターの
皆様に感謝いたします。 
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紀州材の調達および加工してくださいました和歌山県田辺市の廣本林業株式会社、株式
会社山長商店の皆様に、また、接着材をご提供いただきました和歌山市の三木理研工業株
式会社、さらに本研究の根幹である工芸用割竹を調達および加工してくださいました京都
市の竹又中川竹材店の皆様に感謝申しあげます。 
材料となる竹材につきまして、有益なご指摘やご助言を頂きました大分大学教授 井上
正文先生、紀州材につきましては和歌山大学教授 池際博行先生に厚く感謝いたします。 
また、英語での論文記述方法等に適切なご助言をいただきました和歌山大学教授 足立基
浩先生に心よりお礼申し上げます。 
本論文の審査にあたり、大阪市立大学大学院教授 谷池義人先生、同 山口隆司先生に、
貴重なご指導とご教授を賜りました。ここに深く感謝の意を表します。 
本研究を進めるにあたって、和歌山県の平成 19 年度紀の国森づくり基金活用事業補助
金および(財)わかやま産業振興財団の平成 17 年度事業化研究会助成金の援助に心よりお
礼申し上げます。 
最後に、研究を始めるきっかけをあたえてくださいました元和歌山大学教授 濱田學昭
先生、また、業務の忙しい中を仕事と研究の両立にご理解とご協力を頂きました社員の植
田有美さんに心よりお礼申し上げます。さらに学業の合間を縫って協力を頂いた長男の友
則、日々励ましと協力を頂いた妻の道子に感謝いたします。 
 
